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１．計画の基本的事項 

 

(1) 計画の基本的な考え方 

本県の高齢者人口の割合は、戦後一貫して上昇を続け、平成 28 年（2016）に 55 万人

を超え、４人に１人が高齢者となるなど高齢化が急速に進展し、医療・介護サービスの

需要がますます増大することが見込まれている。 

 特に、今後、認知症高齢者や単身・夫婦のみの高齢者世帯が増加していく中で、可能な

限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよ

う、地域包括ケアシステムの構築が求められており、医療と介護の連携を一層推進する

必要がある。 

本県では、第９次群馬県保健医療計画及び第９期群馬県高齢者保健福祉計画に医療と

介護の総合的な確保についても記載し、両計画に基づいて取組を進めることとしており、

群馬県地域医療介護総合確保計画（令和６年度）についても、両計画を踏まえて策定す

るものとする。 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

群馬県における医療介護総合確保区域については、前橋保健医療圏（前橋市）、渋川保健

医療圏（渋川市、榛東村、吉岡町）、伊勢崎保健医療圏（伊勢崎市、玉村町）、高崎・安中保

健医療圏（高崎市、安中市）、藤岡保健医療圏（藤岡市、神流町、上野村）、富岡保健医療圏

（富岡市、甘楽町、下仁田町、南牧村）、吾妻保健医療圏（中之条町、長野原町、嬬恋村、

草津町、高山村、東吾妻町）、沼田保健医療圏（沼田市、片品村、川場村、みなかみ町、昭

和村）、桐生保健医療圏（桐生市、みどり市）、太田・館林保健医療圏（太田市、館林市、板

倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町）の地域とする。 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

□２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：                       ） 
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(3) 計画の目標の設定等 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復期

病床への転換等を促進する。 

・ 【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→4,389 床（R6 回復期機能の必要病床数） 

・ 【県内病床数】 

18,302 床（R4 病床機能報告）→18,095 床（R6 の必要病床数） 

 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第９次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 

・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 

480～503 か所（R3）→512 か所（R6） 

・ 在宅療養支援歯科診療所数 87 か所（H29）→95 か所（R6） 

・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10万人あたり）の増加 

42.5 人（H30）→52 人（R6） 

・ 訪問看護事業所数 179 か所（H30）→235 か所（R6） 

・ 地域連携薬局数 47 か所（R5）→78 か所（R6） 

  

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第９期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修に対して支援

を行う。 

 ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

1,855 床（R5） →2,083 床（R8） ※R8 までに＋228 床 

・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

3,324 床（R5） →3,531 床（R8） ※R8 までに＋207 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,993 人（R5） →3,080 人（R8） ※R8 までに＋87 人 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

445 人（R5） →  619 人（R8） ※R8 までに＋174 人 
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（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、看

護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を推

進し、職員数の増加を図る。 

・ 医療施設従事医師数（人口 10万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（R6） 

・ 初期臨床研修医の採用数 

115 人（R5）→119 人以上（R7） 

・ 看護職員離職率の低下（病院看護実態調査） 

9.1％（R4）→8.2％（R6） 

・ 診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

65 人（R2）→70 人（R6） 

・ 災害時の亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

24 チーム（H30）→44 チーム（R6） 

 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

中高年齢者、就業していない女性、外国人など新たな人材の介護職への参入促進、

介護ロボットの推進等による介護職に就いた方の職場定着及び資質向上を図り、団

塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャップを解消す

る。 

・ R5介護職員数 37,664人 → R7介護職員必要数 40,843人 

                    ※R７までに＋3,179人 

 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

医師の時間外・休日労働時間の上限規制等に対応し、医師の健康を守るとともに、

安全で質の高い地域医療を提供するため、地域での医療提供体制を確保しつつ、勤

務医の働き方改革の取組を進める。 

・ 医師労働時間短縮計画における対象医師の平均時間外・休日労働時間の目

標を達成した医療機関の増加 

0 病院（R5）→3 病院（R6） 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 前橋医療介護総合確保区域 

人口 326,273 人 

面積 311.59ｋ㎡ 

人口…群馬県年齢別人口統計調査（R6） 面積…国土地理院面積調（R3） 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 ２０ 

在宅療養支援診療所 ８１ 

訪問看護事業所 ７８ 

介護老人福祉施設 ３０ 

介護老人保健施設 １３ 

地域密着型介護老人福祉施設 ８ 

小規模多機能型居宅介護 １９ 

認知症高齢者グループホーム ４０ 

病院…群馬県病院要覧（R6.11.30） 

在宅療養支援診療所…関東信越厚生局届出数（R6.12.1） 

訪問看護事業所…関東信越厚生局届出数（R6.11.1） 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、地域密着型介護老人福祉施設、小規模多機能型

居宅介護事業所、認知症高齢者グループホーム…厚生労働省「介護保険総合データベー

ス」（R6.12.31） 

 

ア 目標 

 前橋医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

 …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 渋川医療介護総合確保区域 

人口 107,658 人 

面積 288.65ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １０ 

在宅療養支援診療所 １７ 

訪問看護事業所 ２１ 

介護老人福祉施設 １１ 

介護老人保健施設 １２ 

地域密着型介護老人福祉施設 ０ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ５ 

認知症高齢者グループホーム ９ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 伊勢崎医療介護総合確保区域 

人口 245,999 人 

面積 165.22ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １１ 

在宅療養支援診療所 ２１ 

訪問看護事業所 ５２ 

介護老人福祉施設 １８ 

介護老人保健施設 ８ 

地域密着型介護老人福祉施設 ３ 

小規模多機能型居宅介護事業所 １０ 

認知症高齢者グループホーム ２５ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 高崎・安中医療介護総合確保区域 

人口 419,079 人 

面積 735.47ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 ３０ 

在宅療養支援診療所 ６６ 

訪問看護事業所 ８６ 

介護老人福祉施設 ３８ 

介護老人保健施設 ２４ 

地域密着型介護老人福祉施設 ３４ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ３１ 

認知症高齢者グループホーム ７８ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

10 

 

■ 藤岡医療介護総合確保区域 

人口 63,030 人 

面積 476.74ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 ５ 

在宅療養支援診療所 １２ 

訪問看護事業所 ８ 

介護老人福祉施設  ８ 

介護老人保健施設  ４ 

地域密着型介護老人福祉施設 ０ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ３ 

認知症高齢者グループホーム １０ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 富岡医療介護総合確保区域 

人口 63,895 人 

面積 488.67ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院  ４ 

在宅療養支援診療所 １３ 

訪問看護事業所  ７ 

介護老人福祉施設  １２ 

介護老人保健施設  ５ 

地域密着型介護老人福祉施設 ３ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ５ 

認知症高齢者グループホーム １７ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 吾妻医療介護総合確保区域 

人口 48,463 人 

面積 1,278.55ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院  ９ 

在宅療養支援診療所  １ 

訪問看護事業所  ５ 

介護老人福祉施設  ５ 

介護老人保健施設 ２ 

地域密着型介護老人福祉施設 ３ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ３ 

認知症高齢者グループホーム １０ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 沼田医療介護総合確保区域 

人口 71,799 人 

面積 1,765.69ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院  ７ 

在宅療養支援診療所  ４ 

訪問看護事業所  ８ 

介護老人福祉施設  ９ 

介護老人保健施設  ５ 

地域密着型介護老人福祉施設 ６ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ８ 

認知症高齢者グループホーム １１ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 桐生医療介護総合確保区域 

人口 147,193 人 

面積 482.87ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １２ 

在宅療養支援診療所 ２０ 

訪問看護事業所 ３１ 

介護老人福祉施設 ２０ 

介護老人保健施設 ８ 

地域密着型介護老人福祉施設 ５ 

小規模多機能型居宅介護事業所  ６ 

認知症高齢者グループホーム ２４ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和６年度 
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■ 太田・館林医療介護総合確保区域 

人口 396,136 人 

面積 368.87ｋ㎡ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

  主な医療・介護資源（施設関係）の現状 

種別 施設・事業所数 

病院 １９ 

在宅療養支援診療所 ２６ 

訪問看護事業所 ５６ 

介護老人福祉施設 ３３ 

介護老人保健施設 １６ 

地域密着型介護老人福祉施設 １２ 

小規模多機能型居宅介護事業所 ２０ 

認知症高齢者グループホーム ５０ 

※上記表の出典については、前橋医療介護総合確保区域参照 

 

ア 目標 

 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第９次保健医療計画及び第９期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 

（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

   …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

令和６年度 

 

 

 (4) 目標の達成状況 

「事後評価」のとおり。 
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２．事業の評価方法 

 (1) 関係者からの意見聴取の方法 

 

 ＜医療＞ 

・令和５年    ７月 既存事業及び新規事業施策に係る令和６年度の要望につい

て、県医師会等の関係団体及び各市町村等あて照会 

・令和７年     ３月 群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 

 

 ＜介護＞ 

・令和５年    ９月 既存事業及び新規事業施策に係る令和６年度の要望につい

て、県社会福祉協議会等の関係団体及び各市町村等あて照会  

・    １０～１１月 群馬県介護人材確保対策会議及び群馬県高齢介護施策推進協

議会において説明 

・令和６年   １０月 群馬県介護人材確保対策会議において説明 

・令和６年   １２月 群馬県高齢介護施策推進協議会において説明 
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＜関係団体等一覧＞ 

群馬県保健医療計画会議及び群馬県高齢介護施策推進協議会関係 

群馬県医師会 

群馬県病院協会 

日本精神科病院協会群馬県支部 

群馬県歯科医師会 

群馬県薬剤師会 

群馬県看護協会 

群馬県市長会 

群馬県町村会 

群馬県長寿社会づくり財団 

群馬県老人福祉施設協議会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県地域密着型サービス連絡協議会 

群馬県介護福祉士会 

群馬県介護支援専門員協会 

群馬県ホームヘルパー協議会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県老人クラブ連合会 

認知症の人と家族の会群馬県支部 

群馬県女性団体連絡協議会 

日本労働組合総連合会・群馬県連合会 

群馬 NPO協議会 

社会保険診療報酬支払基金群馬支部 

全国健康保険協会群馬支部 

群馬県国民健康保健団体連合会 

群馬県労働者福祉協議会 

群馬県民生委員児童委員協議会 

 

文書等照会先 

○医療 

群馬県医師会 

群馬県病院協会 

群馬県在宅療養支援診療所連絡会 

群馬県有床診療所協議会 

群馬県訪問看護ステーション連絡協議会 

各郡市医師会 

群馬県歯科医師会 

○介護 

群馬県看護協会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県老人福祉施設協議会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県地域密着型サービス連絡協議会 

群馬県介護福祉士養成校協議会 

群馬県介護福祉士会 
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各郡市歯科医師会 

群馬県薬剤師会 

群馬県看護協会 

群馬県助産師会 

群馬県栄養士会 

群馬県放射線技師会 

群馬県臨床検査技師会 

群馬県理学療法士協会・作業療法士会・言

語聴覚士会連絡協議会 

群馬県歯科衛生士会 

群馬県歯科技工士会 

日本精神科病院協会群馬県支部 

群馬県精神神経科診療所協会 

群馬県老人保健施設協会 

群馬県介護支援専門員協会 

群馬県医療ソーシャルワーカー協会 

群馬県社会福祉協議会 

群馬県相談支援専門員協会 

群馬県ホームヘルパー協議会 

群馬県健康づくり財団 

市町村 

各病院 

各有床診療所 

各在宅療養支援診療所 

各訪問看護ステーション 

各看護師等養成所 

各老人保健施設 

各介護医療院 

 

群馬県ホームヘルパー協議会 

介護労働安定センター群馬支部 

群馬県社会福祉士会 

群馬県理学療法士協会 

群馬県作業療法士会 

群馬県言語聴覚士会 

群馬県地域リハビリテーション支援セン

ター 

群馬県地域包括・在宅介護支援センター協

議会 

群馬県長寿社会づくり財団 

認知症の人と家族の会群馬県支部 

群馬県社会福祉事業団 

伊勢崎市の地域包括ケアを考える会 

群馬県理学療法士協会・作業療法士会・言

語聴覚士会連絡協議会 

群馬県訪問看護ステーション連絡協議会 

群馬県介護支援専門員協会 

若年性認知症ぐんま家族会 

各郡市医師会 

市町村 

 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価にあたっては、自己評価を行った上で、群馬県保健医療計画会議及び

群馬県高齢介護施策推進協議会等に報告を行い、必要に応じて見直しを行うなどによ

り計画を推進する。 
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３．計画に基づき実施する事業 

 事業区分１－１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は 

         設備の整備に関する事業 

事業区分１－２：地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は 

病床数の変更に関する事業 

 事業区分２  ：居宅等における医療の提供に関する事業 

 事業区分４  ：医療従事者の確保に関する事業 

事業区分６  ：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

 
(1) 事業の内容等 

事業の区分 １－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.1-1（医療分）】 

病床機能分化・連携事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

59,559 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将来の

医療需要を見据え、各地域に相応しいバランスのとれた病床

を確保し、質の高い効率的な医療提供体制を構築するため、各

地域において将来の医療提供体制に係る議論やそれを踏まえ

た施設・設備整備を進めるとともに、各医療機関において今後

の医療機能等の方向性に関する検討を促すこと等により、病

床の機能分化・連携を推進する必要がある。 

 アウトカム指標 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築す

る。 

【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→4,389 床（R6 回復期機能の

必要病床数） 

【県内病床数】 

18,302 床（R4 病床機能報告）→18,095 床（R6 の必要病床

数） 

事業の内容 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサー

ビスの総合的な確保が課題となっていることから、病床の機

能分化・連携体制をより一層推進するため、以下の取組を行

う。 
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・回復期及び慢性期病床等から在宅への移行を円滑に進める

ための在宅医療を推進（施設整備・設備整備） 

・医療機能の見直し（病床機能の転換、連携等）を進めよう

とする医療機関等に対し、専門家による分析等を支援 

・県内の全医療機関が理解を深められるよう、地域医療構想

に関する研修会等を開催する他、医療・介護の連携体制をよ

り強固にするため、地域の医師会を中心とした医療介護連携

拠点の整備や多職種連携を推進するための人材育成、ICT を

活用した在宅医療・介護連携推進に取り組む。 

・地域医療構想アドバイザーを活用し、データ分析や地域医

療構想調整会議での助言等による議論の活性化を図る。 

・特定の疾患（糖尿病）の対策として、疾患手帳の作製・配布

や連携会議の開催等を行うことで、急性期から回復期、在宅ま

で連携した医療を支援する。 

アウトプット指標 ・分析等支援：２医療機関 

・地域医療構想アドバイザーの地域医療構想調整会議への出

席等：延べ３０回 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想に関する地域の議論や各医療機関の今後の医療

機能等の方向性に関する検討を促すこと等により、回復期病

床への転換及び自主的な病床減等を促進させ、地域医療構想

の達成に向けた病床の機能分化・連携を推進する。 

地域医療構想の関係性及

びスケジュール（注１） 

県内医療機関が医療圏での自らの立ち位置を分析・把握し、地

域医療構想に資する検討を行うために必要な経費に補助を行

うほか、地域医療構想アドバイザーの活用や地域医療構想研

修会（セミナー）の開催等により、地域医療構想調整会議の協

議体制の充実を図る。 

また、特定の疾患（糖尿病）の治療を迅速かつ効率的に行うこ

とで、急性期病床の効率的な運用や慢性期からの円滑な移行

を進め、地域医療構想の一層の推進を図る。 

地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサー

ビスの総合的な確保が課題となっていることから、病床の機

能分化・連携をより一層推進するため、今後の必要性が見込ま

れる回復期病床の整備と回復期及び慢性期病床等から在宅へ

の移行を円滑に進めるため、地域の医師会を中心とした医療

介護連携拠点の整備や多職種連携を推進するための人材育成

等の体制整備を進め、切れ目のない医療介護連携体制の構築

を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

59,559 
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基金 国（Ａ）  

(千円) 

30,037 

うち過年度残額 

(千円) 

17,683 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

15,022 

うち過年度残額 

(千円) 

8,842 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

45,059 

うち過年度残額 

(千円) 

26,525 

その他（Ｃ） (千円) 

14,500 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

3,200 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

21,504 

うち過年度残額 

(千円) 

17,683 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の

場合のみ記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 １－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.1-2（医療分）】 

病床機能分化・連携事業（過年度分） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

583,118千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院、有床診療所 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将来の

医療需要を見据え、各地域に相応しいバランスのとれた病床

を確保し、質の高い効率的な医療提供体制を構築するため、各

地域において将来の医療提供体制に係る議論やそれを踏まえ

た施設・設備整備を進めるとともに、各医療機関において今後

の医療機能等の方向性に関する検討を促すこと等により、病

床の機能分化・連携を推進する必要がある。 

 アウトカム指標 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築す

る。 

【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→4,389 床（R6 回復期機能の

必要病床数） 

【県内病床数】 

18,302 床（R4 病床機能報告）→18,095 床（R6 の必要病床

数） 

事業の内容 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサー

ビスの総合的な確保が課題となっていることから、病床の機

能分化・連携体制をより一層推進するため、以下の取組を行

う。 

・今後の必要性が見込まれる回復期病床の整備を推進（施設

整備・設備整備） 

・必要病床数具体化のため、自主的な病床減を伴う用途変更を

促進（改修整備・設備整備） 

アウトプット指標 ・回復期病床整備：110 床 

・病床用途変更：90 床 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

回復期病床への転換及び自主的な病床減等を促進させ、地域

医療構想の達成に向けた病床の機能分化・連携を推進する。 

地域医療構想の関係性及

びスケジュール（注１） 
－ 



   

23 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

583,118 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

194,396 

うち過年度残額 

(千円) 

194,396 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

97,198 

うち過年度残額 

(千円) 

97,198 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

291,594 

うち過年度残額 

(千円) 

291,594 

その他（Ｃ） (千円) 

291,594 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の

場合のみ記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 １－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 

事業名 【No.2（医療分）】 

地域周産期医療確保整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,212 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（一部を公立病院及び公的病院へ委託）、医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の達成に向けた周産期医療体制整備にあって

は、施設間での病床の機能分化・連携等を進める必要がある。 

 アウトカム指標 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築す

る。 

【回復期機能病床数】 

3,583 床（R4 病床機能報告）→4,389 床（R6 回復期機能の

必要病床数） 

事業の内容 周産期母子医療センターの再整備に係る具体的な検討を進め

るとともに、周産期医療機関への救急搬送時間の伸長への対

策として、関係機関の対応力向上や連携強化に取り組む。 

アウトプット指標 周産期医療に関する研修会の開催（４回） 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

周産期医療体制の再構築の方向性が示され、搬送の安全性向

上が図られることで、周産期医療機関における病床の機能分

化・連携等が推進される。 

地域医療構想の関係性及

びスケジュール（注１） 

産婦人科及び小児科医師等が不足している状況を踏まえ、中

長期を見据えた周産期医療体制の整備を進めていくととも

に、救急救命士向け分娩介助研修や新生児蘇生法研修等の実

施、周産期緊急搬送補助システムの導入支援により、医療機関

へのアクセスに関する安全対策を図ることで、周産期医療機

関における機能分担と連携の推進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

14,212 
 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

9,474 

うち過年度残額 

(千円) 

5,694 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

4,738 

うち過年度残額 

(千円) 

2,848 

計（Ａ＋Ｂ）  うち過年度残額 
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(千円) 

14,212 

(千円) 

8,542 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額（国

費）における公

民の別（注２） 

公  

 (千円) 

9,474 

うち過年度残額 

(千円) 

5,694 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注３） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）区分Ⅰ－１の標準業例５「病床の機能分化・連携推進のための基盤整備」かつ医療機関支援に係るソフト事業の

場合のみ記載すること。 

（注２）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注３）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 １－２ 地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更

に関する事業 

事業名 【No.3（医療分）】 

単独支援給付金支給事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

325,812 千円 

事業の対象となる医療介

護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県内の医療機関 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般の新型コロ

ナウイルス感染症への対応により顕在化した地域医療の課題への

対応を含め、地域の実情に応じた質の高い効率的な医療提供体制の

構築が必要。 

 アウトカム指標 令和６年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床機能毎の

病床数 

・医療機関数 ４医療機関 

・急性期病床 ５３５床→３４８床 

事業の内容 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想に即した

病床機能再編の実施に伴い、減少する病床数に応じた給付金を支

給する。 

アウトプット指標 対象となる医療機関数 ４医療機関 

アウトカムとアウトプッ

トの関連 

地域医療構想調整会議等の合意を踏まえ自主的に病床数を減少す

る医療機関に対し財政支援することにより、地域医療構想の実現に

向けた取組の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

(千円) 

325,812 

  

基 

金 

国（Ａ）  

(千円) 

325,812 

うち過年度残額 

(千円) 

1,140 

その他（Ｂ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）にお

ける公民の

別（注） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

325,812 

うち過年度残額 

(千円) 

1,140 

備考  

（注）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.4（医療分）】 

地域包括ケアシステム住民向け普及啓発 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,297千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービスを

適切に提供していく体制の充実が必要。 

 アウトカム指

標 

・訪問診療を実施している病院・診療所数 

 480～503 か所（R3）→512 か所（R6）  ※519 か所（R8） 

・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）している

病院・診療所数 237～259 か所（R3）→279 か所（R6）  ※

293 か所（R8） 

事業の内容 本事業は、地域包括ケアシステムの構築のため、医療・介護サ

ービス提供体制を一体的に整備していく事業として、県が住民

向け普及啓発事業に取り組み、在宅医療の提供体制の充実と医

療介護連携の推進を図る。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムに係るパンフレットを作成、配布する。 

（配布部数：R5 実績 15,000 部→R6 目標 15,000 部） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

住民向け普及啓発を進めることにより、医療・介護サービスの

提供体制の充実につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,297 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

864 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

433 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

1,297 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

864 0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.5（医療分）】 

在宅医療提供体制推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

617千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービスを

適切に提供していく体制の充実が必要。 

 アウトカム指

標 

・訪問診療を実施している病院・診療所数 

 480～503 か所（R3）→512 か所（R6）  ※519 か所（R8） 

・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）している

病院・診療所数 237～259 か所（R3）→279 か所（R6）  ※

293 か所（R8） 

事業の内容 在宅医療関係者を構成員とする保健医療計画会議在宅医療推

進部会を開催し、有識者の意見を県施策へ反映する。 

アウトプット指標 在宅医療推進部会の開催：２回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅医療推進部会を開催することで在宅医療提供体制の充実

強化に関するより実践的な施策の立案が可能となり，在宅医療

の提供体制強化につなげることができる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

617 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

411 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

206 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

617 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

411 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

0 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.6（医療分）】 

障害者歯科医療充実事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

40,872千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、群馬県歯科医師会 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の障害者歯科医療体制は、後方病床を有し、常に行動管理

の伴う診療が可能な病院歯科の３次、障害者への診療が可能な

県歯科総合衛生センター等の２次、かかりつけ医として障害者

への在宅医療や口腔管理等を行う１次の連携で成り立ってい

る。 

県内の２次機関は３か所と限られており、在宅歯科患者が重症

化した場合の後方機関としてのニーズに十分応えられていない

ことから、２次機関の運営及び施設・設備等の整備を行い、在

宅患者への診療体制を充実させる必要がある。現在、群馬県歯

科総合衛生センターでは、１日 20 人程度が受診している状況

である。 

 アウトカム指

標 

受診者数 

3,754 人（令和 4 年度）→ 3,900 人以上（令和 6 年度）  

事業の内容 群馬県歯科総合衛生センターの運営及び２次機関の診療に必要

な施設・設備を整備する。 

アウトプット指標 ２次機関の運営 １施設、整備施設数 ２施設 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

２次機関の運営及び施設・設備整備を行うことにより、今まで

３次機関に受診せざるを得なかった患者への選択肢が増加し、

在宅患者に対する診療体制が充実する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

40,872 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

27,248 

うち過年度残額 

(千円) 

12,888 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

13,624 

うち過年度残額 

(千円) 

6,444 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

40,872 

うち過年度残額 

(千円) 

19,332 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

27,248 

うち過年度残額 

(千円) 

12,888 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.7（医療分）】 

在宅歯科保健事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

19,000千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 郡市歯科医師会等 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での歯科医療等を望む人に対して、必要な医療サービスを

適切に提供していく体制の充実が必要。 

 アウトカム指

標 

在宅療養支援歯科診療所届出数の増加 

87 か所（H29） → 95 か所（R6） 

事業の内容 在宅歯科医療を推進するため、郡市歯科医師会等に在宅歯科医

療連携室を設置し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所の照会、

在宅歯科医療等に関する相談、在宅歯科医療を実施しようとす

る医療機関に対する歯科医療機器等の貸出の実施にかかる運営

費等に対する支援を行う。また、在宅歯科医療における貸出設

備の整備も行う。 

アウトプット指標 在宅歯科医療連携室の設置数 7 か所 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

地域における在宅歯科医療の拠点を設置することで、ニーズの

把握はもちろん、潜在的ニーズに訴えることで訪問診療数の上

昇が見込める。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

19,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

12,666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

6,334 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

19,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

12,666 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.8（医療分）】 

小児等在宅医療連携拠点事業① 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

641千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよう、医

療・福祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、関係者の

人材育成や患者・家族の負担軽減を図ることが必要である。 

 アウトカム指

標 

・小児等在宅医療に対応した医療機関数 

 19 か所（R4） →23 か所以上（R6）  ※33 か所以上（R11） 

・小児等在宅医療に対応した訪問看護事業所数 

30 か所（R4） →32 か所以上（R6）   ※38 か所以上（R11） 

事業の内容 医療・福祉・教育・行政等の関係者及び患者家族等による連絡

協議会を定期的に開催し、小児等在宅医療の推進に係る課題や

対応等について検討する。 

アウトプット指標 ・小児等在宅医療に関する協議会の開催（２回程度） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

NICU で長期の療養を要した児を始めとする在宅医療を必要と

する小児等が、在宅において必要な医療・福祉サービス等が提

供され、地域で安心して療養ができるよう、医療・福祉・教育・

行政等の関係機関が協議を行うことにより、地域で在宅療養を

支える体制の構築につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

641 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

427 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

214 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

641 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額 公  うち過年度残額 
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（国費）に

おける公民

の別（注１） 

(千円) 

427 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.9（医療分）】 

小児等在宅医療連携拠点事業② 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

784千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよう、医

療・福祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、関係者の

人材育成や患者・家族の負担軽減を図ることが必要である。 

 アウトカム指

標 

・小児等在宅医療に対応した医療機関数 

 19 か所（R4） →23 か所以上（R6）  ※33 か所以上（R11） 

・小児等在宅医療に対応した訪問看護事業所数 

30 か所（R4） →32 か所以上（R6）   ※38 か所以上（R11） 

事業の内容 小児患者の在宅医療に対応可能な医師や訪問看護師を確保す

るため、県立小児医療センター及び群馬県看護協会等が実施す

る人材育成事業に対して補助する。 

アウトプット指標 ・医師向け研修開催：１回（20 名） 

・訪問看護師向け研修開催：１回（70 名） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療従事者等への研修を実施することにより、小児等在宅医療

に対応できる人材を育成し、関係者の連携体制の構築につなげ

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

784 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

522 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

262 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

784 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

  

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.10（医療分）】 

訪問看護推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,874千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療が必要な患者に対し、必要な

医療・介護サービスが提供できるよう、訪問看護の提供体制の

強化が求められている。 

 アウトカム指

標 

訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 

42.5 人（H30） → 52 人（R6） 

訪問看護事業所届出数の増加 

179 か所（H30） → 235 か所（R6） 

事業の内容 訪問看護に従事する看護職員の確保及び育成、質の向上を目的

とした研修会等を開催する。 

アウトプット指標 訪問看護研修受講者数：115 人 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

訪問看護研修の受講者が増加することにより、訪問看護に従事

する看護職員数及び訪問看護事業所数が増加し、体制が充実す

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

4,874 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,249 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,625 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,874 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

3,249 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.11（医療分）】 

看護師特定行為研修支援 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

21,446千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、訪問看護事業所、病院等 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、ますます高齢化が進む中で、在宅医療の推進には特定行

為を行う看護師の活躍が期待されている。 

 アウトカム指

標 

特定行為研修修了者（累計） 

H30：9 人 → R6：120 人 

事業の内容 在宅医療等の推進を図るため、特定行為研修を修了した看護師

を確保する必要があることから、研修の受講促進を図るために

受講費用を一部補助するとともに、制度周知に係る研修会や関

係者による検討会を開催する。 

アウトプット指標 特定行為研修新規受講者数：H30 9 人 → R6 30 人 

特定行為研修派遣機関数：R2 5 機関 → R6 15 機関 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

医療需要が多様化する中で、看護職員の資質向上を図ることは、

多職種でのチーム医療の推進、医療安全に大きく寄与し、質の

高い医療サービスが受けられる体制が整備される。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

21,446 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,067 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,534 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

10,601 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

10,845 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  うち過年度残額 
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(千円) 

7,067 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.12（医療分）】 

医療型短期入所事業所設備整備費等補助 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,882千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅の医療的ケア児（者）の家族に対するレスパイトケアの提

供体制の充実が必要である。 

 アウトカム指

標 

在宅医療と介護を一体的に提供する仕組みを構築する。 

【医療型短期入所事業所設置圏域数】 

５圏域（R5）→６圏域（R6） 

事業の内容 地域生活を支える在宅医療を充実させるとともに、地域包括ケ

アシステムの構築のため、医療・介護サービス提供体制を一体

的に整備していく事業として、在宅の医療的ケア児者等に係る

レスパイトケア等の充実を図る趣旨から、障害者総合支援法に

基づく医療型短期入所事業所における設備整備に対する支援を

行う。 

アウトプット指標 医療型短期入所事業所数 

８箇所（R5）→１箇所以上増又は定員１名以上増（R6） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

短期入所施設における医療的ケア児（者）等の受入れの増加を

図ることにより、レスパイトケアの提供体制の充実を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

8,882 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,960 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,481 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

4,441 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

4,441 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

0 0 

民  

(千円) 

2,960 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.13（医療分）】 

残薬解消に向けた在宅医療・介護関係者の

情報共有推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

246千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅で生活する患者を支援する訪問ヘルパーやケアマネージ

ャー等が居宅における残薬を発見した際に、地域の薬剤師と連

携を図ることで、患者が正しく服薬できるよう支援することが

できる。在宅の服薬状況を多職種で連携して把握することで、

在宅における適切な服薬を支援し、在宅における療養生活の質

の向上を図るとともに、地域連携薬局等がサポートを実施する

上での地域における連携体制の構築を進める。 

 アウトカム指

標 

地域連携薬局数 

・47 か所（R5）→78 か所（R6） ※141 か所（R8） 

事業の内容 多職種（薬剤師、介護支援専門員等）が連携して在宅の服薬状

況を把握し、適切な服薬を支援するための取組を進める。 

アウトプット指標 在宅の服薬状況に関する多職種連携推進研修の実施（１回） 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅の服薬状況に関する多職種連携体制推進の取組を通して、

地域連携薬局等がサポートを実施する上での地域における連

携体制の構築を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

246 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

164 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

82 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

246 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

  

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.14（医療分）】 

小児等在宅医療相談支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,420千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 訪問看護事業所、相談支援事業所、群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療が必要な児（者）の地域における生活を支えるため、

身近な地域で相談支援が受けられる体制の構築が必要 

 アウトカム指

標 

退院、就園・就学、学齢期以降のライフステージ変更時の支援

人数  

５０人 

事業の内容 訪問看護事業所・相談支援事業所が、在宅医療が必要な小児等

のライフステージ変更時等に相談支援をした場合、報酬を支給

する。 

アウトプット指標 相談件数 のべ１５０回 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

相談支援事業を実施した事業者に対し財政的な支援をすること

で、身近な地域で相談支援が受けられる体制を構築する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

2,420 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

1,613 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

807 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

2,420 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

64 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

1,549 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.15（医療分）】 

在宅医療総合支援センター補助 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

68,556千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 公益社団法人群馬県医師会 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

治療や療養を必要とする人が住み慣れた地域で必要な医療・介

護サービスを安心して受けられるようにするためには、在宅医

療・介護関係者の多職種連携体制の強化、在宅医療を担う医療

関係職種の人材育成、県民に向けた啓発活動など、地域包括ケ

アシステム推進に向け、県全域をまとめる取組推進のための拠

点が必要である。 

 アウトカム指

標 

・訪問診療を受けた患者数（レセプト件数、年間） 

 173,044 件（R3）→186,541 件（R6）※195,540 件（R8） 

事業の内容 県医師会が行う在宅医療等のための拠点施設の整備に対して助

成する。当拠点においては、研修会等を通じた人材育成、在宅

医療に携わる関係職種の連携推進、県民に向けた啓発活動、災

害発生時や新興感染症発生時へ対応できる体制の構築などに取

り組む予定である。 

アウトプット指標 ・在宅医療等のための拠点施設の整備 １か所 

 

アウトカムとアウトプ

ットの関連 

在宅医療等のための拠点を整備し、県全域で在宅医療等の取組

を推進することで、在宅医療提供体制の充実につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

68,556 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

45,704 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

22,852 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

68,556 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

45,704 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.16（医療分）】 

緊急医師確保修学資金貸与 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

206,333千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び

定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R6） 

事業の内容 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、地域医療枠

学生に対する修学資金の貸与を実施することにより、若手医師の

確保を図る。 

アウトプット指標 貸与を受けた医師数（毎年度 18 名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療枠学生が卒業後、群馬県内で医療に従事することによ

り、県内医療従事数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

206,333 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

137,555 

うち過年度残額 

(千円) 

50,786 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

68,778 

うち過年度残額 

(千円) 

25,393 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

206,333 

うち過年度残額 

(千円) 

76,179 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

137,555 

うち過年度残額 

(千円) 

50,786 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） うち過年度残額 
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(千円) 

0 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.17（医療分）】 

医師確保修学研修資金貸与 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

46,080千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確保及び

定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R6） 

事業の内容 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、地域医療枠

学生に対する修学資金の貸与を実施することにより、若手医師の

確保を図る。 

アウトプット指標 貸与を受けた医師数（毎年度 18 名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療枠学生が卒業後、群馬県内で医療に従事することによ

り、県内医療従事数の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

46,080 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

30,720 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

15,360 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

46,080 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

30,720 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） うち過年度残額 
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(千円) 

0 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.18（医療分）】 

地域医療支援センター運営事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

60,011千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、群馬大学医学部附属病院 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

県内医療機関で医師不足及び地域偏在が生じているため、地域医

療に従事する若手医師のキャリア形成と医師不足病院の医師確

保を一体的に支援するほか、各地域の医療事情に応じた計画的な

医師配置を行うことで、医師の県内定着や地域偏在の解消を図る

必要がある。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R6） 

事業の内容 地域医療に従事する若手医師のキャリア形成の支援、地域医療事

情の調査・検証、医師配置の適正化推進を行うため、地域医療支

援センターを運営する。 

アウトプット指標 ・キャリア形成プログラムの作成数 67（R5）→67 以上（R6） 

・地域医療枠卒業医師に対するキャリア形成プログラム参加医師

数の割合 100％（R5）→100％（R6） 

・医師のあっせん・派遣 52 人（R4）→52 人以上（R6） 

・地域の医療事情の把握、検証 

・医師確保対策事業の総合的な推進 

アウトカムとアウトプット

の関連 

地域医療に従事する意思のキャリア形成の支援や、エビデンスに

基づいた医師配置を行う仕組みの構築により、医師確保及び地域

偏在の解消につなげる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

60,011 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

40,007 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

20,004 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

60,011 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

40,007 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.19（医療分）】 

ぐんまレジデントサポート推進 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

32,735千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県において医師の確保及び定着が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 ・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R6） 

・初期臨床研修医の採用数 

115 人（R5）→119 人以上（R7） 

事業の内容 研修医の県内への誘導・確保を図ることで、県内への定着を促し、

県内で従事する医師数の増加を図る。併せて、臨床研修病院への

支援を行うことで、県内研修体制の充実を図る。 

アウトプット指標 ・医学生向け説明会の開催（３回以上） 

・医学生・研修医向けセミナー等の開催（２回以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

医学生に対し、県内臨床研修病院や専門研修プログラムの特長等

を周知するとともに、研修体制を充実することにより、研修医の

県内への誘導・確保を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

32,735 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

21,823 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

10,912 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

32,735 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

21,823 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.20（医療分）】 

産科医師等確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,791千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県内分娩取扱施設、医療機関等 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

本県の産科及び産婦人科の医師数、分娩施設数は減少傾向にあ

る。産婦人科等の病院勤務医の不足はとりわけ深刻さを増し、地

域における分娩機能の維持に支障を来していることから、医師の

確保が喫緊の課題となっている。 

 アウトカム指標 ・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R6） 

・分娩施設数 

35 カ所（R5）→維持（R6） 

事業の内容 分娩手当を支給している分娩施設への補助を実施することによ

り、分娩に従事する医師等の勤務環境の改善を行い、産婦人科医

等の確保を図る。併せて、周産期医療従事者育成支援として、群

馬大学大学院医学系研究科又は県内医療機関等が開催する講習

会やセミナーの開催費を補助する。 

アウトプット指標 ・手当支給者数 116 人（R5）→116 人以上（R6） 

・手当支給施設数 16（R5）→16 以上（R6） 

・周産期医療従事者向け研修会の開催（１回以上） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

分娩手当に係る補助により、分娩に従事する医師等の勤務環境を

改善することで、分娩施設や産科医数の維持又は増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

17,791 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

11,860 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,931 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

17,791 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 
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0 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

17,791 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.21（医療分）】 

女性医師等就労環境整備・保育支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

17,000千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県医師会 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

医師国家試験合格者に占める女性の割合は３割を超え、若年層の

女性医師が増加している。 

女性医師は出産や育児等により離職することも多く、いったん離

職すると医療技術の進歩や知識の移り変わりなどから復職が難

しいため、離職防止や復職に向けた支援が課題となっている。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R6） 

事業の内容 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等を支援

するため、相談員の設置や登録サポーターによる子どもの預かり

などの就労環境改善の取組を支援する。 

アウトプット指標 群馬県医師会が運営する保育サポーターバンクの利用者数の増

加 

登録医師数 250 名（R6.1 月時点）→ 255 人（R7.3 月末） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

保育サポーターバンクの利用を促進することで、女性医師等の離

職を防止し復職を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

  17,000 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

11,333 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,667 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

17,000 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

0 0 

民  

(千円) 

11,333 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業  

事業名 【No.22（医療分）】 

専門医認定支援 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

143千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日 ～ 令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

専門医制度による専攻医の確保に向け、県内の専門研修プログラ

ムの充実・周知を図り、即戦力となる医師の確保・県内定着を図

る必要がある。 

 アウトカム指標 医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

233.4 人（R4）→263 人以上（目標年次 R6） 

事業の内容 専門医制度による専攻医の確保のため、基本領域別に基幹施設や

県医師会等による協議を開催するとともに、専攻医となる研修医

への県内プログラムの情報提供や説明会を開催し、専攻医の確保

を図る。 

アウトプット指標 県内の専門研修プログラムの情報提供（県ホームページ更新１回

等） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

専攻医の県内誘導・確保により、県内医療従事医師数の増加を図

る。 

 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

  143 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

95 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

48 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

計（Ａ＋Ｂ）  

(千円) 

143 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

95 

うち過年度残額 

(千円) 

0 
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の別（注１） 民  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

 （注２）施設等の整備事業については、設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における

公民の別としては、「公」に計上するものとする。また、事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的

に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲するこ

と。 
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（事業区分３：介護施設等の整備に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分） 

群馬県介護施設等の整備に関する事業 

【総事業費（計画期間

の総額）】 

1,442,109千円 

事業の対象とな

る医療介護総合

確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・

介護ニーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくりを推進す

る。 

 ア ウ

ト カ

ム 指

標 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進す

る。 

 

 ・地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

1,855床（R5） →2,083床（R8） ※R8までに＋228床 

・認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

3,324床（R5） →3,531床（R8） ※R8までに＋207床 

・小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,993人（R5） →3,080人（R8） ※R8までに＋87人 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

445人（R5） →  619人（R8） ※R8までに＋174人 

事業の内容 ①地域密着型サービス等の整備に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を行う。 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対し 

て支援を行う。 

④介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止に必要な経費に対

し支援を行う。 

アウトプット指

標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第９期介護保険事業支援計画等

において予定している地域密着型サービス施設等の整備を支援することに

より、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進する。 

アウトカムとア

ウトプットの関

連 

地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修を行うことによ

り、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるようにする。 
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事業に要す

る費用の額 

事業内容 総事業費 
（Ａ＋Ｂ＋

Ｃ）（注１） 

基金 その他 
（Ｃ） 

（注２） 
国（Ａ） 都 

道府県（Ｂ） 

①地域密着型サー

ビス施設等の整備 

(千円) 

995,725 

(千円) 

663,816 

(千円) 

331,909 

(千円) 

0 

②施設等の開設・設

置に必要な準備経

費 

(千円) 

434,924 

(千円) 

289,949 

(千円) 

144,975 

(千円) 

0 

③介護保険施設等

の整備に必要な定

期借地権設定のた

めの一時金 

(千円) 

０ 

(千円) 

０ 

(千円) 

０ 

(千円) 

0 

④介護サービスの

改善を図るための

既存施設等の改修 

(千円) 

7,640 

(千円) 

2,547 

(千円) 

5,093 

(千円) 

0 

⑤民有地マッチン

グ事業 

(千円) 

０ 

(千円) 

０ 

(千円) 

０ 

(千円) 

0 

⑥介護施設等にお

ける新型コロナウ

イルス感染拡大防

止対策支援事業 

(千円) 

3,820 

(千円) 

2,546 

(千円) 

1,274 

(千円) 

0 

⑦介護職員の宿舎

施設整備 

(千円) 

０ 

(千円) 

０ 

(千円) 

０ 

(千円) 

0 

金額 総事業費（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） (千円) 

1,442,109 

 

基
金 国（Ａ） 

 

(千円) 

961,406 

うち過年度残額 

(千円) 

961,406 

都道府県（Ｂ） 

 

(千円) 

480,703 

うち過年度残額 

(千円) 

480,703 

計（Ａ＋Ｂ） 

 

(千円) 

1,442,109 

うち過年度残額 

(千円) 

1,442,109 

その他（Ｃ） (千円) 

０ 

 

基金充当額 

（国費）にお

ける公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 (千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民 うち受託事業等 うち過年度残額 
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(千円) 

 

(千円) 

 

備考  
（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。 

（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。 

（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の

別としては、「公」に計上するものとする。 

 

 (2) 事業の実施状況 

「事後評価」のとおり。 
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（事業区分５：介護従事者の確保に関する事業） 

 (1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.１（介護分）】介護人材確保対策会議 

 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

200千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和 7 年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数の増、離職率の低下、資質の向上） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和 7 年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 介護関係団体や関係行政機関等を構成員とする介護人材確保対策会議を

開催する。 

アウトプット指標 会議の開催回数 ２回 

介護人材確保対策の総合的な推進 

アウトカムとアウトプット

の関連 

本県における介護人材確保対策を検討・推進するため、介護関係団体や関

係行政機関等を構成員とする介護人材確保対策会議において、情報を共有

し、緊密な連携を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

200 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

133 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

67 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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200  

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

133 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基本整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施等事業 

事業名 【No.２（介護分）】介護事業者等認証評価事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,715千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和 7 年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数の増、離職率の低下） 

 第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和 7 年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 群馬県が、人材育成及び処遇・職場環境の改善に積極的に取り組む介

護事業者を「ぐんま介護人材育成宣言」事業者として認定し、その取組

を広く公表する。また、宣言事業者のうち、一定の基準を満たした介護

事業者を、認証事業者として認証する。 

アウトプット指標 ・宣言認定  各年２５事業者 

・認証   各年３事業者 

アウトカムとアウトプット

の関連 

人材育成や処遇、職場環境改善の取組を積極的に行う事業者を認定し、そ

の取組を公表することにより、若者や求職者等の介護業への参入を促進す

るとともに、職員の定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,715 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,810 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,905 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

5,715 

うち過年度残額 

(千円) 

 



   

71 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

3,810 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

3,810 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 【No.４（介護分）】介護への理解促進事業 

 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

5,240千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護福祉士養成校、介護福祉士養成校協議会、介護労働安定センター、老

人保健施設協会等 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数の増）  

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 ○介護人材参入促進事業 

介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組及び介護や介護の

仕事への理解を促進する取組等を支援する。 

○介護への理解促進事業 

介護関係団体や介護事業者等が行う介護の魅力を発信する取組及び介

護や介護の仕事への理解を促進する取組等を支援する。 

アウトプット指標 ・介護の理解促進事業への幅広な支援 

事業実施件数１１件／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護関係団体が行う介護への理解促進事業を支援することで、介護職に対

する理解と参入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

5,240 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

3,493 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,747 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋  うち過年度残額 
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Ｂ） (千円) 

5,240 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

3,493 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」の拡大 

（小項目）地域における介護のしごと魅力発信事業 

事業名 No.５（介護分）】福祉マンパワーセンター事業（福

祉・介護の仕事イメージアップ事業） 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

513千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需

給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職

員需要数 40,843人 

事業の内容 〇オンラインによる社会福祉施設等の見学会を実施する。 

〇小中高生向け介護の魅力発信イベント等の開催 

アウトプット指標 〇オンラインによる社会福祉施設等見学会（２施設） 参加者２０名 

○小中高生向け介護の魅力発信イベント（３回） 参加者１００名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

〇求職者を対象とした社会福祉施設等の見学会を実施することにより、介

護職場に対する理解と参入の促進を図る。 

〇若年層に介護の仕事の魅力を発信することにより、介護人材のすそ野を

拡大する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

513 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

342 

うち過年度残額 

(千円) 

342 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

171 

うち過年度残額 

(千円) 

171 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

513 

うち過年度残額 

(千円) 

513 
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その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

0 

民  

(千円) 

342 

うち過年度残額 

(千円) 

342 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

342 

うち過年度残額 

(千円) 

342 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした介護の職

場体験等事業 

事業名 【No.６（介護分）】介護の職場体験事業 

 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,300千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者団体等 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数の増）  

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 若者・女性・高年齢者など多様な介護未経験者等に向けて介護事業者団体

等が行う職場体験を含む研修等を支援する。 

アウトプット指標 ・介護の職場体験による参入促進（事業実施件数１２件） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護未経験者等を対象として、団体等が実施する職場体験を含む研修等に

対する支援を行うことにより、介護職に対する理解と参入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,300 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

867 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

433 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

1,300 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

0 

 

基金充当額 公  うち過年度残額 
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（国費）に

おける公民

の別（注１） 

(千円) 

 

(千円) 

 

民  

(千円) 

867 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域の支え合い・助け合い活動に係る担い手支援事業 

    （助け合いによる生活支援の担い手養成事業） 

事業名 【No.７（介護分）】元気・活躍シニア地域支えあ

い活動支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,102千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県長寿社会づくり財団 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 介護予防推進のボランティア活動等に役立つ実用的な学習の機会を提供

することで、元気な高齢者の社会参加及び生活支援の担い手としての活躍

を推進するとともに、要支援者の増加を抑制し、高齢者が元気でいつまで

も社会との関わりを持つことができる、明るく活力のある長寿社会の実現

を目指す。 

アウトプット指標 ・チェアヨガ講座 受講者 40名 

・ハンドケアセラピー講座 受講者 50名 

・タッピングタッチ講座 受講者 60名 

・若返りリトミック講座 受講者 180名 

・子そだて応援ボランティア講座 受講者 60名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

子そだて応援ボランティア講座等の介護予防推進のボランティア活動等

に役立つ講座等により元気な高齢者の社会参加や生活支援の担い手とし

ての活躍の推進を図る。 

※子そだて応援ボランティア講座等を実施することで、高齢者が社会参加

や社会的役割を担うきっかけとなり、結果的に地域の人との交流を持つこ

と等で心身機能の維持や改善等に繋がることから介護予防を推進する一

助となる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

1,102  
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基金 国（Ａ）  

    (千円)  

373 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

     (千円) 

187  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

560 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）     (千円) 

542  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

0 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

373 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

  



   

80 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修等支援事業 

事業名 【No.８（介護分）】介護未経験者等に対する研修

等支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,260千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 市町村が実施する初任者研修や初任者研修の受講者に対する受講料補助

に要する経費を支援する。 

アウトプット指標 ・実施市町村 ３市町村 

アウトカムとアウトプット

の関連 

市町村が実施する初任者研修や初任者研修受講者に対する受講料補助に

要する経費を補助し、初任者研修の修了者の増加を図ることで、介護現場

における基本的な知識・技術を有する職員の確保と資質向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

7,260 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,420 

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,210 

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

3,630 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円) 

3,630 

 

基金充当額 公  うち過年度残額 
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（国費）に

おける公民

の別（注１） 

(千円) 

2,420 

(千円) 

 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）の参入促進事業 

（イ 多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能強

化事業） 

事業名 【No.９（介護分）】マッチング機能強化事業 

 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

15,828千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 ○就職相談会や就職ガイダンス等の実施 

○福祉・介護人材マッチング機能強化事業 

専門員による求職者及び求人事業者に対する相談支援及び入職後のフォ

ローアップ相談等を行う。また、体験事業を活用し、多様な人材の促進を

図る。 

アウトプット指標 ・福祉の就職ガイダンス等（４回開催） 参加者数７０人 

・就職相談会におけるキャリア支援専門による就職相談件数 ９０件 

・キャリア支援専門員による養成校・ハローワーク訪問（１５０回）及

び施設見学会等（１００回実施） 

・キャリア支援専門員による就職相談件数２，１００件 

・マッチング機能強化事業による就職人数１１０人 

・体験事業利用者数 １０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

県福祉人材センターに介護職に特化した専門相談員を配置し、情報提供、

マッチング、フォローアップ等を行うことにより、介護職への参入促進を

図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

15,828 

 

基金 国（Ａ）  うち過年度残額 
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(千円) 

10,552 

(千円) 

57 

都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

5,276 

うち過年度残額 

(千円) 

29 

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

15,828 

うち過年度残額 

(千円) 

86 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

10,552 

うち過年度残額 

(千円) 

57 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

10,552 

うち過年度残額 

(千円) 

57 

備考 令和 6 年度計画 15,742 千円、過年度 86 千円 計 15,828 千円 

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」の拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受

講等支援事業  

（介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一体

的支援事業） 

事業名 【No.10（介護分）】 

介護に関する入門的研修支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,763千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、市町村 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護サ

ービス従事者数 40,843人 

事業の内容 中高年齢等の介護未経験者が介護職や介護ボランティアに参入

しやすくなるよう、市町村が実施する受入促進セミナーや入門的

研修の実施及び施設等とのマッチングに要する経費を支援する。 

アウトプット指標 ・実施市町村 ６市町村 

・研修参加者数 ２００人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

市町村において入門的研修等を実施することにより、地域の潜在

的な労働力を掘り起こし、介護職や介護ボランティアへの参入促

進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

3,763 

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

2,508 

うち過年度残額 

(千円) 

2,508  
都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

1,255 

うち過年度残額 

(千円) 

1,255  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

3,763 

うち過年度残額 

(千円) 

3,763 
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その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

2,508 

うち過年度残額 

(千円) 

2,508 

民  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業 

事業名 【No.１１（介護分）】将来の介護サービスを支え

る若年世代の参入促進事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,750千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護福祉士養成校 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数の増、介護福祉士養成施設入学者の増） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組や介護の仕事への理

解を促進する取組等、及び留学生に対する日本語指導等の取組を支援す

る。 

アウトプット指標 ・支援する養成校の数 ４校 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組や介護の仕事への理

解を促進する取組等、及び留学生に対する日本語指導等の取組を支援する

ことで、若者世代の介護職に対する理解と参入の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,750  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 2,500  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

    

(千円) 

 1,250  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

3,750 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ）    (千円)   
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

2,500 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業 

（外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業） 

事業名 【No.12（介護分）】外国人留学生への奨学金

支給支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

24,720千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 令和 7年度の介護福祉士養成施設の外国人留学生入学者数 60人 

事業の内容 介護事業者が外国人留学生の学費や居住費を支援する奨学金の支給に要

する経費を支援する。 

アウトプット指標 補助事業実施法人数 5 件 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護事業者が、介護福祉士資格の取得を目指す留学生を支援することによ

り将来的な介護分野への参入を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

     (千円) 

24,720  

 

基金 国（Ａ）    

 (千円) 

 5,493  

うち過年度残額 

(千円) 

5,493  
都道府県 

（Ｂ） 

    

(千円) 

 2,747  

うち過年度残額 

(千円) 

2,747  
計（Ａ＋

Ｂ） 

    

(千円) 

 8,240 

うち過年度残額 

(千円) 

8,240 

その他（Ｃ）    (千円) 

16,480  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 
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の別（注１） 民  

(千円) 

5,493 

うち過年度残額 

(千円) 

5,493 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業 

（外国人留学生留学生及び１号特定技能外国人のマッチング支援事業） 

事業名 【No.13（介護分）】外国人介護人材マッチング支

援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

9,898千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 第 9 期群馬県高齢者保健福祉計画における令和 8 年度末の養成目標 

・外国人介護福祉士候補者の海外からのマッチング人数（延べ数） ７２人 

事業の内容 日本語学校に在籍し、県内で介護職として就労を希望する留学生等と、外

国人介護職員の受入を希望する介護施設等及び介護福祉士養成施設等と

のマッチングを支援する。 

アウトプット指標 ・介護福祉士養成施設との合同説明会 ３回 

・介護施設等向け個別説明・相談会 １０回 

・留学生とのマッチング人数 ４０人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設等による質の高い人材の安定的な獲得と、介護福祉士養成施設等

による定員充足率の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

9,898  

 

基金 国（Ａ）    

 (千円) 

 6,598  

うち過年度残額 

(千円) 

6,598  
都道府県 

（Ｂ） 

    

(千円) 

3,300  

うち過年度残額 

(千円) 

3,300  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

9,898 

うち過年度残額 

(千円) 

9,898 

その他（Ｃ） (千円)  
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

6,598 

うち過年度残額 

(千円) 

6,598 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

6,598 

うち過年度残額 

(千円) 

6,598 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（イ 福祉系高校修学資金貸付事業） 

事業名 【No.１４（介護分）】介護福祉士修学資金等貸付

（福祉系高校修学資金貸付事業） 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

4,910千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、介護職を目指す福祉系高校の

学生の増加と卒業後の介護現場への就労・定着を促進するための「福祉系

高校修学資金」の貸付を実施する。 

アウトプット指標 福祉系高校修学資金貸与者数 20人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

福祉系高校に通い介護福祉士の資格取得を目指す学生に実習経費等を貸

与し、若者の介護分野への参入促進及び定着を促進する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

4,910  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 3,273  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

    

(千円) 

 1,637  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

                 

(千円) 

4,910  

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

3,273 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（ロ 介護分野就職支援金貸付事業） 

事業名 【No.１５（介護分）】介護福祉士修学資金等貸付

（介護分野就職支援金貸付事業） 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

7,360千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、他業種で働いていた方等の介

護分野における介護職としての参入を促進するための「介護分野就職支援

金」の貸付を実施する。 

アウトプット指標 介護分野就職支援金貸与者数 35人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護分野での就職を目指す他業種で働いていた方等に再就職に必要な資

金を貸与し、より幅広く新たな介護人材を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

7,360  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 4,907  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

    

(千円) 

 2,453  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

7,360 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  
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基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

4,907 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

  



   

96 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.１６（介護分）】介護人材キャリアアップ研

修支援事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

8,690千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護関係団体、介護福祉士養成施設等 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 ○介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャリアアッ

プのための研修等の取組を支援する。 

アウトプット指標 ・介護職員のキャリアアップ推進事業実施件数：25 件／年 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャリアアップ

のための研修等の取組を支援することで、質の高い介護人材育成及び専門

的技術を有する介護職員養成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

8,690  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

5,794  

うち過年度残額 

(千円)  
都道府県 

（Ｂ） 

   (千円) 

2,896  

うち過年度残額 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

8,690 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

公  

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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おける公民

の別（注１） 

  

民  

(千円) 

5,794 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.１７（介護分）】介護人材キャリアアップ研

修支援事業（老人福祉施設対策事業） 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

10,743千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 一般社団法人群馬県老人福祉施設協議会（老施協）、群馬県内各医師会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 ○群馬県老人福祉施設協議会研修事業費補助 

 老施協が実施する、老人福祉施設の施設長及び職員を対象に行う研修事

業に要した経費を補助する。 

○群馬県地域医療介護連携感染症予防・対策事業費補助 

 県内医師会が実施する感染予防事業（介護施設への実地指導、研修等）

に要した経費を補助する。 

アウトプット指標 ・群馬県老人福祉施設協議会研修事業 

 研修実施回数 新任職員研修等 17 研修（前年度実績） 

・群馬県地域医療介護連携感染症予防・対策事業 

 実地指導 派遣施設数 19 施設／年（前年度実績） 

 研修会 12 地域×年 3 回 

アウトカムとアウトプット

の関連 

施設等福祉施設対策の積極的な推進を図り、入所者ニーズの高度化・多様

化に応える。 

地域における医療と介護との連携を推進するとともに、感染症の予防・対

策に関する介護職員の資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

10,743  

 

基金 国（Ａ）    (千円) 

7,162  

うち過年度残額 

(千円)  
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都道府県 

（Ｂ） 

      

(千円) 

 3,581  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

10,743 

うち過年度残額 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

7,162 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ件数

支援事業 

事業名 【No.19】 

ぐんま認定介護福祉士養成事業 

【総事業費 

10,742千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 6 年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保

していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実

施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需

給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加）  

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職

員需要数 40,843人 

事業の内容 介護福祉士の意欲向上と職場定着を図るための研修。180時間（17

日間）の研修及び認定試験を実施する。 

アウトプット指標 研修修了者数 ２６名 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護施設・事業所等における介護チームリーダーの養成し、意欲向上

と職場定着を図り、職場環境の改善と県全体の介護の質の向上を図

る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

10,742  

 

基金 国（Ａ）  

(千円) 

7,161 

うち過年度残額 

(千円) 

7,161  
都道府県 

（Ｂ） 

 

(千円) 

3,581  

うち過年度残額 

(千円) 

3,581  
計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

10,742 

うち過年度残額 

(千円) 

10,742 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額 公  うち過年度残額 



   

101 

 

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

(千円) 

 

(千円) 

 

民  

(千円) 

7,161 

うち過年度残額 

(千円) 

7,161 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

7,161 

うち過年度残額 

(千円) 

7,161 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.２０（介護分）】介護知識・技術普及啓発事

業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,294千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和 7 年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数の増、離職率の低下、資質の向上） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 施設職員や県民を対象に、介護技術スキルアップ、介護支援技術、認知症

介護スキルアップ、人材育成の分野に関する講座を開催し、高齢者ケアに

関する専門的な能力・技術の向上を支援する。 

アウトプット指標 ・施設職員の介護知識、技術のレベルアップ支援、県民の介護知識や技術 

を身につけるための支援として１２講座を開催（受講者数７４７名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

高齢者ケアに関する専門的な能力・技術の向上のため、施設職員や県民を

対象とした人材育成の分野に関する講座を開催することにより、資質の向

上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

3,294  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 2,196  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

    

(千円) 

 1,098  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

    

(千円) 

 3,294 

うち過年度残額 

(千円) 
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その他（Ｃ）       (千円)  

0  

   

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民    (千円) 

2,196 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

   (千円) 

2,196 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（イ 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.２１（介護分）】喀痰吸引等研修事業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,606千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 ○指導者講習 

介護職員が喀痰吸引等を実施するために受講することが必要な研修（基本

研修・実地研修）の講師を養成する。 

アウトプット指標 ○指導者講習 

研修２回実施 受講者数６４人 

アウトカムとアウトプット

の関連 

喀痰吸引等の研修を実施する際の講師の養成を実施することにより、介護

従事者の増加と資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

1,606  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 1,071  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

     

(千円) 

 535  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

 

(千円) 

1,606 

うち過年度残額 

(千円) 
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その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

(千円) 

1,071 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

1,071 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（ハ 介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.２２（介護分）】介護支援専門員資質向上事

業 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

79,962千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 「群馬県介護支援専門員実務研修等事業実施要綱」に基づき開催する、実

務研修、専門研修、再研修、更新研修、主任研修、主任更新研修の実施に

係る経費の一部を指定研修実施機関に対して補助する。 

アウトプット指標 介護支援専門員実務研修等の企画運営体制を整備し、受講者の経験に応じ 

て必要な技術・技能の研鑽を図ることで、介護支援専門員の資質向上を図 

るため、６研修（受講者数１，６００人）を実施。受講者全員が到達目標 

を達成できる。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員に対する研修を実施する研修機関に対し、研修実施に係る

経費の一部を支援することにより、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

79,962  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 2,221  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

    

(千円) 

 1,111  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

    

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 3,332  

その他（Ｃ）    (千円) 

76,630  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民  

   (千円) 

2,221 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（ハ 介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.２３（介護分）】介護支援専門員資質向上事

業（地域あんしん生活支援事業） 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,851千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 「群馬県介護支援専門員実務研修等事業実施要綱」に基づき開催する、実

務研修、専門研修、再研修、更新研修、主任研修、主任更新研修の実施に

係る経費の一部を指定研修実施機関に対して補助する。 

アウトプット指標 介護支援専門員実務研修等の企画運営体制を整備し、受講者の経験に応じ 

て必要な技術・技能の研鑽を図ることで、介護支援専門員の資質向上を図 

るため、６研修（受講者数１，６００人）を実施。受講者全員が到達目標 

を達成できる。 

アウトカムとアウトプット

の関連 

介護支援専門員に対する研修を実施する研修機関に対し、研修実施に係る

経費の一部を支援することにより、資質の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

   (千円) 

6,851  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 1,141  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

     

(千円) 

 571  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

    

(千円) 

うち過年度残額 

(千円) 
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 1,712  

その他（Ｃ）    (千円) 

5,139  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公        

(千円)  

0 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民    (千円) 

1,141 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（ハ 介護支援専門員資質向上事業） 

事業名 【No.２４（介護分）】介護支援専門員資質向上事

業（がん患者在宅療養支援事業） 

 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

500千円 

事業の対象となる医療介護

総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和６年４月１日～令和７年３月３１日 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していく

ため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護

人材確保対策を進める。 

 アウトカム指標 団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャッ

プの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843人 

事業の内容 ○若年がん患者在宅療養支援事業に関わるケアマネジャー養成研修 

若年の末期がん患者に特化したケアマネジメントが必要となるため、

研修会を開催し介護支援専門員の技術向上を図る。 

○若年がん患者在宅療養支援事業に関わるケアマネジャーブラシュアッ 

プ研修 

養成研修に参加した者が、更なる技術向上を図る。 

アウトプット指標 ・介護支援専門員の技術向上 

 養成研修（年２回、受講者各 30 名）ブラシュアップ研修（年１回受講 

者 30 名） 

アウトカムとアウトプット

の関連 

若年末期がん患者へのサービス提供に関わる人材の養成、資質の向上を図

る 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

    (千円) 

500  

 

基金 国（Ａ）     

(千円) 

 333  

うち過年度残額 

(千円)  

都道府県 

（Ｂ） 

     

(千円) 

 167  

うち過年度残額 

(千円)  

計（Ａ＋      うち過年度残額 
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Ｂ） (千円) 

 500 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

 

基金充当額

（国費）に

おける公民

の別（注１） 

公  

(千円) 

 

うち過年度残額 

(千円) 

 

民      

(千円) 

 333 

うち過年度残額 

(千円) 

 

うち受託事業等（注２） 

    (千円) 

333 

うち過年度残額 

(千円) 

 

備考  

（注１）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。 

（注２）事業主体は公であるが、公からの委託などにより実質的に民間が事業を行っている場合は、当該受託額等を「民」

に計上するとともに、「うち受託事業等」に再掲すること。 

 

 (2) 事業の実施状況 

「事後評価」のとおり。 
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令和５年度群馬県地域医療介護 

総合確保計画に関する事後評価 

 

 

 
令和５年度執行分 

群馬県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

 

☑ 行った 
（実施状況） 
・令和７年３月 
群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 

・令和６年 10 月 
群馬県介護人材確保対策会議において説明 

・令和６年 12 月 
群馬県高齢介護施策推進協議会において説明 

 
 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特になし 
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２．目標の達成状況 

 
 

■群馬県全体（令和５年度計画に記載のアウトプット指標等及び計画期間を再掲） 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復

期病床への転換等を促進する。 
・ 【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必要病床数） 
・ 【県内病床数】 

18,764 床（R1 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床数） 
 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第８次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 

485 か所（H27）→519 か所（R5） 
・ 在宅療養支援歯科診療所数 87 か所(H29) → 95 か所(R5) 
・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 

42.5 人（H30） → 52 人（R5） 
・ 訪問看護事業所数   179 か所（H30） → 235 か所（R5） 
・ 健康サポート薬局数   34 か所(R3.1) → 141 か所(R7) 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修に対して支援

を行う。 
 ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
  ・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 
    1,710 床（R2） →2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 
  ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 
    3,226 床（R2） →3,479 床（R5） ※R5 までに＋253 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
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2,991 人（R2） →3,074 人（R5） ※R5 までに＋83 人 
・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

315 人（R2） →  344 人（R5） ※R5 までに＋29 人 
   
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、

看護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を

推進し、職員数の増加を図る。 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

 228.3 人（H30）→257 人以上（R5） 

・初期臨床研修医の採用数 

 114 人（R4）→119 人以上（R5） 

・看護職員離職率の低下(病院看護実態調査) 

 9.1％（R2）→8.8％（R5） 

・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

 50 人（H28）→55 人以上（R5） 

・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

 24 チーム（H30）→39 チーム（R5） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

中高年齢者、就業していない女性、外国人など新たな人材の介護職への参入促進、

介護ロボットの推進等による介護職に就いた方の職場定着及び資質向上を図り、

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャップを解消

する。 
 ・R2 介護職員数 38,112 人 →R7 介護職員必要数 40,843 人 

                   ※R７までに＋2,731 人 

 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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□県全体（達成状況） 

１） 主な目標の達成状況 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
・ 【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→4,792 床（R5 病床機能報告） 
・ 【県内病床数】 

18,764 床（R1 病床機能報告）→17,992 床（R5 病床機能報告） 
 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する事業 

・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 
485 か所（H27） → 481～505 か所（R2） 

・ 在宅療養支援歯科診療所数  87 か所(H29) → 80 か所(R6.4) 
・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり） 

42.5 人（H30） → 51.0 人（R4） 
・ 訪問看護事業所数  179 か所（H30）→ 321 所（R6.4） 
・ 健康サポート薬局数  36 薬局（R2）→ 48 薬局（R5） 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する事業 

＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
  ・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 
    1,710 床（R2） → 1,855 床（R5）  
  ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 
    3,226 床（R2） → 3,271 床（R5） 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
2,991 人（R2） → 3,030 床（R5） 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
315 人（R2） → 434 床（R5） 

 
（エ） 医療従事者の確保に関する事業 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 
 228.3 人（H30）→ 240.7 人（R4 県独自調査結果） 
・初期臨床研修医の採用数 
 97 人（R2）→ 113 人（R6 年度採用数） 
・看護職員離職率の低下（病院看護実態調査） 
 8.1％（H29）→ 8.1％（R5） 
・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 
 50 人（H28）→ 65 人（R3） 
・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 
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 24 チーム（H30）→ 51 チーム（R5） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する事業 

 H28 H29 H30 R1 R2 

目標値 32,382 34,192 35,552 37,201 37,808 

実績値 33,878 34,719 36,608 37,201 38,112 

 対前年 ＋2,526 ＋841 ＋1,889 ＋593 +911 

 

 R3 R4 R5 R7 

目標値 38,415 39,022 39,629 40,843 

実績値 37,452 38,481 37,664 － 

 対前年 -660 +1,029 -817 － 

※平成30年度までは通所リハビリテーションの介護職員数を含んだ数値 

 令和元年度からは通所リハビリテーションの介護職員数を含まない数値 

 

 ２）見解 

病床の機能分化・連携に関する事業、居宅等における医療の提供に関する事業、

介護施設等の確保に関する事業、医療従事者の確保に関する事業及び介護従事者の

確保に関する事業それぞれについて、進捗があった。令和６年度において引き続き

同一事業に取り組み、計画の進捗を図る。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 令和６年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和６年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 

 

  



   

8 
 

■ 前橋保健医療圏（目標と計画期間） 
ア 目標 

  前橋医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 

■ 渋川保健医療圏 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 
■ 伊勢崎保健医療圏 
ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活
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できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 
■ 高崎・安中保健医療圏 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 
■ 藤岡保健医療圏 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
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（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 

■ 富岡保健医療圏 
（１）目標 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 
■ 吾妻保健医療圏 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
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（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 

■ 沼田保健医療圏 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
 
■ 桐生保健医療圏 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
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イ 計画期間 

  令和５年度 
 
■ 太田・館林保健医療圏 
（１）目標 
 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和５年度 
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事業の区分 Ⅰ-1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 
事業名 【No1（医療分）】 

病床機能分化・連携推進事業 

【総事業費】 

4,373千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将

来の医療需要を見据え、各地域に相応しいバランスのとれ

た病床を確保し、質の高い効率的な医療提供体制を構築す

るために、構想上必要とされる急性期病床等の減床及び回

復期病床の整備等を行うとともに、将来の必要病床数を具

体化するため、より一層病床の機能分化・連携を推進する

必要がある。 

アウトカム指標：地域医療構想に定める病床の機能分化・

連携の体制を構築する。 

【回復期機能病床数】 

3,516 床（R3 病床機能報告）→4,792 床（R5 回復期機能

の必要病床数） 

【県内病床数】 

18,407 床（R3 病床機能報告）→17,992 床（R5 の必要病

床数） 

事業の内容（当初計画） 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連の

サービスの総合的な確保が課題となっていることから、病

床の機能分化・連携体制をより一層推進するため、以下の

取組を行う。 
 回復期及び慢性期病床等から在宅への移行を円滑に進

めるための在宅医療を推進（施設整備・設備整備） 
 医療機能の見直し（病床機能の転換、連携等）を進めよ

うとする医療機関等に対し、専門家による分析等を支援 
 県内の全医療機関が理解を深められるよう、地域医療構

想に関する研修会等を開催する他、医療・介護の連携体

制をより強固にするため、地域の医師会を中心とした医

療介護連携拠点の整備や多職種連携を推進するための

人材育成に取り組む。 
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 地域医療構想アドバイザーを活用し、データ分析や地域

医療構想調整会議での助言等による議論の活性化を図

る。 
 特定の疾患（糖尿病や循環器病）の対策として、疾患手

帳の作製・配布や連携会議の開催等を行うことで、急性

期から回復期、在宅まで連携した医療を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

 分析等支援：２医療機関 
 地域医療構想アドバイザーの地域医療構想調整会議へ

の出席等：延べ３０回 
アウトプット指標（達成

値） 

令和５年年度… 
・分析等支援：0 医療機関 
・地域医療構想研修会等の開催：0 回 
・病床用途変更 3 医療機関（18 床） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

令和５年度病床機能報告による回復期機能の病床数

3,589 床（R4 年比＋6 床）、急性期機能（高度急性期を含む）

の病床数 10,515 床（R4 年比▲278 床）、全体病床数 18,064

床（R4 年比▲238 床） 

上記のとおり個別医療機関における病床機能の転換や病

床減など将来の医療需要や地域の実情等を踏まえた自主的

な取組は確認できており、引き続き地域における病床の機

能分化・連携の議論を推進したい。 
（１）事業の有効性 

急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスを
確保するために、今後の必要性が見込まれる回復期病床
への転換や必要病床数の具体化に向けた病床の用途変
更等を推進することは有効な手段であるため、今後はよ
り一層周知を図り、地域医療構想達成に向けた取組を強
化する。 

（２）事業の効率性 
回復期病床の増床や病床の用途変更に係る整備費等

に対する補助であり、効率的に病床機能の転換を図るこ

とができる。 
その他  



   

15 
 

事業の区分 Ⅰ-1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 
事業名 【No2（医療分）】 

地域周産期医療確保整備事業 
【総事業費】 

0 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（一部を公立病院及び公的病院へ委託） 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の達成に向けた周産期医療体制整備にあって

は、施設間での病床の機能分化・連携等を進める必要があ

る。 
アウトカム指標： 地域医療構想に定める病床の機能分化・

連携の体制を構築する。 

【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→4,792 床（R5 回復期機能

の必要病床数） ※R5 回復期病床目安 +105 床 
事業の内容（当初計画） 周産期母子医療センターの再整備に係る具体的な検討を進

めるととともに、周産期医療機関への救急搬送時間の伸長

への対策として、関係機関の対応力向上や連携強化に取り

組む。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

周産期医療に関する研修会の開催（４回） 

アウトプット指標（達成

値） 

周産期医療に関する研修会の開催（４回） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

令和５年度病床機能報告による回復期機能の病床数

3,589 床（R4 年比＋6 床）、急性期機能（高度急性期を含む）

の病床数 10,515 床（R4 年比▲278 床） 

（１）事業の有効性 
周産期医療独自の医療連携体制が機能しており、地域医

療構想を踏まえた環境整備を行うことは、病床の機能分

化・連携を進める上で有効である。 
特に研修会の内容は、新生児蘇生と病院前分娩介助であ

るが、いずれも救急隊員や医療従事者のスキル向上により、

新生児の予後が改善することが期待される。それにより急
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性期病床の抑制と回復期病床への転換が進むことが期待で

きる。また、周産期医療体制の集約化により、居住地と分

娩取扱医療機関との距離及び当該医療機関まで到着の時間

が延伸する傾向が生じるが、研修会の実施によりそうした

リスクに即応する人材を育成し、周産期医療体制の集約化、

ひいては医療機能分化の促進が期待できる。 
（２）事業の効率性 
特に専門性の高い事業については、周産期母子医療セン

ターを担う医療機関へ委託するなどして、効率的に事業を

実施できる。 
その他  
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事業の区分 Ⅰ-2．地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数

の変更に関する事業 
事業名 【No.3（医療分）】 

単独支援給付金支給事業 
【総事業費】 

4,332 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県内の医療機関 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般

の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地

域医療の課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高

い効率的な医療提供体制の構築が必要 
アウトカム指標：  

令和４年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床

機能毎の病床数 
・医療機関数医療機関数 １医療機関 
・慢性期病床 １９床→０床 

事業の内容（当初計画） 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想

に即した病床機能再編の実施に伴い、減少する病床数に応

じた給付金を支給する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

対象となる医療機関数 １医療機関 

アウトプット指標（達成

値） 

対象となる医療機関数 １医療機関 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 
□観察できなかった 
■観察できた  
令和５年度基金を活用して医療機関が実施する、病床減

を伴う病床機能再編に係る病床機能毎（高度急性期・急性

期・慢性期）の病床数 
・急性期病床 １９床  
（１）事業の有効性 
本事業により急性期病床１９床の病床減を伴う病床機能

再編が実施され、地域医療構想を踏まえた医療機関の自主

的な取組が行われたことから、直接的な効果があった。 
（２）事業の効率性 
事業実施に際し、医療機関ごとに地域医療構想調整会議
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等の協議等を踏まえており、真に必要な病床機能再編に限

定して実施している。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.4（医療分）】 

地域包括ケアシステム住民向け普及啓発 
【総事業費】 

602 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービ

スを適切に提供していく体制の充実が必要。 
アウトカム指標： 
・訪問診療を実施している病院・診療所数 
 485 か所（H27）→519 か所（R5） 
・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）して

いる病院・診療所数 194 か所（H27）→240 か所（R5） 
事業の内容（当初計画） 本事業は、地域包括ケアシステムの構築のため、医療・介

護サービス提供体制を一体的に整備していく事業として、

県が住民向け普及啓発事業に取り組み、在宅医療の提供体

制の充実と医療介護連携の推進を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムに係るパンフレットを作成、配布す

る。 
（配布部数：R4 実績 15,000 部→R5 目標 15,000 部） 

アウトプット指標（達成

値） 

地域包括ケアシステムに係るパンフレットを作成、配布す

る。（配布部数：R5 実績 15,000 部） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

※アウトカム指標のＲ５数値が不明のため、下記の指標で

観察した。 
・在宅療養支援病院数 

19 か所（H29）→32 か所（R5） 
・在宅療養支援診療所数 

237 か所（H28）→264 か所（R5） 
（１）事業の有効性 
本事業により在宅医療介護連携の動きが活発化し、高齢

者等が住み慣れた地域で最期まで生活できるよう在宅医療

と介護を一体的に提供する仕組みづくりが進んだ。 
今後も、本事業に継続的に取り組み、在宅医療の提供体
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制の充実と医療介護連携の推進を図る。 
（２）事業の効率性 
県内の医療機関や介護保険事業所に直接パンフレットを

配布することで、在宅での療養に関心がある県民に対して

効率的に周知を図ることができた。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.5（医療分）】在宅医療提供体制推進

事業 
【総事業費】 

290 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での療養を望む人に対して、必要な医療・介護サービ

スを適切に提供していく体制の充実が必要。 
アウトカム指標： 
・訪問診療を実施している病院・診療所数 
 485 か所（H27）→519 か所（R5） 
・在宅看取りを実施（ターミナルケア加算等を算定）して

いる病院・診療所数 194 か所（H27）→240 か所（R5） 
事業の内容（当初計画） 在宅医療関係者を構成員とする保健医療計画会議在宅医療

推進部会を開催し、有識者の意見を県施策へ反映する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅医療推進部会の開催：２回 

アウトプット指標（達成

値） 

在宅医療推進部会の開催：２回 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

※アウトカム指標のＲ５数値が不明のため、下記の指標で

観察した。 
・在宅療養支援病院数 

19 か所（H29）→32か所（R5） 
・在宅療養支援診療所数 

237 か所（H28）→264か所（R5） 

（１）事業の有効性 
医療・介護の総合的・専門的な観点から、効果的な対策

の検討や評価・検証を行うことができた。 
（２）事業の効率性 
在宅医療に係る諸課題について、並行して検討を行うこ

とで、医療・介護の総合的な確保に係る推進体制の整備を

効率的に進められた。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.6（医療分）】 

障害者歯科医療充実事業 
【総事業費】 

18,588 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、群馬県歯科医師会 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の障害者歯科医療体制は、後方病床を有し、常に行

動管理の伴う診療が可能な病院歯科の３次、障害者への診

療が可能な県歯科総合衛生センター等の２次、かかりつけ

医として障害者への在宅医療や口腔管理等を行う１次の連

携で成り立っている。 

県内の２次機関は３か所と限られており、在宅歯科患者

が重症化した場合の後方機関としてのニーズに十分応えら

れていないことから、２次機関の運営及び施設・設備等の

整備を行い、在宅患者への診療体制を充実させる必要があ

る。現在、群馬県歯科総合衛生センターでは、１日 20 人程

度が受診している状況である。 
アウトカム指標： 
3,827 人（令和 3 年度）→ 3,900 人以上（令和 5 年度） 

事業の内容（当初計画）  ２次機関である群馬県歯科総合衛生センターの運営及び

診療に必要な施設・設備を整備する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

２次機関の運営及び整備施設数 １施設 

アウトプット指標（達成

値） 

２次機関の運営及び整備施設数 １施設 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

 ○受診者数 3,854 人（Ｒ５） 

 ・新型コロナウイルスの影響により、Ｒ１～Ｒ２にかけ

て受診者が減少したが、Ｒ３（３，８２７人）には増加に

転じ、Ｒ４（３，７５４人）及びＲ５（３，８５４人）も

ほぼ横ばいであった。 

 全身麻酔下での治療件数 年間５件 
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（１） 事業の有効性 
２次機関で診療するのが適切な障害者への全身麻酔下で

の歯科医療等のニーズ及び在宅歯科患者が重症化した場合
の後方機関としてのニーズに応えられることから、歯科病
床の機能分化・連携等に有効である。 

 
（２） 事業の効率性 
心身障害者のみを診療対象とする歯科総合衛生センター

へ委託することで、効率的に事業を実施できる。 
 

その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.7（医療分）】 

在宅歯科保健事業 
【総事業費】 

17,117 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 郡市歯科医師会等 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅での歯科医療等を望む人に対して、必要な医療サービ

スを適切に提供していく体制の充実が必要。 
アウトカム指標： 
・在宅療養支援歯科診療所届出数の増加 

87 か所(H29) → 95 か所(R5) 
事業の内容（当初計画） 在宅歯科医療を推進するため、郡市歯科医師会等に在宅歯

科医療連携室を設置し、在宅歯科医療希望者の歯科診療所

の照会、在宅歯科医療等に関する相談、在宅歯科医療を実

施しようとする医療機関に対する歯科医療機器等の貸出、

連携室の人件費等運営費に対する支援を行う。また、在宅

歯科医療における貸出設備の整備も行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅歯科医療連携室の設置数 7 か所  

アウトプット指標（達成

値） 

在宅歯科医療連携室の設置（R5 年度）7 か所 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

・在宅療養支援歯科診療所届出数 

87 か所(H29)→80 か所(R6.4) 
（１）事業の有効性 
在宅歯科医療における相談や紹介の窓口を設置するとと

もに、在宅歯科医療用機器の貸出を行うことで、安全で良

質な訪問歯科診療に繋がった。 
コロナ禍の影響による訪問歯科診療の受診控えや、歯援

診の条件の厳格化などによりアウトカムが減少傾向にある

中で、本事業が補助対象者（郡市歯科医師会）の訪問歯科

診療体制を下支えした結果、最小限の減少に留めることが

できた。 
今後も、本事業に継続的に取り組み、在宅医療の提供体
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制の充実を図る。 
（２）事業の効率性 
 在宅歯科医療について、一定の共通認識をもち、多職種

との連携を図ることで、地域における歯科医療を効率的に

実施できた。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.8-1（医療分）】 

小児等在宅医療連携拠点事業 
【総事業費】 

45 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよ

う、医療・福祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、

関係者の人材育成や患者・家族の負担軽減を図ることが必

要である。 
アウトカム指標： 
実際に小児等在宅医療の対応を行った 

医療機関数 28 か所(H30) →30 か所以上(R5)  

訪問看護事業所数 24 か所(H28) →30 か所以上(R5)  

事業の内容（当初計画） 医療・福祉・教育・行政等の関係者及び患者家族等による

連絡協議会を定期的に開催し、小児等在宅医療の推進に係

る課題や対応等について検討する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・小児等在宅医療連絡協議会（２回程度） 

アウトプット指標（達成

値） 

・上記協議会実施なし 
・群馬県自立支援協議会サブ協議会（医療的ケア児等支援） 
 １回実施 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
・実際に小児等在宅医療の対応を行った 
 医療機関数 28 か所(H30)→ 33 か所（R5） 
 訪問看護事業所数 24 か所(H28)→ 55 か所（R5） 
（１）事業の有効性 
医療従事者等への研修及び、医療的ケアを要する小児等

が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる社会の構

築を目指し、小児等在宅医療のより深い理解を図ることが

できる。 
（２）事業の効率性 
小児等在宅医療連絡協議会は実施しなかったが、令和 5

年度に群馬県医療的ケア児等支援センターが設置され、医
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療的ケア児等支援に関する社会資源調査を実施したとこ

ろ、アウトカム指標が得られた。 
群馬県自立支援協議会サブ協議会（医療的ケア児等支援）

では、医療的ケア児等支援に関わる関係者が一堂に会し、

医療的ケア児等支援に関する課題の検討を効率的に進めら

れた。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.8-2（医療分）】 

小児等在宅医療連携拠点事業 
【総事業費】 

584 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医療的ケアを要する小児等が安心して在宅療養できるよ

う、医療・福祉・教育・行政等の関係者の連携体制の構築、

関係者の人材育成や患者・家族の負担軽減を図ることが必

要である。 
アウトカム指標： 
実際に小児等在宅医療の対応を行った 

医療機関数 28 か所(H30) →30 か所以上(R5)  

訪問看護事業所数 24 か所(H28) →30 か所以上(R5)  
事業の内容（当初計画） 小児患者の在宅医療に対応可能な医師や訪問看護師を確保

するため、県立小児医療センター及び群馬県看護協会等が

実施する人材育成事業に対して補助する。また、医療、福

祉、教育、行政等の関係者による連携体制を構築するため、

関係団体の後援を得た上でシンポジウム等を開催する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・医師向け研修開催：１回（20 名） 
・訪問看護師向け研修開催：１回（70 名） 
・シンポジウム等の開催：１回（150 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

・訪問看護師向け研修開催：２回（延べ 129 名） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

・実際に小児等在宅医療の対応を行った 
 医療機関数 28 か所(H30)→ 33 か所（R5） 
 訪問看護事業所数 24 か所(H28)→ 55 か所（R5） 

（１）事業の有効性 
医療従事者等への研修及び、医療的ケアを要する小児等

が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる社会の構

築を目指し、小児等在宅医療のより深い理解を図ることが

できる。 
（２）事業の効率性 
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小児在宅医療について実績があり、医療従事者への研修

ノウハウのある群馬県看護協会が人材育成研修を実施する

ことで効率化が図られた。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.9（医療分）】 

訪問看護推進事業 
【総事業費】 

4,301 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、増加が見込まれる在宅医療が必要な患者に対し、必

要な医療・介護サービスが提供できるよう、訪問看護の提

供体制の強化が求められている。 
アウトカム指標： 
訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の

増加 
42.5 人（H30） → 52 人（R5） 
訪問看護事業所届出数の増加 
179 か所（H30） → 235 か所（R5） 

事業の内容（当初計画） 訪問看護に従事する看護職員の確保及び育成、質の向上を

目的とした研修会等を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

訪問看護研修受講者数：85 人 

アウトプット指標（達成

値） 

訪問看護研修受講者数：114 人（R5） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

 訪問看護師数(人口 10 万対)  51.0 人(R4) 
 （R4 年末看護職員業務従事者届集計結果より） 

  訪問看護事業所届出数  321 か所(R6.4) 
（１）事業の有効性 
小規模事業所が多いため、他の事業所での実習など実践

的な新任者の人材育成支援を行うことで、訪問看護従事者

の定着及び質の向上に対して、有効な研修を開催できた。 
（２）事業の効率性 
委託先である看護協会は、看護職員を対象とした研修を

数多く開催し、県内の５か所の訪問看護ステーションを有

していることから、訪問看護の推進に必要なニーズを把握

しながら、研修を実施することが可能であると考える。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.10（医療分）】 

看護師特定行為研修支援 
【総事業費】 

20,403 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、訪問看護事業所、病院等 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、ますます高齢化が進む中で、在宅医療の推進には特

定行為を行う看護師の活躍が期待されている。 
アウトカム指標： 
特定行為研修修了者（累計） 
H30 9 人 → R5 90 人 

事業の内容（当初計画） 在宅医療等の推進を図るため、特定行為研修を修了した看

護師を確保する必要があることから、研修の受講促進を図

るために受講費用を一部補助するとともに、制度周知に係

る研修会や関係者による検討会を開催する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

特定行為研修新規受講者数：H30 9 人 → R5 20 人 
特定行為研修派遣機関数：R2 5 機関 → R5 10 機関 

アウトプット指標（達成

値） 

R5 年度特定行為研修新規受講者数：34 人（補助有） 
R5 年度特定行為研修派遣医療機関数：21 機関（補助有） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

県内特定行為研修修了者数（累計） R5.10 時点 140 人 
(看護師の特定行為に係る指定研修機関連絡会事務局公表

資料「特定行為研修修了者名簿」より)  

（１）事業の有効性 
本事業の実施により、特定行為研修修了者が増加し、高

度な知識・技術を有する看護師の配置が促進された。 
（２）事業の効率性 
特定行為研修受講にかかる経費負担を軽減することで、

派遣者(受講者)数の増員を図ることができ、医療の充実及び

看護の質向上に対して効率的に成果を上げることができ

る。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.11（医療分）】 

医療型短期入所事業所設備整備費等補助 
【総事業費】 

0 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院等 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅の医療的ケア児（者）等の家族に対するレスパイトケ

アの提供体制の充実が必要。 
アウトカム指標： 
高齢者等が住み慣れた地域で最期まで生活できるよう在宅

医療と介護を一体的に提供する仕組みを構築する。 
【医療型短期入所事業所数】 
８箇所（R4）→１箇所以上増又は定員１名以上増（R5） 

事業の内容（当初計画） 地域生活を支える在宅医療を充実させるとともに、地域包

括ケアシステムの構築のため、医療・介護サービス提供体

制を一体的に整備していく事業として、在宅の医療的ケア

児者等に係るレスパイトケア等の充実を図る趣旨から、障

害者総合支援法に基づく医療型短期入所事業所における設

備整備に対する支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療型短期入所事業所数 
８箇所（R4）→１箇所以上増又は定員１名以上増（R5） 

アウトプット指標（達成

値） 

・現状８箇所（併設型２、空床型６）  
→ ８箇所（併設型２、空床型６） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

・医療型短期入所事業所 ８箇所（令和５年度末） 

□観察できなかった 

■観察できた 

・アウトプット指標の医療型短期入所事業所数については、

開設主体が医療機関や介護老人保健施設であり障害福祉分

野である医療型短期入所事業の認識・理解が不十分である

こと、指定申請が煩雑であり労力を要すること等から、新

規開設又は定員数の増加に至らず未達成となっている。   

（１）事業の有効性 
医療型短期入所事業所数は増加しなかったが、本事業に

より、在宅の医療ケア児（者）等の家族に対するレスパイ

トケアの提供体制の充実が図られる。 
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（２）事業の効率性 
年度当初に障害福祉サービス実施事業者や病院あてに本

事業の周知や募集を行い、地域のニーズを的確に把握する

ことに加え、R７年度より医療型短期入所開設支援事業を開

始する予定であり、開設支援事業と併せて推進をすること

で、効率化を行いつつ支援体制についても充実を図る。 
その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No12-1（医療分）】 

薬局機能強化のための人材確保事業 
【総事業費】 

793 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（一般社団法人群馬県薬剤師会へ委託） 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療における訪問薬剤管理を充実するためには、薬

局に従事薬剤師のスキルアップと在宅に要する人員の確保

が不可欠である。 
アウトカム指標： 
在宅医療の充実を図るため、令和 5 年 2 月末で 46 薬局で

ある健康サポート薬局の数を令和 7 年度末までに 141 薬局

（日常生活圏域に 1 薬局を整備）とする。また、健康サポ

ート薬局と同様在宅医療の機能を持つ地域連携薬局につい

ても将来的に 141 薬局とする。 
事業の内容（当初計画） 結婚、子育て、介護等で離職している薬剤師の復職を促

すため、復職を希望する薬剤師に対して、最新の知見等、

復職するにあたって必要となる知識等を習得するための研

修を開催する。 
また、在宅医療への関わりを躊躇している薬剤師に対し

て在宅医療に関するスキルアップのための研修を開催し、

薬局機能の強化を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修会の開催回数（１回／年） 
研修課への参加者数（60 人／年） 

アウトプット指標（達成

値） 

研修会の開催回数（１回／年） 
研修会への参加者数（93 人／年） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

健康サポート薬局数 46 薬局(R4)→48 薬局(R5) 

地域連携薬局数   47 薬局(R4)→58 薬局(R5) 

（１）事業の有効性 
研修会の開催により、薬剤師の人材を確保することが可

能となり、在宅医療に参画する薬局の増加が期待できる。
また、健康サポート薬局の必須条件である「在宅への参加」
の要件をクリアできることから、地域包括ケアの中で薬局
の役割を十分に発揮することが可能となる。 



   

35 
 

（２）事業の効率性 
 薬剤師の実務に関する研修の経験を有する県薬剤師会に
委託することで、効率化を図っている。 

その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No12-2（医療分）】残薬解消に向けた在宅

医療・介護関係者の情報共有ルール策定事

業 

【総事業費】 

0 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅で生活する患者を支援する訪問ヘルパーやケアマネー

ジャー等が居宅における残薬を発見した際に、地域の薬剤

師と連携を図ることで、患者が正しく服薬できるよう支援

することができる。在宅の服薬状況を多職種で連携して把

握するためのルールを策定することで、在宅における適切

な服薬を支援し、在宅における療養生活の質の向上を図る

とともに、健康サポート薬局がサポートを実施する上での

地域における連携体制の構築を進める。 
アウトカム指標：在宅医療の充実を図るため、令和 3 年 1
月末で34薬局である健康サポート薬局の数を令和7年まで

に 141 薬局（日常生活圏域に 1 薬局を整備）とする。 
事業の内容（当初計画） モデル地域を１か所選定し、多職種（薬剤師、介護支援専

門員等）が連携して在宅の服薬状況を把握し、適切な服薬

を支援するためのルールづくりを進める。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

在宅の服薬状況に関する連携体制ルールの策定（県内１地

域） 
アウトプット指標（達成

値） 

残薬回収・居宅指導のルール未策定 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

健康サポート薬局数 28 薬局(R1)→47 薬局(R5) 

（１）事業の有効性 
新型コロナウイルス感染症の影響により状況が変化した

こと等から、事業を実施することができず、目標に到達し
なかった。 
（２）事業の効率性 
令和５年度は事業を実施することができなかったため、

令和６年度以降も事業実施方法について検討し、目標達成
を図っていきたい。 
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その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No13（医療分）】小児等在宅医療相談支援

事業 
【総事業費】 

124 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 訪問看護事業所、相談支援事業所、群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

在宅医療が必要な児（者）の地域における生活を支えるた

め、身近な地域で相談支援が受けられる体制の構築が必要 
アウトカム指標：退院、就園・就学、学齢期以降のライフ

ステージ変更時の支援人数 ５０人 
事業の内容（当初計画） 訪問看護事業所・相談支援事業所が、在宅医療が必要な小

児等のライフステージ変更時等に相談支援をした場合、報

酬を支給する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

相談件数 のべ１５０回 

アウトプット指標（達成

値） 

相談件数 のべ１１回（当該事業） 
 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

退院、就園・就学、学齢期以降のライフステージ変更時

の支援人数 ６人（内訳：退院１人、うち就園１人、就学

３人、その他１人。その結果、１人が家庭復帰、１人が就

園、３人が就学の準備が整った。） 

 

当該事業は、医療的ケア児等コーディネーターの資格を

有する訪問看護事業所の看護師、相談支援事業所の相談支

援専門員が、診療報酬や障害福祉サービスの報酬等、既存

の制度で報酬を得られない支援をした際に、報酬を支払う

ことを目的としている。そのため、支援者及び支援内容が

限定的であることから、目標値は達成できなかったが、支

援者の拡充や支援内容の多様化なども検討したい。 

併せて、在宅医療が必要な小児等の就園・就学に係る相

談はニーズが高いものの、受入体制が整っていないために

潜在化しているものがあると思われる。事業を継続してい

くことで、市町村での支援体制を整えるための一助とする。 
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（１）事業の有効性 
これまで報酬を得られなかった医療的ケア児等コーディ

ネーターの支援について、報酬を支払う仕組みが整ったこ
とで、既存の枠組み以外で積極的な支援が行われるケース
を把握することができた。 
ただし、件数は少ないため、事業を継続的に実施してい

く。 
（２）事業の効率性 
在宅医療が必要な小児等の支援について、実績のある事

業所からは十分な支援実績が得られた。事業を継続するこ
とで、実績のある事業所に支援が集約され、さらなる効率
化が見込まれる。 

その他  
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事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No14（医療分）】遠隔医療推進事業 【総事業費】 

6,000 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

群馬県内における人口減少地域においては、医師不足から

医療提供体制の維持が困難になってきており、高齢者が医

療機関まで遠距離を通院する状況となっている。オンライ

ン診療の方法や有用性を群馬県内の医療機関や県民に広く

理解を促すことで、各医療機関の新規参入を促進し、オン

ラインによる往診等、在宅医療の充実を図る。 
アウトカム指標：「情報通信機器を用いた診療にかかる施設

基準」届出医療機関数 
届出数 （R4）９４→（R7）３４０ 

事業の内容（当初計画） 医師不在地域でのオンライン診療実証事業 
オンライン診療に関する普及・啓発（セミナーの開催） 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

医療機関向けセミナー 視聴参加数 500 

アウトプット指標（達成

値） 

医療機関向けセミナー 視聴参加数 0 
オンライン診療ステップアップ・プログラム事業業務委託 

１件 
事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 
■観察できた 
・「情報通信機器を用いた診療にかかる施設基準」届出医療

機関数 
（R4）９４→（R5.9.1）１２９→（R6.8.1）１８３  
(１) 事業の有効性 
医療機関向けセミナーの開催はしなかったが、本事業を

活用することでオンライン診療のモデル事業を実施し、県
内でのオンライン診療の推進を図った。目標のアウトカム
指標には達していないが、該当届出医療機関数は増加傾向
にある。 
（２） 事業の効率性 
業務委託をすることで、モデル事業に必要な資源を効率

的に確保でき、モデル事業の円滑な実施に繋がった。 
その他  
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1】 

群馬県介護施設等の整備に関する事業 
【総事業費】 

70,529 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくり

を推進する。 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画

的に推進する。 

・地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

1,710 床（R2）→2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 

・認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

3,226 床（R2）→3,479 床（R5） ※R5 までに＋253 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,991 人（R2）→3,074 人（R5） ※R5 までに＋83 人 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

315 人（R2）→ 344 人（R5） ※R5 までに＋29 人 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス等の整備に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を

行う。 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に

対して支援を行う。 

④介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止に必要

な経費に対し支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期高齢者保健福祉

計画等において予定している地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提

供体制の整備を促進する。 

アウトプット指標（達成

値） 

なし 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進している。 

（１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の整備の促進により、高齢者が地
域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 
（２）事業の効率性 
県補助金交付要綱に調達方法や手続について行政の取扱いに準
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拠するよう定めることで一定の共通認識のもとで施設整備を行

い、調達の効率化が図っている。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.15（医療分）】 

緊急医師確保修学資金貸与事業 
【総事業費】 

193,964 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確

保及び定着が喫緊の課題となっている。 

アウトカム指標： 

医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→257

人以上（目標年次 R5） 

事業の内容（当初計画） 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、地域

医療枠学生に対する修学資金の貸与を実施することによ

り、若手医師の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

貸与を受けた医師数（毎年度 18 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

令和５年度資金貸与人数 109 名 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。医療施設従事医師数の増減には若手医師の流出をは

じめ様々な要因があり、本事業のみの効果として捉えるこ

とはできないが、本事業により資金の貸与を受けた地域医

療枠の学生は、一定期間、県内の特定病院で勤務すること

になるため、アウトカム指標の達成に寄与している。また、

初期臨床研修医の採用数が 99 人（R2 年度採用数）→113 人

（R6 年度採用数）に増加しており、本事業も寄与している

と考えられる。 
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（１） 事業の有効性 
 貸与を受けた地域医療枠学生が、卒後１０年間は県内の

特定病院等で勤務することを返還免除要件としており、地

域医療に従事する医師数の増加に効果がある。 
（２） 事業の効率性 
 資金貸与とあわせて、地域医療支援センターが地域医療

枠学生及び卒業医師のキャリア形成（専門性の向上、地域

医療への貢献）を支援するため、医師の確保及び定着が効

率的に図られる。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.16（医療分）】 

医師確保修学研修資金貸与 
【総事業費】 

36,270 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においても小児科、産婦人科、外科等の病院勤務医の

不足は深刻な状況にあり、地域の中核病院において診療科

の維持に支障を来している。 

アウトカム指標： 

医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→257

人以上（目標年次 R5） 

事業の内容（当初計画） 医師不足診療科の医師の確保を図るため、特定診療科（小

児科、産婦人科、外科等）の医師として県内の特定病院に

勤務しようとする者（臨床研修医、専攻医）に対して修学

研修資金の貸与を実施する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

修学研修資金を貸与した医師数（25 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

修学研修資金を貸与した医師数（24 名） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。医療施設従事医師数の増減には若手医師の流出をは

じめ様々な要因があり、本事業のみの効果として捉えるこ

とはできないが、本事業により資金の貸与を受けた医師は、

一定期間、県内の特定病院で勤務しており、アウトカム指

標の達成に寄与している。また、専攻医の採用数は 85 人（R2

採用数）から 100 人（R6 採用数）に増加しており、本事業

も寄与していると考えられる。 
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（１）事業の有効性 
 特定診療科（産婦人科、小児科、外科、救急科、総合診

療科）の医師として県内病院に勤務する医師が確保できた。

臨床研修医や専攻医に貸与することで、特定診療科への誘

導効果や県内への定着効果が認められた。資金を貸与した

医師数は 24 名であり、アウトプット指標の目標値はほぼ達

成した。 
（２）事業の効率性 
 県外の転職希望医師を探し、高額の給与を支給するとい

った方法に比べ、効率的であった。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.17（医療分）】 

地域医療支援センター運営事業 
【総事業費】 

55,029 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、群馬大学医学部附属病院 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内医療機関で医師不足及び地域偏在が生じているため、

地域医療に従事する若手医師のキャリア形成と医師不足病

院の医師確保を一体的に支援するほか、各地域の医療事情

に応じた計画的な医師配置を行うことで、医師の県内定着

や地域偏在の解消を図る必要がある。 
アウトカム指標： 

医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→257

人以上（目標年次 R5） 

事業の内容（当初計画） 地域医療に従事する若手医師のキャリア形成の支援、地域

医療事情の調査・検証、医師配置の適正化推進を行うため、

地域医療支援センターを運営する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・キャリア形成プログラムの作成数 68（R4）→68 以上（R5） 

・地域医療枠卒業医師に対するキャリア形成プログラム参

加医師数の割合 100％（R4）→100％（R5） 

・医師のあっせん・派遣 20 人（R4）→20 人以上（R5） 

・地域の医療事情の把握、検証 

・医師確保対策事業の総合的な推進 

アウトプット指標（達成

値） 

・キャリア形成プログラムの作成数 67（Ｈ30）→67（R5） 

・地域医療枠卒業医師に対するキャリア形成プログラム参

加医師数の割合 100％（Ｈ30）→100％（R5） 

・医師のあっせん・派遣 13 人（Ｈ30）→72 人（R5） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。医療施設従事医師数の増減には若手医師の流出をは

じめ様々な要因があり、本事業のみの効果として捉えるこ

とはできないが、本事業により支援を受ける地域医療枠の

学生は、一定期間、県内の特定病院で勤務することになる
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ため、アウトカム指標の達成に寄与している。また、初期

臨床研修医の採用数が 99 人（R2 年度採用数）→113 人（R6

年度採用数）に増加しており、本事業も寄与していると考

えられる。 

（１）事業の有効性 

地域の医師確保やキャリア支援にかかる事業を実施し、

専任医師による個別支援など、地域医療を志す医学生や研

修医の支援として有効である。 

（２）事業の効率性 

 群馬大学へ事業の一部を委託することにより、学生への

緊密な支援や、専門知識を持った専任医師による効果的な

事業の運営ができる。 

その他  

  



   

49 
 

事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.18（医療分）】 

ぐんまレジデントサポート推進 
【総事業費】 

21,154 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県において医師の確保及び定着が喫緊の課題になってい

る。 

アウトカム指標： 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→257

人以上（目標年次 R5） 

・初期臨床研修医の採用数 114 人（R4）→119 人以上（R5） 

事業の内容（当初計画） 研修医の県内への誘導・確保を図ることで、県内への定着

を促し、県内で従事する医師数の増加を図る。併せて、臨

床研修病院への支援を行うことで、県内研修体制の充実を

図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・医学生向け説明会の開催（３回以上） 
・医学生、研修医向けセミナー等の開催（２回以上） 

アウトプット指標（達成

値） 

医学生向け説明会の開催（３回） 
・オンライン説明会の開催２回 

・民間主催県外セミナーへの参加１回 

医学生、研修医向けセミナー等の開催（２回） 
・研修医１年次合同オリエンテーション開催１回 

・レジデントグランプリ開催１回、臨床研修動画配信８回 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。医療施設従事医師数の増減には若手医師の流出をは

じめ様々な要因があり、本事業のみの効果として捉えるこ

とはできないが、県内の初期臨床研修医の採用数は、99 人

（R2 年度採用数）から 113 人(R6 年度採用数）に増加して

おり、本事業の効果が認められた。 

（１）事業の有効性 
全国の医学生向けにオンラインで群馬県の臨床研修病院
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の魅力を発信することで、初期臨床研修医の確保につなげ

た。 
レジデントグランプリ開催により、研修医の資質向上に

努めるとともに、医学生に対して県内の研修医支援体制を

周知することで、研修医の確保につなげた。 
（２）事業の効率性 
大学及び臨床研修病院と連携して、民間事業者によるオ

ンライン説明会を活用することで、多数の学生に情報発信

することができた。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.19（医療分）】 

産科医師等確保支援事業 
【総事業費】 

33,026 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県内分娩取扱施設、医療機関等 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県の産科及び産婦人科の医師数、分娩施設数は減少傾向

にある。産婦人科等の病院勤務医の不足はとりわけ深刻さ

を増し、地域における分娩機能の維持に支障を来している

ことから、医師の確保が喫緊の課題となっている。 

アウトカム指標： 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→257

人以上（目標年次 R5） 

・分娩施設数 35 カ所（R4）→維持（R5） 

事業の内容（当初計画） 分娩手当を支給している分娩施設への補助を実施すること

により、分娩に従事する医師等の勤務環境の改善を行い、

産婦人科医等の確保を図る。併せて、周産期医療従事者育

成支援として、群馬大学大学院医学系研究科又は県内医療

機関等が開催する講習会やセミナーの開催費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・手当支給者数 116 人（R4）→116 人以上（R5） 

・手当支給施設数 15（R4）→15 以上（R5） 

・周産期医療従事者向け研修会の開催（１回以上） 

アウトプット指標（達成

値） 

・手当支給者数 105 人（R5） 

・手当支給施設数 16（R5） 

・ALSO 開催費補助 1 回 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。 

分娩施設数は 34 カ所（R5）となり、少子化や新型コロナウ

イルス感染症の影響も含めた社会情勢のなかで分娩数が減

少し、産婦人科の経営にも影響していると考える。 

（１）事業の有効性 
 過酷な就労環境で従事する産婦人科医等に対し、分娩手
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当が支給される環境を整えることで、産婦人科医の就労環

境改善や産婦人科医の確保につながった。 
手当支給者 116 人目標に対して 105 人であった。手当支

給施設は目標 15 に対して 16 施設であった。少子化や新型

コロナウイルス感染症の影響も含めた社会情勢のなかで分

娩数が減少し、産婦人科の経営にも影響していると考える。

一方で、34 ある分娩施設のなかで、本支援事業を申請して

いる施設が 16 施設であることからも、本事業をさらに周知

することによって産婦人科の医療従事者の待遇改善に役立

て、産婦人科経営の維持達成につなげることが出来ると考

える。 

（２）事業の効率性 
 分娩手当という医師の直接利益となるものへ補助するこ

とで、効率的に医師の支援を行うことができた。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.20（医療分）】 

女性医師等就労環境整備・保育支援事業 
【総事業費】 

13,664 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県医師会 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師国家試験合格者に占める女性の割合は３割を超え、若

年層の女性医師が増加している。 

女性医師は出産や育児等により離職することも多く、いっ

たん離職すると医療技術の進歩や知識の移り変わりなどか

ら復職が難しいため、離職防止や復職に向けた支援が課題

となっている。 

アウトカム指標： 

医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→257

人以上（目標年次 R5） 

事業の内容（当初計画） 出産・育児及び離職後の再就業に不安を抱える女性医師等

を支援するため、相談員の設置や登録サポーターによる子

どもの預かりなどの就労環境改善の取組を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

群馬県医師会が運営する保育サポーターバンクの利用者数

の増加 

登録医師数 248 名（R5.1 月時点）→ 250 人（R6.3 月末） 

アウトプット指標（達成

値） 

群馬県医師会が運営する保育サポーターバンクの利用者数

の増加 

登録医師数 201 名（R3.2 月時点）→254 人（R6.3 月末） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は 240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。医療施設従事医師数の実数では、女性が 929 人（R2）

→985 人（R4）と 6.0％増となった。医療施設従事医師数の

増減には若手医師の流出をはじめ様々な要因があり、本事

業のみの効果として捉えることはできないが、群馬県の女

性医師は人数、男女比率においても増加傾向であり、本サ

ポーターバンク事業の女性医師登録者数および、それを支

えるサポーターは年々増加している。アウトカム指標達成
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において女性医師の活躍は不可欠であることからも医療従

事医師数増加に役立てることができていると考える。 

（１）事業の有効性 
仕事と育児を両立している医師を支援し、女性医師等の

離職防止につなげることができた。 
女性医師を構成員とした委員会を開催し、今後の保育サ

ポーターバンクの運営について有益な意見を集めることが

できた。 
（２）事業の効率性 
群馬県医師会が実施する事業に支援することで、県内の

多数の勤務医を対象とした事業を行うことができた。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.21（医療分）】 

専門医認定支援 
【総事業費】 

0 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

専門医制度による専攻医の確保に向け、県内の専門研修プ

ログラムの充実・周知を図り、即戦力となる医師の確保・

県内定着を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→257

人以上（目標年次 R5） 

事業の内容（当初計画） 専門医制度による専攻医の確保のため、基本領域別に基幹

施設や県医師会等による協議を開催するとともに、専攻医

となる研修医への県内プログラムの情報提供や説明会を開

催し、専攻医の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

県内の専門研修プログラムの情報提供（県ホームページ更

新１回等）、領域別協議の実施（１領域以上） 
アウトプット指標（達成

値） 

県内の専門研修（後期研修）プログラムの情報提供（県ホ

ームページ更新 1 回）、領域別協議の実施（0 領域） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。医療施設従事医師数の増減には若手医師の流出をは

じめ様々な要因があり、本事業のみの効果として捉えるこ

とはできないが、本事業により、専門研修プログラムの情

報提供等を図ることは、専攻医の確保につながり、アウト

カム指標の達成に寄与している。また、専攻医の採用数は

85 人（R2 採用数）→100 人（R6 採用数）に増加しており、

本事業も寄与していると考えられる。 

（１）事業の有効性 
新専門医制度の円滑な運用に向け、県医師会等の各関係

団体との協議を進めることができた。 
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（２）事業の効率性 
県内医療機関が独自で正確な情報を把握することが非常

に困難なため、本事業により県内医療機関の新専門医制度

の円滑な運用を進めることにつながった。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.22（医療分）】 

医学生修学資金貸与 
【総事業費】 

35,400 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

本県においても医師不足や偏在化が顕著であり、医師の確

保及び定着が喫緊の課題となっている。 
アウトカム指標： 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対）233.8 人（R2）→

257 人以上（目標年次 R5） 

・初期臨床研修医の採用数 114 人（R4）→114 人以上（R5） 

事業の内容（当初計画） 県内の地域医療に従事する医師数の増加を図るため、県外

医学部に通う本県出身者及び県外出身者の医学生（５、６

年生）に対する修学資金の貸与を実施することにより、若

手医師の確保を図る。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

（5 年生）15 名（令和 5 年度新規貸与予定者） 

（6 年生）15 名（令和 4 年度貸与継続者） 

アウトプット指標（達成

値） 

貸与を受けた医師数 ５年生 14 名 

６年生 13 名 

           合計 27 名 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、240.7 人（R4

県独自調査結果）となり、達成はできなかったが前進して

いる。医療施設従事医師数の増減には若手医師の流出をは

じめ様々な要因があり、本事業のみの効果として捉えるこ

とはできないが、本事業により資金の貸与を受けた医学生

は、一定期間、県内の特定病院で勤務することになるため、

アウトカム指標の達成に寄与している。また、初期臨床研

修医の採用数が、99 人（R2 年度採用数）→113 人(R6 年度

採用数）に増加しており、本事業も寄与していると考えら

れる。 

（１）事業の有効性 
目標となるアウトプット指標に対して被貸与者数は 5 年
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生 14 名、6 年生 13 名であった。目標を達成して行くには、

現在の社会情勢を考慮しながら、群馬県や臨床研修病院の

魅力を医学生向けに訴求する必要がある。県外の医学部に

進学した群馬県出身者を呼び込み、県外出身の群馬大学生

が群馬県に残るように、医学生修学資金事業だけでなくレ

ジデントサポート推進事業と絡めながら目標達成に向けて

事業を継続したい。 
（２）事業の効率性 
群馬県出身の県外大学の医学生に加えて、県外出身の群

馬大学の医学生にも貸与することで臨床研修医の確保につ

ながった。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.23（医療分）】 

勤務環境改善支援センター運営事業 
【総事業費】 

0 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

医師・看護職員等の医療スタッフ離職防止や医療安全確保

を図るためには、各医療機関が、計画的に勤務環境改善に

向けた取組を総合的に支援する体制を構築する必要が生じ

た。 
アウトカム指標： 

医療従事者の離職率の低下 

８．１％（Ｈ３０）→７．６％（Ｒ５） 
事業の内容（当初計画） 各医療機関の勤務環境改善に対する自主的な取り組みを支

援していくため、研修会の開催やアンケート調査等を実施

し、医療従事者の離職防止や医療安全の確保等を強化する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

センターが支援を実施する医療機関数 
４０病院 

アウトプット指標（達成

値） 

センターが支援を実施する医療機関数  

７７病院 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

医療従事者の離職率（R5 病院看護実態調査） ８．１％ 

 

本県の医療従事者の離職率は、前年の９．１％（Ｒ４）か

らは低下したものの、８．１％（Ｒ５）と目標値には達し

なかった。一方、センターが支援を実施した医療機関数は

増加傾向にあり、令和５年度は延べ７７医療機関へ訪問等

により支援を行った。医療機関の勤務環境改善の取組に寄

与していると考えられる。 
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（１） 事業の有効性 
本事業により、勤務環境改善に取り組む医療機関が増加

した。 
（２） 事業の効率性 
 医療機関の労務管理状況を調査し、調査結果から支援が
必要であると見込まれる医療機関には積極的にアプローチ
することで、適切かつ効率的に勤務環境改善への取組を促
進している。 

その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.24（医療分）】 

小児初期救急導入推進事業 
【総事業費】 

476千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（郡市医師会等へ委託） 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小

児科の閉鎖や小児救急医療を担う医師が不足していること

から、基幹病院の小児科医の負担軽減が課題となっている。 

アウトカム指標： 
県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→

294 名以上（目標年次 R5） 
事業の内容（当初計画） 小児初期救急に対応できる医療機関及び医師を確保するた

め、各地域の内科医を対象とした小児医療に関する研修を

実施する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

内科医の小児医療への参加 
小児の診療を実施する休日・夜間急患センター等の数 
11 か所（H31（R1））→維持（R5） 

アウトプット指標（達成

値） 

小児の診療を実施する休日・夜間急患センター等の数 
11 か所（H31（R1））→維持（R5） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

県内の医療施設に従事する小児科医師数 277 名（R2） 
診療所従事医師数の減少が大きかった。 

引き続き、他の事業と共に医師確保対策を総合的に推進

していく。 

（１）事業の有効性 
複数の医療機関による輪番制により、医師１人あたりの

当直回数を減少させることができ、小児科医の負担軽減と

確保に有効である。 
（２）事業の効率性 
対象の医療機関と、当番日数に応じた単価契約を締結す

ることにより、効率的に事業を実施できる。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.25（医療分）】 

小児救急医療支援事業 
【総事業費】  

120,819千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（病院へ委託） 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小

児科の閉鎖や小児救急医療を担う医師が不足していること

から、基幹病院の小児科医の負担軽減が課題となっている。 

アウトカム指標： 
県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→

294 名以上（目標年次 R5） 
事業の内容（当初計画） 二次救急医療体制を維持するため、県内を４ブロックに分

け、小児科を標榜する病院が輪番を組むことにより、休日・

夜間における小児二次救急医療提供体制を整備する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

小児二次救急医療体制の維持 11 病院 
受入れ不能日（空白日）ゼロの維持 

アウトプット指標（達成

値） 

小児二次救急医療体制の維持（11 病院） 
受入れ不能日（空白日）：ゼロ件（R2～4）、ゼロ件（R5） 
小児傷病者の救急搬送における医療機関への受入照会４回

以上の数：26 件（R2）、45 件（R3）） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

 県内の医療施設に従事する小児科医師数 277 名（R2） 

診療所従事医師数の減少が大きかった。 

引き続き、他の事業と共に医師確保対策を総合的に推進

していく。 

救急搬送における中等症以上の件数が増加している。 

（１）事業の有効性 
適正受診の普及により、特に休日夜間救急に携わる小児

科医の負担が軽減されることから、小児科医の確保に有効

である。 
（２）事業の効率性 
民間の事業者に委託して実施することで、充実した相談

体制を効率的に確保することができる。 
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その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.26 医療分）】 

子ども医療電話相談事業 
【総事業費】 

29,029千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（民間業者へ委託） 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

少子化、小児救急の不採算性などにより、病院における小

児科の閉鎖や小児救急医療を担う医師が不足していること

から、基幹病院の小児科医の負担軽減が課題となっている。 

アウトカム指標： 
県内の医療施設に従事する小児科医師数 293 名（H28）→

294 名以上（目標年次 R5） 
事業の内容（当初計画） 子育て中の親の不安軽減や症状に応じた適切な医療の受診

を促す相談・助言を行うため、休日夜間の電話相談事業を

実施する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

子ども医療電話相談の年間相談件数 
27,297 件（H30）→27,000 件以上（R5） 

アウトプット指標（達成

値） 

子ども医療電話相談の年間相談件数 
25,115 件（R5） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
H30 以降、新型コロナウイルス感染症の影響により、マ

スクの着用や手指消毒、不要不急の外出自粛等の感染症予

防が広く採られたこともあり、小児の急病が減少し、年間

相談件数は減少傾向にあったが、27,297 件（H30）→19,822
件（R4）→25,115 件（R5）と感染症の流行前の数値に戻

りつつある。 
保護者の不安軽減と小児科医の負担軽減のため、引き続

き本事業を効果的に実施して参りたい。 
（１）事業の有効性 
適正受診の普及により、特に休日夜間救急に携わる小児

科医の負担が軽減されることから、小児科医の確保に有効

である。 
（２）事業の効率性 
民間の事業者に委託して実施することで、充実した相談
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体制を効率的に確保することができる。 

その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.27（医療分）】 

新人看護職員研修事業 
【総事業費】 

53,498 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、病院等 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護職員への需要がますま

す高まる中、新人看護職員が基礎的な能力を養うための研

修を着実に実施することで、看護の質の向上と早期の離職

の防止を図ることが求められている。 
アウトカム指標： 
新卒看護職員離職率の低下（R2 9.1％ → R5 8.8％） 

事業の内容（当初計画） 看護職員の慢性的な不足が見込まれていることから、臨床

研修等の即戦力としての資質向上を図る研修を実施し、看

護の質の向上や早期離職防止を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

 新人看護職員研修補助金申請施設数 R2 45 施設→R5 
52 施設 

 研修受講者数（R2 1,279 人 → R5 1,300 人） 
アウトプット指標（達成

値） 

・新人看護職員研修補助金申請施設数（R5 51 施設） 
・研修参加者数（R5 1,179 人） 
未達成の理由：R4（1,183 人）から横ばいであるが、採用

人数減が影響していると考えられる。 
今後の方向性：研修事業の内容・方法を見直す。 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

看護職員数（常勤換算）：R4 25,120.0 人 
（R4 年末看護職員業務従事者届集計結果より） 
新卒看護職員離職率：R5 11.9％ 
（１）事業の有効性 
「新人看護職員研修ガイドライン」に沿った新人看護職

員研修を実施することにより、看護職員確保や離職防止に

効果があると考える。 
（２）事業の効率性 
自施設で研修を行う医療機関に対する補助と、中小施設

を対象とした研修委託を併せて行うことで、効率的に研修
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実施をサポートできていると考える。 

その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.28（医療分）】 

看護職員資質向上推進事業 
【総事業費】 

11,641 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高度化・専門化する医療や多様化するニーズに対応するた

め、高い専門性を有する看護職員の養成が求められている。 
アウトカム指標：  
看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容（当初計画） 高い専門性を有する看護職員の確保や資質の向上が課題と

なっていることから、看護職員に対する資質向上研修を実

施することにより専門性の向上を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

 実習指導者講習会受講者数(特定分野含む) 
～R2（累計）1,622 名→～R5（累計）1,770 名 

 専任教員継続研修開催 1 回/年 
アウトプット指標（達成

値） 

 実習指導者講習会受講者数(特定分野含む) 
R5（累計）1,832 名 

 専任教員継続研修開催回数：1 回/年 
事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった。 

■観察できた 

離職率：R5 8.1％ 
（１）事業の有効性 

 実習指導者講習会は看護師等が学生指導に必要な知

識・技術を習得し、学生に効果的かつ質の高い指導がで

きる指導者を養成している。 
 専任教員継続研修は、養成所で勤務する看護教員の現任

教育の場であり、学生への質の高い教育の実施につなが

っている。 
（２） 事業の効率性 

実習指導者講習会は専任教員の養成も担う、群馬県立

県民健康科学大学に委託して実施、専任教員継続研修は

群馬県立県民健康科学大学及び看護師養成所の現役教員

の協力を得て実施しており、効率的に運営できている。 
その他  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.29（医療分）】 

院内研修用設備整備事業 
【総事業費】 

1,399 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

看護職員の慢性的な不足が見込まれていることから、新人

看護職員や復職した看護職員の即戦力としての役割が高ま

っており、勤務する医療機関での職場研修の充実が重要と

なっている。 
アウトカム指標： 
看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容（当初計画） 院内研修等で使用する看護実習シミュレーター等の設備整

備の補助を実施することにより、病院に勤務する看護職員

の個々の看護技術の向上を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

院内研修用設備整備事業の補助件数  6 件以上 

アウトプット指標（達成

値） 

R5 補助実績 5 件 
当初の要望は 3 件であったが、最終的には 5 件にとどまっ

た。 
事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった。 
■観察できた 

離職率： R5 8.1％ 

（１）事業の有効性 
 院内研修等で使用するための看護実習シミュレーター等

の設備整備の補助を実施することにより、病院に勤務する

看護職員の個々の実践的な看護技術の向上が図られる。 
 離職率について、群馬県では（R4 9.1％→R5 8.1 
％）と減少しており、一定の効果があると考えられる。 
（２）事業の効率性 
勤務する病院における職場研修の充実が図られる。 

その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.30（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 
【総事業費】 

50,955 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護師等への需要が増えて

いくことが予想されることから、看護師等養成所による看

護師等の確保が必要である。 
アウトカム指標： 
養成所卒業生の県内就業率（H30 61％ → R5 63％） 

事業の内容（当初計画） 看護職員の慢性的な不足が見込まれているなか、看護師等

養成所による安定的で質の高い看護師の養成が重要である

ことから、看護師等養成所の運営費に対する補助を実施す

ることにより、看護師等養成所の安定的な運営及び教育の

質の維持・向上を図る。また、養成所への支援を通して学

生の負担を軽減するとともに、卒業後の他県への流出の減

少を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

運営費補助件数：R5 15 校 

アウトプット指標（達成

値） 

運営費補助件数：R5 15 校 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった。 
■観察できた 
養成所卒業生の県内就業率：R5 年度 74.0% 

 
（１）事業の有効性 
県内の看護師等養成所の運営を支援することにより、経

営が安定し教員の確保や教材の充実など看護教育の向上を

図ることによって、質の高い看護職員を養成する。 
今後も、本事業に継続的に取り組み、養成所卒業後の他

県への流出の減少を図る。 
（２）事業の効率性 
養成所の運営の安定化を図ることができた。 

その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.31（医療分）】 

院内保育施設運営費・施設整備費補助事業 
【総事業費】 

94,329 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院または診療所 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

若い医師・看護師等の医療従事者が勤務する上で、保育の

需要は高く、離職の防止や再就業の促進において必要性が

高い。 
アウトカム指標： 
看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容（当初計画） 医療従事者の離職防止及び再就業促進を図るため、病院内

保育施設の充実が必要となっていることから、病院内保育

施設の運営費の補助を実施することにより、病院内保育施

設の安定的な運営を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

院内保育所運営費補助の件数 
R2 33 カ所 → R5 33 カ所以上 

アウトプット指標（達成

値） 

院内保育所運営費補助の件数（R5 32 カ所） 

※当初 34 ヶ所からの申請があったが、申請はしたが実績が

なかったことにより 2 ヵ所減 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

離職率：R5 8.1％ 
 
（１）事業の有効性 
病院及び診療所に従事する職員のために病院内保育施設

を運営する事業について助成することで、医療従事者の離

職防止や再就業の促進が図られる。 
 離職率について、群馬県では（R4 9.1％→R5 8.1 
％）と減少しており、一定の効果があると考えられる。 
（２）事業の効率性 
病院内保育施設が増えることにより、医療従事者が働き

やすい環境が整う。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.32（医療分）】 

ナースセンター事業 
【総事業費】 

9,681 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（群馬県看護協会委託） 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

潜在看護師等の再就業と定着を推進することで、地域や施

設における看護職員の偏在解消を進めていくことが必要で

ある。 
アウトカム指標： 
看護職員の再就業者数（ナースセンター事業によるもの） 
R2 267 人 → R5 280 人 

事業の内容（当初計画） 潜在看護師等の就業の促進及び定着を図る事業を行うた

め、県看護協会をナースセンターに指定し、業務を委託し

ている。 
事業内容は、無料職業紹介事業（ハローワークとの連携含

む）、看護力再開発講習会、潜在看護職員復職支援研修、看

護師等届出制度の周知等を行っている。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

 無料職業紹介の相談件数 R1  3,086 件  →  R5 
4,000 件 

 復職支援研修参加者 R3 6 人 → R5 15 人 
アウトプット指標（達成

値） 

求職相談件数（R5 4,090 件） 
研修参加者数（R5 12 名） 
未達成の理由：新型コロナウイルス流行以降、一部中止及

び規模縮小して実施している。 
事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
看護職員の再就業者数：R5 503 人 

 

（１）事業の有効性 
新型コロナウイルス感染症流行以降、一部中止及び事業

規模縮小のため、研修参加者は目標値の 80%であった。対

面での研修以外にも e ラーニングを用いた研修を導入し研

修の参加者の増加を図っている。 
（２）事業の効率性 
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県看護協会で一元的に行うことにより、より効率的な運

営ができる。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.33（医療分）】 

看護師等養成所施設・設備整備費補助事業 
【総事業費】 

5,808 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護職員への需要が高まる

ことが予想されることから、看護師等養成所による看護職

員の養成を確保する必要がある。 
アウトカム指標： 
養成所卒業生の県内就業率（R2  58%→ R5 60%） 

事業の内容（当初計画） 看護師等養成所による看護職員の養成を支援するため、校

舎の新築・増改築に係る施設整備費やシミュレーター等の

設備整備費の補助を行うことにより、教育環境の改善や学

生負担の軽減を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

施設・設備整備費補助件数： 
R2 9 校 → R5 9 校以上 

アウトプット指標（達成

値） 

施設・設備整備費補助件数：R5 9 校 
 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
養成所卒業生の県内就業率：R5 74.0％ 
 
（１）事業の有効性 
看護師等養成所における施設・設備整備事業への補助に

より、安定的で質の高い看護師の養成が可能となる。 
（２）事業の効率性 
 看護師等養成所における施設・設備整備の補助を実施す

ることにより、効率的に教育の質の向上を図ることができ

る。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.34（医療分）】 

看護師勤務環境改善施設整備費補助事業 
【総事業費】 

5,687 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

多様化する医療ニーズに対応し、適切な医療サービスを提

供できる職場環境の整備が必要。また、病院に勤務する看

護職員の就労促進と定着化のため、看護職員が働きやすい

合理的な病棟づくりなどの勤務環境改善が課題となってい

る。 
アウトカム指標： 
看護職員離職率の低下（H29 8.1％ → R5 8.0％） 

事業の内容（当初計画） 病院に勤務する看護職員が効率的で働きやすい勤務環境を

整備するため、ナースステーションやカンファレンスルー

ムなど必要な施設整備を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

勤務環境改善に取り組む医療機関数：1 カ所 

アウトプット指標（達成

値） 

R5 補助実績 2 ヶ所 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
離職率 R5 8.1％ 

 
（１）事業の有効性 
働きやすい勤務環境を整備することで、離職率の低下が

期待される。 
離職率について、群馬県では（R4 9.1％→R5 8.1 
％）と減少しており、一定の効果があると考えられる。 

（２）事業の効率性 
 働きやすい勤務環境を整備することで、病院業務の効率

化を図ることができる。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.35（医療分）】 

感染管理認定看護師研修支援事業 
【総事業費】 

0 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 病院、訪問看護事業所、介護老人保健施設 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

新型コロナウイルス感染症の収束の見えない中、クラスタ

ー発生の防止、感染対策の強化にむけ、感染症に関する専

門的な知識と技術を備えた看護サービスの提供が求められ

ている。 
アウトカム指標： 

 県内感染管理認定看護師数 R2 44人 → R5 50人 
事業の内容（当初計画） 感染管理にかかる認定看護師教育課程に看護師を派遣する

病院等に対し、病院等が負担した受講費用等を一部補助す

る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

感染管理認定看護師研修補助人数 2 人 

アウトプット指標（達成

値） 

R5 補助実績なし 
 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

□観察できた 
 

（１）事業の有効性 
 補助対象が感染管理の A 課程に限定されていることで申

請者がいないため、令和６年度からは B 課程も含めて補助

を実施することとした。 
（２）事業の効率性 
 研修受講にかかる経費負担を軽減することで、派遣者(受
講者)数の増員を図ることができ、医療の充実及び看護の質

向上に対して効率的に成果を上げることができる。 
その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.36（医療分）】 

救急医療専門領域医師研修事業 
【総事業費】 

6,519 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

全国的に救急搬送件数が増加傾向にあり、救急搬送先の決

定まで時間を要していることから、病床機能の分化の一環

として、二次救急病院等の受入体制を強化する必要がある。 
診療科別医療施設従事医師数（救急科） 
現状 50 人（H28）→55人（目標年次 R5） 

事業の内容（当初計画） 本事業は、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化

及び連携について、医療機関の自主的な取組及び医療機関

相互の協議により進められることを前提として、これらを

実効性のあるものとする事業として、救急医療に係る専門

的な実地研修（急性心筋梗塞、小児救急、重症外傷、脳卒

中）を実施することにより、救急医療体制の質の向上を図

る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修受講者 100 名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修受講者 451 名（R5） 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
県内の医療施設に従事する救急科医師数 65 名（R3）に

ついて目標値を達成することができた。引き続き、他の事

業と共に医師確保対策を総合的に推進していく。 

 

（１） 事業の有効性 
 救急医療を担う医療機関等に勤務する医師を対象として

専門的な実地研修を実施することで、地域が一体となって

対応できる体制を構築することができる。 

（２） 事業の効率性 
 医師・看護師等を対象とした救急医療に関する研修を数

多く開催している県内唯一の高度救命救急センターに委託



   

78 
 

することで、効率的に事業を実施できる。 

その他  
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.37（医療分）】 

災害医療研修 
【総事業費】 

805 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県医師会 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

災害時における急性期医療から亜急性期医療への引継ぎが

課題となっている一方で、急性期を対象とした研修・訓練

は整備されているが、亜急性期を対象とした研修・訓練は

行われておらず、担い手となる医療従事者の確保・育成が

必要である。 
アウトカム指標： 

亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 
24 チーム（H30）→39 チーム（R5) 

事業の内容（当初計画） 災害時、五師会がチームを編成して円滑に医療救護活動が

できるように、県医師会が実施する災害医療研修（亜急性

期）に対して支援。 
（五師会：医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、柔

道整復師会） 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

研修修了者 60 名 

アウトプット指標（達成

値） 

研修修了 12 チーム 61 名 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
亜急性期以降に派遣できる医療救護チーム：51 チーム編成

（令和 6 年３月 31 日） 
（１）事業の有効性 
近年、豪雨や地震等、大規模災害が多発している中で、

亜急性期以降の長期間にわたり、避難所巡回や家庭訪問が

行える、多職種からなる救護班を編成できる体制整備は有

効である。 
（２）事業の効率性 
研修の企画運営を、災害医療の研修についてノウハウの

ある基幹災害拠点病院が担っており、指導経験がある研修
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スタッフを効率的に確保することが可能。また、五師会を

一度に対象とすることで、各職種への研修を同時に実施で

き、１回の研修により 4 チーム分の人材を育成することが

できる。（１回につき 20 名程度受講） 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

事業名 【No.５】福祉マンパワーセンター事業（福祉・介護の仕

事イメージアップ事業） 
【総事業費】 

       134 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、

「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保

対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及びの充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

〇オンラインによる社会福祉施設等の見学会を実施する。 

〇小中高生向け介護の魅力発信イベント等の開催 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

〇オンラインによる社会福祉施設等見学会（２施設） 参加者２０名 
〇小中高生向け介護の魅力発信イベント（１回） 参加者５０名 
〇中学生向けお仕事ブックへの掲載及び啓発 DVD の活用促進（７校） 

アウトプット指標

（達成値） 

○大学、短大、専門学校等への出張説明会（実施回数３１回） 

 参加者８１３名 

○小中高生向け介護の魅力発信イベント（４回） 参加者３２９名 

○中学生向け福祉の仕事啓発動画 DVD の配布（１６２校） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画にお

いて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足率

の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
出張説明会や介護の魅力発信イベントを通して仕事の魅力を伝えたり、福祉

の仕事啓発動画 DVD を配布したりすることにより、福祉の仕事に対するイメー

ジアップと福祉職への参入促進を図ることができた。 
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（２）事業の効率性 

 動画作成なども実施しながら、多くの方に対して魅力を発信することができ

た。引き続き事業を実施し、介護人材のすそ野の拡大につなげたい。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業 

事業名 【No.５】福祉マンパワーセンター事業（福祉・介護の仕

事イメージアップ事業） 
【総事業費】 

       134 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、

「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保

対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及びの充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

〇オンラインによる社会福祉施設等の見学会を実施する。 

〇小中高生向け介護の魅力発信イベント等の開催 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

〇オンラインによる社会福祉施設等見学会（２施設） 参加者２０名 
〇小中高生向け介護の魅力発信イベント（１回） 参加者５０名 
〇中学生向けお仕事ブックへの掲載及び啓発 DVD の活用促進（７校） 

アウトプット指標

（達成値） 

○大学、短大、専門学校等への出張説明会（実施回数３１回） 

 参加者８１３名 

○小中高生向け介護の魅力発信イベント（４回） 参加者３２９名 

○中学生向け福祉の仕事啓発動画 DVD の配布（１６２校） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画にお

いて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足率

の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
出張説明会や介護の魅力発信イベントを通して仕事の魅力を伝えたり、福祉

の仕事啓発動画 DVD を配布したりすることにより、福祉の仕事に対するイメー

ジアップと福祉職への参入促進を図ることができた。 
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（２）事業の効率性 

 動画作成なども実施しながら、多くの方に対して魅力を発信することができ

た。引き続き事業を実施し、介護人材のすそ野の拡大につなげたい。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な介護人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング機能

強化事業 

事業名 【No.８】マッチング機能強化事業 
  

【総事業費】 
      22,184 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、

「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保

対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数の増) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

○就職相談会や就職ガイダンス等の実施 

○福祉・介護人材マッチング機能強化事業 
専門員による求職者及び求人事業者に対する相談支援及び入職後のフォロ

ーアップ相談等を行う。また、体験事業を活用し、多様な人材の促進を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・福祉の就職ガイダンス（４回開催） 参加者数７０人 
・就職相談会におけるキャリア支援専門員による就職相談件数 ９０件 
・キャリア支援専門員による養成校・ハローワーク訪問（１５０回）及び施設

見学会等（１０回開催） 
・キャリア支援専門員による就職相談件数２，１００件 
・マッチング機能強化事業による就職人数１１０人 
・体験事業利用者数 １０人 

アウトプット指標

（達成値） 

・福祉の仕事ガイダンス（５回開催） 参加者数１１５人 

・キャリア支援専門員による養成校・ハローワーク等での出張相談 １８８件 

・集合型施設見学会（８回開催）及びオンライン施設見学会（５４法人）の環

境整備 

・キャリア支援専門員による就職相談件数 ４，２４０件 

・マッチング機能強化事業による就職人数 ２５９人 

・体験事業利用者数 １０人 



   

86 
 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画にお

いて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足率

の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
キャリア支援専門員を配置し、求人事業所や求職者に対し、従事者目線に立

った情報の提供等を行うことで、目標値を上回る 259 人のマッチングを達成で

きた。求職者と求人事業所で条件の不一致がある場合には、キャリア支援専門

員が中心となり条件面の交渉を行うとともに、事業所に対して、求職者の傾向

を伝えることで充足しやすい求人を申請するよう促すことにより、就職者数を

増やしていきたい。 

また、キャリア支援専門員による就職相談件数は、目標値を上回る 4,240 件

の実績があった。施設見学会については、より多くの方が見学できるよう集合

型とオンライン形式の双方で実施した。 

（２）事業の効率性 
 キャリア支援専門員を配置することで、従事者目線に立った効果的な情報提

供等を行うことができ、効率的かつ円滑にマッチングを図ることができた。 
 また、群馬労働局等の関係機関と連携して就職面接会を開催することによ

り、各分野から幅広く求職者を集めることができ、効果的に事業を執行できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.９】介護支援専門員資質向上事業 
  

【総事業費】 
     1,120 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数の増、介護支援専門員の資質向上) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

「群馬県介護支援専門員実務研修等事業実施要綱」に基づき開催する、実務

研修、専門研修、再研修、更新研修、主任研修、主任更新研修の実施に係る

経費の一部を指定研修実施機関に対して補助する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

介護支援専門員実務研修等の企画運営体制を整備し、受講者の経験に応じて

必要な技術・技能の研鑽を図ることで、介護支援専門員の資質向上を図るた

め、６研修（受講者数１，６００人）を実施。受講者全員が到達目標を達成

できる。 

アウトプット指標（達

成値） 

６研修 修了者 1,523 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第７期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和８年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
研修を受講した介護支援専門員が、経験年数や能力、有する資格等に応じ

て必要な技術・技能を修得できる。 

令和５年度は６種類の研修を用意し、計 1,523 名の修了者の資質向上に繋
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げることができた。 

修了者数は、対象となる介護支援専門員数と直結するため、介護支援専門

員の確保に努めたい。 
（２）事業の効率性 
 介護支援専門員の経験年数や能力、有する資格等に応じて研修の種類が細

分化されているため、それぞれのレベルに合わせて必要な知識を効率的に学

習することができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.１０（介護分）】多様な人材層に対する介護人材

キャリアアップ研修支援事業  

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

6,467 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャリアアップのた

めの研修やその受講者の負担軽減の取組等を支援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・介護職員のキャリアアップ推進事業実施件数：２５件／年 
・介護サービス事業所の資質向上養成研修（年１回、受講者 100 名） 

アウトプット指標（達

成値） 

○群馬県老人福祉施設協議会研修事業 

 研修実施回数 １７回 

○群馬県地域医療介護連携感染症予防・対策事業 

 実地指導派遣施設数 １９施設 

〇介護人材キャリアアップ研修支援事業 

 研修実施回数 ２６回 

○若年がん在宅療養支援に関わるサービス事業所養成研修 
 研修実施回数 １回（受講者３９名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 
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介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
 本事業は、介護関係団体や介護福祉士養成施設等が行う介護人材のキャリ

アアップのための研修やその受講者の負担軽減の取組等を支援することによ

り、高齢者の医療・介護ニーズへの対応を目的としている。令和５年度はキ

ャリアアップ推進事業の実施件数が 26 件となり、目標に到達した。今後も

引き続き、受講対象者等に対する周知を徹底し、研修の講師を継続的に養成

するための仕組み作りを実施する。 
「若年がん患者在宅療養支援事業」において、介護サービス事業所を対象

に、専門的な技術や他職種協働のため必要となる知識等について研修を行う

ことで、質の高いサービスを提供するための体制確保が図られた。 

（２）事業の効率性 

 研修の実施を専門機関に委託し、県は指導・監督する形で役割分担するこ

とにより、効率化な運用を図ることができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

（多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業） 

事業名 【No.13】喀痰吸引等研修事業 
  

【総事業費】 
      1,606 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者、介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

○指導者講習 

介護職員が喀痰吸引等を実施するために受講することが必要な研修（基本研

修・実地研修）の講師を養成する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

○指導者講習 
研修２回実施 受講者数８０人 

アウトプット指標（達

成値） 

○指導者講習 

研修２回実施 受講者数５８人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
 感染症拡大防止対策等を講じながら、本事業は、介護職員等による喀痰吸

引等の提供体制を強化することにより、高齢者の医療的ケアのニーズへの対

応を目的としている。令和５年度は５８人が研修を受講したが、目標に到達

しなかった。今後も引き続き、受講対象者等に対する周知を徹底し、研修の
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講師を継続的に養成するための仕組み作りを実施する。 

（２）事業の効率性 

 研修の実施を専門機関に委託し、県は指導・監督する形で役割分担するこ

とにより、効率化な運用を図ることができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.16】認知症高齢者指導対策 
  

【総事業費】 
      2,944 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、

「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保

対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

認知症サポート医の養成・フォローアップ、かかりつけ医認知症対応力向上、

病院勤務の医療従事者向けの認知症対応力向上のための研修、認知症疾患医療

センター情報交換会等を実施し、地域における認知症対応力の向上を図る。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・認知症サポート医養成研修 養成数１０人 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修 受講者数８０人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 受講者数８０人 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修 実施箇所数１箇所（受講

者数は８０人） 

・認知症対応力向上研修受講者数 

歯科医師向け６０人、薬剤師向け６０人、看護師向け１６０人 

病院勤務以外の看護師等６０人（各１回開催） 

アウトプット指標

（達成値） 

・認知症サポート医養成研修 養成数１０人 

・かかりつけ医認知症対応力向上研修 受講者数３５人 

・認知症サポート医フォローアップ研修 受講者数４２人 

・病院勤務の医療従事者向け認知症対応力向上研修３７人 

・認知症対応力向上研修受講者数 

歯科医師向け５５人、薬剤師向け９９人、看護師向け１１３人、病院勤務以外

の看護師等５６名（各１回開催） 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画にお

いて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足率
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の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
かかりつけ医に対する研修は県内各地で実施することで、地域おける認知症

への対応力を高めることができた。目標に到達しない項目もあり、来年度以降

も、開催方法や周知方法等について検討し、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 
 認知症サポート医の養成にあたって、群馬県医師会と連携し、地域バランス

を考慮して各種研修の受講者を選考したところ、県全体として人口に対する認

知症サポート医の配置数の地域偏在を効率的に改善することができた。 
その他  
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 事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業 

事業名 【No.18】認知症ケア研修事業 
  

【総事業費】 
4,447 千円  

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 4年 4月 1日～令和 5 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニー

ズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保してい

くため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的

な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介

護人材の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要

数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員等の研修受講の推進、

市町村職員、援推進員等を対象とした研修、意見交換会等の開催 

介護施設・事業所の職員等を対象とした、認知症ケアに関する知識・

技術を習得するための研修の開催や補助 

アウトプット指標（当初の

目標値） 

・認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員研修 参加者５０名 
・意思決定支援・本人ミーティング研修会  参加者１００名 
・認知症対応型サービス事業管理者研修、認知症対応型サービス事業

開設者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 修了

者 計８６名 
アウトプット指標（達成値） ・認知症地域支援推進員、初期集中支援チーム員研修 参加者５７名 

・意思決定支援・本人ミーティング研修会  参加者３２名 

・認知症対応型サービス事業管理者研修、認知症対応型サービス事業

開設者研修、小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 修了

者 計８７名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉

計画において推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）

に対する充足率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 
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（１）事業の有効性 
新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインで研修を開催

するなど開催方法を工夫した結果、概ねの事業で目標値に達し、地域

包括ケア構築に必要な人材育成に寄与することができた。意思決定支

援研修会に関しては、目標値に届かなかったが、認知症施策の推進に

は、本人の意見を踏まえた支援策の検討が必要であることから、今後

も継続して実施していく必要がある。 
（２）事業の効率性 
 本事業は認知症ケアに関わる様々な人を対象に研修を行っているた

め、市町村や関係団体等の多様なネットワークを活用して、各種研修

の周知を行っていきたい。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業 

事業名 【No.19】地域包括支援センター機能強化推進事業 
  

【総事業費】 
  900 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、市町村等 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくため、

「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材確保

対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

○地域包括支援センター機能強化 

包括支援センター職員向け研修や自立支援型ケアマネジメントの推進等によ

り地域包括支援センターの機能向上に資する取組を行う。 

○地域包括ケア推進、在宅医療介護人材育成 

指導者及び職員の資質向上、在宅医療介護人材育成のための研修等を実施す

る。 

○医療介護連携のための調整 

退院調整の際の連携状況等を調査し、調査結果を元に、各圏域で医療・介護関

係者の連携状況等に関する会議・研修を実施する。 

アウトプット指標

（当初の目標値） 

・自立支援型ケアマネジメント推進事業アドバイザー派遣 50 回 
・医療・介護連携を推進するための人材の資質向上 
 市町村担当者向け研修（年１回、受講者９０名） 
 意思決定支援に関する医療・介護関係者向け研修（年３回、受講者計１００

名） 
 退院調整状況調査の実施 

アウトプット指標

（達成値） 

・自立支援型ケアマネジメント推進事業アドバイザー派遣 21 回 
・医療・介護連携を推進するための人材の資質向上 
 市町村担当者向け研修（年１回、受講者 110 名） 

 意思決定支援に関する医療・介護関係者向け研修（年３回、受講者計 87名） 
 退院調整状況調査の実施 
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事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画にお

いて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足率

の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
令和 5年度は、地域ケア会議が年間 720 回開催され、全ての市町村が自立支

援型ケアマネジメント推進事業を実施する等、地域包括支援センターのさらな

る機能強化が図られた。 

また、地域包括支援センター職員等を対象とした研修の実施（令和 5年度は、

地域包括支援センター職員研修 276 名が受講）することで、地域支援に関する

新しい総合事業への円滑な移行や、介護予防ケアマネジメント能力の向上が図

られた。 
（２）事業の効率性 
 県において、研修会等の開催や医療介護連携に関する総合調整を担当するこ

とで、全県的な地域包括支援センターの機能強化を効率的に行うことができ

た。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.22】権利擁護人材育成事業 
  

【総事業費】 
10,193 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県、市町村 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数の増及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

・市民後見人養成研修の実施、活動中の市民後見人に対する支援体制の整備

検討、候補者が家裁から選定されるまでの資質の向上や意欲の向上を図る

ためのフォローアップ研修の開催、法人後見支援等の権利擁護人材育成 

・成年後見制度に関する行政職員への専門研修の実施 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・市民後見人養成等研修受講者数 100 人 

・行政職員向け研修参加自治体  35 市町村  

アウトプット指標（達

成値） 

・市民後見人養成等研修受講者数  新規 14人、フォローアップ延 195 人 

・行政職員向け研修参加自治体  35 市町村 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
市民後見制度については、14 人が養成研修を修了したほか、延 195 名が受

講したフォローアップ研修により、市民後見人養成研修修了者の資質向上が

図られた。 

また、成年後見制度運営の中核を担う市町村職員を対象に開催した行政職
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員向け研修では、首長申立事務を始めとする成年後見制度に関する実務能力

の向上が図られた。以上のような取組を通じ、高齢社会における成年後見及

び市民後見に関する人材の資質向上を図ることができた。 

（２）事業の効率性 
 成年後見制度及び市民後見制度に関する各市町村での取組状況は様々であ

るが、各種研修等を県が開催することで、全県的に制度を周知し、成年後見

人及び市民後見人の養成を効率的に実施することができた。 
その他 基金 10,913 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業 

事業名 【No.23】介護予防の推進のための指導者育成事業 
  

【総事業費】 
      306 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県理学療法士協会、群馬県作業療法士会等 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

市町村の実施する介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ専門職を育成

するための研修の開催及び研修修了者のデータベース化を行い、市町村等へ

の人材派遣体制を構築する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ専門職の育成（受講者 130 人） 

・市町村への人材派遣体制の構築 

アウトプット指標（達

成値） 

・介護予防事業及び地域ケア会議に資するリハ専門職の育成（受講者 119 人） 

・市町村への人材派遣体制の構築 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
リハ専門職が育成研修を通じて、介護予防及び地域ケア会議の開催に必要

な知識及び技術を取得することができる。 
令和 5年度は、オンラインを活用して研修を実施した結果 のべ 119 人が研

修で学んだ知識及び技術を活かし、住民主体の通いの場（介護予防）や地域

ケア会議への参加を通じて、地域包括ケアの推進を図ることができた。 
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（２）事業の効率性 
 リハ専門職に関する調査や研修修了者のデータベース化を県が担当し、研

修の開催・運営をリハビリ専門団体が担当（県は団体へ補助金を交付）する

形で役割分担することにより、専門性が高い研修を効果的に実施するととも

に、実績を県で効率的に把握することができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.25】福祉マンパワーセンター事業（福祉・介護人

材定着支援セミナー事業） 
【総事業費】 

      465 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

求人事業者を対象とした人材定着に資する先進事例等の講演会の実施 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・定着支援･採用力向上セミナー（１回開催） 
アンケートによる参加者満足度の改善を図る。「参考になった」９０％の獲

得。 

アウトプット指標（達

成値） 

・福祉人材確保・定着支援セミナー（２回開催） 

受講者 75名、「参考になった」と回答した人は、91.35％。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足率

の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
求人事業所を対象に、ハローワーク、社会保険労務士及び事業者代表を講

師に迎え、選ばれる事業所、職員が定着する職場づくりに関するセミナーを

オンライン形式で開催した。 
（２）事業の効率性 
 オンライン形式で実施した結果、移動の手間がないことや、興味のあるテ
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ーマを選択して視聴することが可能となった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【No.31】介護未経験者等に対する研修等支援事業 
  

【総事業費】 
    1,095 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和５年 4月 1日～令和６年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

市町村が実施する初任者研修や初任者研修の受講者に対する受講料補助に要

する経費を支援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・実施市町村 ３市町村 

アウトプット指標（達

成値） 

・実施市町村 ５市町村 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
 市町村の取組を支援することによって、令和５年度には初任者研修実施１

件、初任者研修受講料補助人数２９人を達成することができた。今後、当該

事業の普及を継続し、更なる地域の介護人材の確保を図る。 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施主体は市町村であり、地域住民に対して効果的な事業実施が

可能である。今後は更に多くの市町村に対し実施を働きかけていきたい。 
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その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一体的支

援事業 

事業名 【No.32】介護に関する入門的研修支援事業 
  

【総事業費】 
      2,636 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、市町村 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

中高年齢者等の介護未経験者が介護職や介護ボランティアに参入しやすくな

るよう、市町村が実施する受入促進セミナーや入門的研修の実施及び施設等

とのマッチングに要する経費を支援するとともに、入門的研修を実施する企

業等に県が講師を派遣する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・実施市町村 ６市町村 

・県による実施回数 ２回 

アウトプット指標（達

成値） 

・実施市町村 7 市町村 

・県による実施回数 3 回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
令和 5 年度は、介護に関する入門的研修の修了者が 216 名となり、多くの

介護未経験者に対し介護職や介護ボランティアに参入する機会を提供するこ

とができた。 
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（２）事業の効率性 
 本事業の主な実施主体は市町村であり、地域住民に対して効果的な事業実

施が可能である。令和 5 年度は県内 7市町村での取組となってしまったため、

今後はより多くの地域で研修が受講できるよう、市町村に対し実施について

働きかけていきたい。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

事業名 【No.34】チームオレンジコーディネーター研修等事業 【総事業費】 
      0 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

市町村が設置するチームオレンジの活動の中核的な役割を担うコーディネー

ターを要請するための研修会の開催や、コーディネーター研修の講師となる

チューターの養成研修に講師候補者となる者の派遣等を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・チームオレンジ・コーディネーター養成研修参加者 ５０名 

・オレンジチューター養成研修派遣者数 ２名 

アウトプット指標（達

成値） 

・チームオレンジ・コーディネーター養成研修参加者 ３０名 

・オレンジチューター養成研修派遣者数 １名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 

チームオレンジコーディネーター研修を実施したことにより、概ね各市町

村に 1 名ずつコーディネーターを配置することができた。オレンジチュータ

ー養成研修についても１名研修受講できたため、次年度以降市町村における

取組を支援する。 
（２）事業の効率性 
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チームオレンジの活動にあたっては、それぞれの地域において本人や家族

のニーズに合わせた支援体制の構築が必要なことから、チームオレンジ・コ

ーディネーターの役割は重要である。各市町村のチームオレンジ推進のため

に、県がコーディネーターを養成することが効率的である。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業 

事業名 【No.35】介護職員に対する悩み相談窓口設置事業 
  

【総事業費】 
      3,195 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

介護職員の職場の悩み等に関する相談を受け付ける窓口を運営し、介護の知

識と現場経験を有する相談員が、仕事に関する悩みや不安等に関する相談に

応じる。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

悩み相談窓口相談受付件数 ２００件 

アウトプット指標（達

成値） 

悩み相談窓口相談受付件数 ３２２件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
職場の悩み等を気軽に相談出来る窓口を設置し、介護の知識と現場経験を

有する相談員が相談に応じることで、仕事や人間関係への不安の解消に繋げ、

介護人材の定着の一助とすることが出来た。 
（２）事業の効率性 
来所での相談のみでなく、電話相談やメール相談受付により積極的に相談
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を受け付けることが出来る。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）外国人介護人材受入れ環境整備 

（小項目）外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業 

事業名 【No.36】外国人介護人材受入施設等環境整備事業 
  

【総事業費】 
      5,863 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者、介護福祉士養成施設 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

外国人介護人材を受入れる介護事業者が行う翻訳機の導入、外国人介護人材

の生活面のサポートや学習支援等に要する経費を支援する。また、外国人留

学生が在籍する介護福祉士養成施設が行う教員の質の向上に資する研修等に

要する経費を支援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

支援事業者数 ４５者 

アウトプット指標（達

成値） 

支援事業者数 ５３者 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
 外国人介護人材を受け入れる 24 法人 53 施設・事業所に対して翻訳機の導

入、学習支援等に要する経費の支援を実施することにより、目標に到達した。

今後も引き続き、事業者に対する周知を徹底し、支援を継続して実施するこ

とで、目標到達を図る。 
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（２）事業の効率性 

 外国人材を受け入れている介護施設・事業所に事業を活用してもらうため、

県 HP での事業告知に加えて、市町村や関係団体と連携して事業の周知を行

うなど、効果的・効率的な情報発信に取り組んでいる。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業 

事業名 【No.３７（介護分）】介護相談員育成に係る研修支援

事業 

【総事業費】 
      34 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 市町村 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

市町村が実施する介護サービス相談員派遣事業を推進するため、相談員養成

研修の受講費の一部を補助する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

研修参加者数２１人 

アウトプット指標（達

成値） 

研修参加者数１人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
現状、介護サービス相談員の事業を実施している市町村が少ないため目標

値は達成されなかったが、市町村での介護サービス相談員の配置促進と介護

サービス相談員の質向上に有効であると考えられる。 
（２）事業の効率性 
 今後、高齢化が進行していくなかで、介護サービスの質向上が必須となる

ため、市町村での介護サービス相談員配置を促進することで施設でのサービ
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スの質向上が期待できる。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（福祉系高校修学資金貸付事業） 

事業名 【No.３８（介護分）】介護福祉士修学資金等貸付（福

祉系高校修学資金貸付事業） 

【総事業費】 
      4,397 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、介護職を目指す福祉系高校の学

生の増加と卒業後の介護現場への就労・定着を促進するための「福祉系高校

修学資金」の貸付を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

福祉系高校修学資金貸与者数 21 人 

アウトプット指標（達

成値） 

福祉系高校修学資金貸与者数 18 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
修学資金の貸与を通じて、福祉系高校卒業後の介護現場への就労・定着を

図ることができたが、目標値に到達することはできなかった。制度の更なる

周知を図り、利用の拡大につなげていく。 
（２）事業の効率性 
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 福祉系高校に出向いて希望を募ることで、昨年度と比較して実績を伸ばす

ことができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）介護施設等における防災リーダー等養成支援事業 

事業名 【No.４２（介護分）】介護施設等における防災リーダ

ー養成等支援事業 

【総事業費】 
3,850 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 県、市町村 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

・介護職員等向けの防災研修の実施 

・介護施設等からの防災に関する相談に関する窓口の設置 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・事業継続計画策定に関するセミナー ４回 

・相談窓口における相談対応件数 １２０件 

アウトプット指標（達

成値） 

・事業継続計画策定に関するセミナー ６回 

・相談窓口における相談対応件数 ２４７件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 
  

（１）事業の有効性 
セミナーを中心に、個別の相談対応を含め、ＢＣＰ策定支援を土台としな

がら、法人・施設の防災力強化につなげることができた。 

また、福祉避難所のモデル訓練等で、行政、社協、保健所、地域関係者等

が連携する機会を新たに創設することができ、地域における平時からの防災

力向上の機会とすることができた。 
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（２）事業の効率性 
 災害福祉支援ネットワーク事務局を担う群馬県社会福祉協議会に事業を委

託して実施することにより、既存のノウハウの活用や、各施設種別協議会を

通じた事業周知等を行うことで、事業効果を十分に拡げるための効率的な事

業実施が実現できた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）外国人介護人材研修支援事業 

（小項目）外国人介護人材研修支援事業 

事業名 【No.43】介護分野技能実習生等日本語研修 
  

【総事業費】 
      2,198 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

技能実習生及び特定技能により就労する外国人に対し、介護技能と日本語能

力の更なる向上を目指すための研修を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

研修受講者 ６０名 

アウトプット指標（達

成値） 

研修受講者 ６０名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
 技能実習生及び特定技能により就労する外国人に対し、介護技能と日本語

能力の更なる向上を目指すための研修を実施し、受講者数の目標は達成した

が、修了者数は４３名に留まった。 

（２）事業の効率性 

 研修ノウハウのある事業者に委託して事業を実施し、円滑に研修事業を実

施することができた。また、県 HP での事業告知に加えて、市町村や関係団
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体と連携して事業の周知を行い、定員以上の受講申込があった。 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

（小項目）外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業 

事業名 【No.44】外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援 
  

【総事業費】 
      0 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者等 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

経済連携協定等（EPA）又は交換公文に基づき入国した外国人介護福祉士候補

者が、日本語及び介護分野の専門的な知識に係る学習をするために経費を支

援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

外国人介護福祉士候補者 ４名 

アウトプット指標（達

成値） 

外国人介護福祉士候補者 ０名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
 県内では EPA に基づき入国する外国人介護福祉士候補者がほとんどいな

かったことから、支援を実施することができなかった。 

（２）事業の効率性 

 EPAに基づき入国する外国人介護福祉士候補者の状況を随時確認すること

で、必要な支援を実施するための体制を検討した。 
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その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業 

（介護分野就職支援金貸付事業） 

事業名 【No.４５（介護分）】介護福祉士修学資金等貸付（介

護分野就職支援金貸付事業） 

【総事業費】 
      3,891 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県社会福祉協議会 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

群馬県社会福祉協議会に貸付原資を補助し、介護職を目指す福祉系高校の学

生の増加と卒業後の介護現場への就労・定着を促進するための「福祉系高校

修学資金」や他業種で働いていた方等の介護分野における介護職としての参

入を促進するための「介護分野就職支援金」の貸付を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

介護分野就職支援金貸与者数 30 人 

アウトプット指標（達

成値） 

介護分野就職支援金貸与者数 23 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
修学資金の貸与を通じて、他業種からの参入促進を図ることができたが、

目標値に到達することはできなかった。制度の更なる周知を図り、利用の拡

大につなげていく。 
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（２）事業の効率性 
 ハローワークと連携して希望を募ることで、昨年度と比較して実績を伸ば

すことができた。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業 

事業名 【No.４６】介護支援専門員資質向上事業 
  

【総事業費】 
      353 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 5年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数の増、介護支援専門員の資質向上) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

○若年がん患者在宅療養支援事業に関わるケアマネジャー養成研修 

若年の末期がん患者に特化したケアマネジメントが必要となるため、研修

会を開催し介護支援専門員の技術向上を図る。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・介護支援専門員の技術向上 
 養成研修（年２回、受講者各 100 名） 

アウトプット指標（達

成値） 

・若年がん患者在宅療養支援事業に関わるケアマネジャー養成研修 
 （1 回目 24 名、2 回目 14 名） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第７期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和８年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
「若年がん患者在宅療養支援事業」において、利用者とサービス提供事業

所の調整を担う介護支援専門員を対象に、事業説明や利用者ケアの実践等に

ついて研修を行うことで、ケアマネジメント能力の向上が図られた。 
（２）事業の効率性 
 研修会の開催を群馬県介護支援専門員協会に委託することで、研修内容の
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企画、講師等との調整、開催案内等、効率的に行うことができた。 

その他  
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事業の区分 Ⅵ．勤務医の労働時間短縮に向けた整備に関する事業 
事業名 【No.38（医療分）】 

地域医療勤務環境改善体制整備事業 
【総事業費】 

0 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 
事業の期間 令和 5 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

２０２４年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制

の適用開始までの間に、地域での医療提供体制を確保しつ

つ、医師の労働時間短縮を強力に進めていくため、必要か

つ実効的な施策を講じる必要が生じた。 

アウトカム指標： 

客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関の増加 
６８病院（Ｒ３）→７２病院（Ｒ５） 

事業の内容（当初計画） 地域医療に特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっ

ている医療機関 
に対して、医師の労働時間短縮のための体制整備に関する

支援を行う。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

支援対象 ４病院 

アウトプット指標（達成

値） 

支援対象 ０病院 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関 

６８病院（R3） 

※R5 調査未実施のため、アウトカム指標の達成は確認でき

なかったが、No23 勤務環境改善支援センター運営事業によ

る支援とあわせて、勤務環境改善に取り組む医療機関の増

加に寄与している。 
（１） 事業の有効性 
 アウトプット指標を達成することはできなかったが、本

事業の対象となる医療機関が、医師の労働時間短縮に向け

た体制を整備する際には有効である。 
（２） 事業の効率性 
本事業は、地域医療に特別な役割があり、かつ時間外労
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働が長時間となっている医療機関を重点的に支援すること

から、効率的に実施している。 
その他  
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令和４年度群馬県地域医療介護 

総合確保計画に関する事後評価 

 

 

 
令和５年度執行分 

（執行実績のない個票を除く） 

群馬県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 



   

2 
 

  



   

3 
 

１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

 

☑ 行った 
（実施状況） 
・令和７年３月 
群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 

・令和６年 10 月 
群馬県介護人材確保対策会議において説明 

・令和６年 12 月 
群馬県高齢者介護施策推進協議会において説明 

 
 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特になし 
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２．目標の達成状況 

 
 

■群馬県全体（令和４年度計画に記載のアウトプット指標等及び計画期間を再掲） 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復

期病床への転換等を促進する。 
・ 【回復期機能病床数】 

3,481 床（R2 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必要病床数） 
・ 【県内病床数】 

18,550 床（R2 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床数） 
 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第８次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 

485 か所（H27）→519 か所（R5） ※507 か所(R4) 
・ 在宅療養支援歯科診療所数 87 か所(H29) → 95 か所(R4) 
・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 

42.5 人（H30） → 47 人（R4） 
・ 訪問看護事業所数   179 か所（H30） → 210 か所（R4） 
・ 健康サポート薬局数   34 か所(R3.1) → 141 か所(R7) 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修に対して支援

を行う。 
 ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
  ・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 
    1,710 床（R2） →2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 
  ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 
    3,226 床（R2） →3,479 床（R5） ※R5 までに＋253 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
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2,991 人（R2） →3,074 人（R5） ※R5 までに＋83 人 
・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

315 人（R2） →  344 人（R5） ※R5 までに＋29 人 
   
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、

看護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を

推進し、職員数の増加を図る。 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

 228.3 人（H30）→247 人以上（目標年次 R4） 

・初期臨床研修医の採用数 

 115 人（R3）→119 人以上（R4） 

・看護職員離職率の低下(病院看護実態調査) 

 9.1％（R2）→9.0％（R4） 

・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

 50 人（H28）→55 人以上（R4） 

・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

 24 チーム（H30）→36 チーム（R4） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

中高年齢者、就業していない女性、外国人など新たな人材の介護職への参入促進、

介護ロボットの推進等による介護職に就いた方の職場定着及び資質向上を図り、

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャップを解消

する。 
 ・R2 介護職員数 38,112 人 →R7 介護職員必要数 40,843 人 

                   ※R７までに＋2,731 人 

 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

6 
 

□県全体（達成状況） 

１） 主な目標の達成状況 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
・ 【回復期機能病床数】 

3,481 床（R2 病床機能報告）→4,792 床（R5 病床機能報告） 
・ 【県内病床数】 

18,550 床（R2 病床機能報告）→17,992 床（R5 病床機能報告） 
 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する事業 

・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 
485 か所（H27） → 481～505 か所（R2） 

・ 在宅療養支援歯科診療所数  87 か所(H29) → 80 か所(R6.4) 
・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり） 

42.5 人（H30） → 51.0 人（R4） 
・ 訪問看護事業所数  179 か所（H30）→ 321 所（R6.4） 
・ 健康サポート薬局数  36 薬局（R2）→ 48 薬局（R5） 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する事業 

＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
  ・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 
    1,710 床（R2） → 1,855 床（R5）  
  ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 
    3,226 床（R2） → 3,271 床（R5） 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
2,991 人（R2） → 3,030 床（R5） 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
315 人（R2） →   434 床（R5） 

 
（エ） 医療従事者の確保に関する事業 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 
 228.3 人（H30）→ 240.7 人（R4 県独自調査結果） 
・初期臨床研修医の採用数 
 97 人（R2）→ 113 人（R6 年度採用数） 
・看護職員離職率の低下（病院看護実態調査） 
 8.1％（H29）→ 8.1％（R5） 
・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 
 50 人（H28）→ 65 人（R3） 
・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 
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 24 チーム（H30）→ 51 チーム（R5） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する事業 

 H28 H29 H30 R1 R2 

目標値 32,382 34,192 35,552 37,201 37,808 

実績値 33,878 34,719 36,608 37,201 38,112 

 対前年 ＋2,526 ＋841 ＋1,889 ＋593 +911 

 

 R3 R4 R5 R7 

目標値 38,415 39,022 39,629 40,843 

実績値 37,452 38,481 37,664 － 

 対前年 -660 +1,029 -817 － 

※平成30年度までは通所リハビリテーションの介護職員数を含んだ数値 

 令和元年度からは通所リハビリテーションの介護職員数を含まない数値 

 

 ２）見解 

地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業、居宅

等における医療の提供に関する事業、介護施設等の確保に関する事業、医療従事者

の確保に関する事業及び介護従事者の確保に関する事業それぞれについて、進捗が

あった。令和６年度において引き続き同一事業に取り組み、計画の進捗を図る。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 令和６年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和６年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 前橋保健医療圏（目標と計画期間） 
ア 目標 

  前橋医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 

■ 渋川保健医療圏 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 
■ 伊勢崎保健医療圏 
ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活
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できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 
■ 高崎・安中保健医療圏 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 
■ 藤岡保健医療圏 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
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（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 

■ 富岡保健医療圏 
（１）目標 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 
■ 吾妻保健医療圏 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
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（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 

■ 沼田保健医療圏 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 
■ 桐生保健医療圏 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
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イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
 
■ 太田・館林保健医療圏 
（１）目標 
 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和４年度～令和５年度（２年間） 
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事業の区分 Ⅰ-1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 
事業名 【No1（医療分）】 

病床機能分化・連携推進事業 

【総事業費】 

22,960千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将

来の医療需要を見据え、各地域に相応しいバランスのとれ

た病床を確保し、質の高い効率的な医療提供体制を構築す

るために、構想上必要とされる急性期病床等の減床及び回

復期病床の整備等を行うとともに、将来の必要病床数を具

体化するため、より一層病床の機能分化・連携を推進する

必要がある。 

アウトカム指標： 

地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構

築する。 

【回復期機能病床数】 

3,481 床（R2 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の

必要病床数） 

【県内病床数】 

18,550 床（R2 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床

数） 

事業の内容（当初計画） 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連の

サービスの総合的な確保が課題となっていることから、病

床の機能分化・連携体制をより一層推進するため、以下の

取組を行う。 
 回復期及び慢性期病床等から在宅への移行を円滑に進

めるための在宅医療を推進（施設整備・設備整備） 
 医療機能の見直し（病床機能の転換、連携等）を進めよ

うとする医療機関等に対し、専門家による分析等を支援 
 県内の全医療機関が理解を深められるよう、地域医療構

想に関する研修会等を開催する他、医療・介護の連携体

制をより強固にするため、地域の医師会を中心とした医

療介護連携拠点の整備や多職種連携を推進するための
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人材育成に取り組む。 
 地域医療構想アドバイザーを活用し、データ分析や地域

医療構想調整会議での助言等による議論の活性化を図

る。 
 特定の疾患（糖尿病や循環器病）の対策として、疾患手

帳の作製・配布や連携会議の開催等を行うことで、急性

期から回復期、在宅まで連携した医療を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

 分析等支援：２医療機関 
 地域医療構想研修会等の開催：１回（400 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

令和５年度… 

・在宅医療に係る人材育成研修等への補助件数：22 件 
事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

令和５年度病床機能報告による回復期機能の病床数

3,589 床（R4 年比＋6 床）、急性期機能（高度急性期を含む）

の病床数 10,515 床（R4 年比▲278 床）、全体病床数 18,064
床（R4 年比▲238 床） 

（１）事業の有効性 
急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスを

確保するために、今後の必要性が見込まれる回復期病床
への転換や必要病床数の具体化に向けた病床の用途変
更等を推進することは有効な手段であるため、今後はよ
り一層周知を図り、地域医療構想達成に向けた取組を強
化する。 

（２）事業の効率性 
回復期病床の増床や病床の用途変更に係る整備費等

に対する補助であり、効率的に病床機能の転換を図るこ

とができる。 
その他 令和4年度：18,394千円、令和5年度：5,566千円 計22,960

千円 
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事業の区分 Ⅰ-1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 
事業名 【No2（医療分）】 

地域周産期医療確保整備事業 
【総事業費】 

14,329 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（一部を公立病院及び公的病院へ委託） 

事業の期間 令和４年４月１日～令和６年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の達成に向けた周産期医療体制整備にあって

は、施設間での病床の機能分化・連携等を進める必要があ

る。 
アウトカム指標： 

 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築

する。 

【回復期機能病床数】 

3,481 床（R1 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の

必要病床数） ※R4 回復期病床目安 +105 床 
事業の内容（当初計画） 周産期母子医療センターの再整備に係る具体的な検討を進

めるととともに、周産期医療機関への救急搬送時間の伸長

への対策として、関係機関の対応力向上や連携強化に取り

組む。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

周産期医療に関する研修会の開催（４回） 

アウトプット指標（達成

値） 

周産期医療に関する研修会の開催（２回） 
 目標値に対して未達成の要因は、新型コロナウイルス感

染症の影響による研修会の中止であり、次年度以降は、感

染状況を踏まえつつ、感染防止対策を徹底することにより、

研修会の開催に向けて検討・調整する。 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

回復期機能の病床数 3,564 床、急性期機能（高度急性期含

む）の病床数 10,793 床（R4 病床機能報告） 

（１）事業の有効性 
周産期医療独自の医療連携体制が機能しており、地域医

療構想を踏まえた環境整備を行うことは、病床の機能分

化・連携を進める上で有効である。 
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特に研修会の内容は、新生児蘇生と病院前分娩介助であ

るが、いずれも救急隊員や医療従事者のスキル向上により、

新生児の予後が改善することが期待される。それにより急

性期病床の抑制と回復期病床への転換が進むことが期待で

きる。また、周産期医療体制の集約化により、居住地と分

娩取扱医療機関との距離及び当該医療機関まで到着の時間

が延伸する傾向が生じるが、研修会の実施によりそうした

リスクに即応する人材を育成し、周産期医療体制の集約化、

ひいては医療機能分化の促進が期待できる。 
（２）事業の効率性 
特に専門性の高い事業については、周産期母子医療セン

ターを担う医療機関へ委託するなどして、効率的に事業を

実施できる。 
その他 令和４年度：0 千円、令和５年度：14,329 千円 計：14,329

千円 

 

  



   

17 
 

事業の区分 Ⅱ．居宅等における医療の提供に関する事業 
事業名 【No.6（医療分）】 

障害者歯科医療充実事業 
【総事業費】 

32,479 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、群馬県歯科医師会 
事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

県内の障害者歯科医療体制は、後方病床を有し、常に行

動管理の伴う診療が可能な病院歯科の３次、障害者への診

療が可能な県歯科総合衛生センター等の２次、かかりつけ

医として障害者への在宅医療や口腔管理等を行う１次の連

携で成り立っている。 

県内の２次機関は３か所と限られており、在宅歯科患者

が重症化した場合の後方機関としてのニーズに十分応えら

れていないことから、２次機関の運営及び施設・設備等の

整備を行い、在宅患者への診療体制を充実させる必要があ

る。現在、群馬県歯科総合衛生センターでは、１日 20 人程

度が受診している状況である。 
アウトカム指標： 
4,109 人(R1)→4,800 人以上（令和 4 年度） 

事業の内容（当初計画）  ２次機関である群馬県歯科総合衛生センターの運営及び

診療に必要な施設・設備を整備する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

２次機関の運営及び整備施設数 １施設 

アウトプット指標（達成

値） 

２次機関の運営及び整備施設数 １施設 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

 ○受診者数 3,754 人（Ｒ４） 

 ・新型コロナウイルスの影響により、Ｒ１～Ｒ２にかけ

て受診者が減少したが、Ｒ３（３，８２７人）には増加に

転じたものの、まだ新型コロナウイルス下の影響があり、

Ｒ４（３，７５４人）もほぼ横ばいとなり目標達成に至ら

なかった。 

 全身麻酔下での治療件数 年間５件 
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（１） 事業の有効性 
２次機関で診療するのが適切な障害者への全身麻酔下で

の歯科医療等のニーズ及び在宅歯科患者が重症化した場合
の後方機関としてのニーズに応えられることから、歯科病
床の機能分化・連携等に有効である。 

 
（２） 事業の効率性 
心身障害者のみを診療対象とする歯科総合衛生センター

へ委託することで、効率的に事業を実施できる。 
 

その他 令和４年度：20,400 千円、令和５年度：12,079 千円 計：

32,479 千円 
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事業の区分 Ⅳ．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No.27（医療分）】 

看護師等養成所運営費補助事業 
【総事業費】 

170,226 千円 

事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 
事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護師等への需要が増えて

いくことが予想されることから、看護師等養成所による看

護師等の確保が必要である。 
アウトカム指標： 
養成所卒業生の県内就業率（H30 61％ → R4 63％） 

事業の内容（当初計画） 看護職員の慢性的な不足が見込まれているなか、看護師等

養成所による安定的で質の高い看護師の養成が重要である

ことから、看護師等養成所の運営費に対する補助を実施す

ることにより、看護師等養成所の安定的な運営及び教育の

質の維持・向上を図る。また、養成所への支援を通して学

生の負担を軽減するとともに、卒業後の他県への流出の減

少を図る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

運営費補助件数：R2 16 校 → R4 16 校 

アウトプット指標（達成

値） 

運営費補助件数：R5 15 校 
未達成の理由：学生数減少により、養成所が 1 校閉校した

ため。 
今後の方向性：引き続き運営費補助を行い、養成所数の維

持に努める。 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった。 
■観察できた 
養成所卒業生の県内就業率：R5 年度 74.0% 

 
（１）事業の有効性 
県内の看護師等養成所の運営を支援することにより、経

営が安定し教員の確保や教材の充実など看護教育の向上を

図ることによって、質の高い看護職員を養成する。 
今後も、本事業に継続的に取り組み、養成所卒業後の他

県への流出の減少を図る。 
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（２）事業の効率性 
養成所の運営の安定化を図ることができた。 

その他 令和４年度：37,955 千円、令和５年度：132,271 千円 計：

170,226 千円 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1】 

群馬県介護施設等の整備に関する事業 
【総事業費】 

736,104 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 4 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくり

を推進する。 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画

的に推進する。 

・地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

1,710 床（R2）→2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 

・認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

3,226 床（R2）→3,479 床（R5） ※R5 までに＋253 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,991 人（R2）→3,074 人（R5） ※R5 までに＋83 人 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

315 人（R2）→ 344 人（R5） ※R5 までに＋29 人 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス等の整備に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を

行う。 

③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に

対して支援を行う。 

④介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止に必要

な経費に対し支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期高齢者保健福祉

計画等において予定している地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提

供体制の整備を促進する。 

アウトプット指標（達成

値） 

なし 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進している。 

（１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の整備の促進により、高齢者が地
域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 
（２）事業の効率性 
県補助金交付要綱に調達方法や手続について行政の取扱いに準
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拠するよう定めることで一定の共通認識のもとで施設整備を行

い、調達の効率化が図っている。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等

のサービス提供体制確保事業 

事業名 【No.３９（介護分）】新型コロナ事業継続支援 【総事業費】 
   1,796,182 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和 4年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介護人材を確

保するとともに、介護に従事する者が安心・安全に業務を行うことができる

よう感染症が発生した施設等の職場環境の復旧・改善を支援する。なお、令

和３年度に発生したかかり増し費用についても対象とする。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

新型コロナウイルス感染症により事業継続できない介護施設等をゼロとす

る。 

アウトプット指標（達

成値） 

新型コロナウイルス感染症により事業継続できない介護施設等をほぼゼロと

した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１） 事業の有効性 
 介護施設の職場環境の復旧・改善を支援することにより、事業継続でき

ない施設はほぼゼロであった。 
（２） 事業の効率性 
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  本事業は県内の介護事業者が実施主体であるため、広く全県を対象とし

て事業を実施することができた。 
その他 令和 4年度 1,579,271 千円、令和 5年度 216,911 千円 計 1,796,182 千円 
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令和３年度群馬県地域医療介護 

総合確保計画に関する事後評価 

 

 

 
令和５年度執行分 

（執行実績のない個票を除く） 

群馬県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

 

☑ 行った 
（実施状況） 
・令和７年３月 
群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 

・令和６年 10 月 
群馬県介護人材確保対策会議において説明 

・令和６年 12 月 
群馬県高齢者介護施策推進協議会において説明 

 
 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特になし 
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２．目標の達成状況 

 
 

■群馬県全体（令和３年度計画に記載のアウトプット指標等及び計画期間を再掲） 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復

期病床への転換等を促進する。 
・ 【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の必要病床数） 
※R3 回復期病床目安 +105 床 

・ 【県内病床数】 
18,764 床（R1 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床数） 
※R3 目安 △90 床 

 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第８次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 訪問診療を実施している病院・診療所数 

485 か所（H27）→519 か所（R5）※507 か所(R3) 
・ 在宅療養支援歯科診療所数 87 か所(H29) → 95 か所(R3) 
・ 訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 

42.5 人（H30） → 47 人（R3） 
・ 訪問看護事業所数   179 か所（H30） → 196 か所（R3） 
・ 健康サポート薬局数   34 か所(R3.1) → 141 か所(R7)※R4 65 か所 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備及び既存施設等の改修に対して支援

を行う。 
 ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
  ・ 地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 
    1,710 床（R2） →2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 
  ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 
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    3,226 床（R2） →3,479 床（R5） ※R5 までに＋205 床 
・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,991 人（R2） →3,074 人（R5） ※R5 までに＋253 人 
・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

315 人（R2） →  344 人（R5） ※R5 までに＋83 人 
   
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、

看護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を

推進し、職員数の増加を図る。 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

 228.3 人（H30）→247 人以上（目標年次 R3） 

・初期臨床研修医の採用数 

 97 人（R2）→119 人以上（R3） 

・看護職員離職率の低下(病院看護実態調査) 

 8.1％（H29）→8.0％（R3） 

・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

 50 人（H28）→55 人以上（R3） 

・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

 24 チーム（H30）→36 チーム（R3） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

中高年齢者、就業していない女性、外国人など新たな人材の介護職への参入促進、

介護ロボットの推進等による介護職に就いた方の職場定着及び資質向上を図り、

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャップを解消

する。 
 ・R1 介護職員数 37,201 人 →R7 介護職員必要数 40,843 人 

                   ※R７までに＋1,878 人 

 

（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
2024 年からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始に向け、地域での医

療提供体制を確保しつつ、勤務医の働き方改革の取組を進める。 
・客観的な労働時間管理方法を導入している医療機関の増加 

33 病院（R1）→40 病院（R3） 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
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□県全体（達成状況） 

１） 主な目標の達成状況 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
・ 【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→3,564 床（R4 病床機能報告） 
・ 【県内病床数】 

18,764 床（R1 病床機能報告）→18,302 床（R4 病床機能報告） 
 
（ウ） 介護施設等の確保に関する事業 

＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
  ・地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 
    1,710 床（R2） → 1,855 床（R5）  
  ・ 認知症高齢者グループホーム（利用定員） 
    3,226 床（R2） → 3,271 床（R5） 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
2,991 人（R2） → 3,030 床（R5） 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 
315 人（R2） → 434 床（R5） 

 
（オ） 介護従事者の確保に関する事業 

 H28 H29 H30 R1 R2 

目標値 32,382 34,192 35,552 37,201 37,808 

実績値 33,878 34,719 36,608 37,201 38,112 

 対前年 ＋2,526 ＋841 ＋1,889 ＋593 +911 

 

 R3 R4 R5 R7 

目標値 38,415 39,022 39,629 40,843 

実績値 37,452 38,481 37,664 － 

 対前年 -660 +1,029 -817 － 

※平成30年度までは通所リハビリテーションの介護職員数を含んだ数値 

 令和元年度からは通所リハビリテーションの介護職員数を含まない数値 

 
 ２）見解 

地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業、居宅

等における医療の提供に関する事業、介護施設等の確保に関する事業、医療従事者

の確保に関する事業及び勤務医の働き方改革の推進に関する事業それぞれについ

て、進捗があった。令和６年度において引き続き同一事業に取り組み、計画の進捗

を図る。 
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 ３）目標の継続状況 

  ☑ 令和６年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和６年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 前橋保健医療圏（目標と計画期間） 
ア 目標 

  前橋医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 

■ 渋川保健医療圏 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 
■ 伊勢崎保健医療圏 
ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活
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できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 
■ 高崎・安中保健医療圏 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 
■ 藤岡保健医療圏 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
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（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 

■ 富岡保健医療圏 
（１）目標 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 
■ 吾妻保健医療圏 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
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（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 

■ 沼田保健医療圏 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 
■ 桐生保健医療圏 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
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イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
 
■ 太田・館林保健医療圏 
（１）目標 
 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備目標、 

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業の目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（カ） 勤務医の働き方改革の推進に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

  令和３年度～令和５年度（３年間） 
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事業の区分 Ⅰ-1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 
事業名 【No1（医療分）】 

病床機能分化・連携推進事業 

【総事業費】 

96,661 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 令和 3 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将

来の医療需要を見据え、各地域に相応しいバランスのとれ

た病床を確保し、質の高い効率的な医療提供体制を構築す

るために、構想上必要とされる急性期病床等の減床及び回

復期病床の整備等を行うとともに、将来の必要病床数を具

体化するため、より一層病床の機能分化・連携を推進する

必要がある。 

アウトカム指標： 

地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構

築する。 

【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の

必要病床数） 

※R3 回復期病床目安 +105 床 

【県内病床数】 

18,764 床（R1 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床

数） 

※R3 目安 △90 床 

事業の内容（当初計画） 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連の

サービスの総合的な確保が課題となっていることから、病

床の機能分化・連携体制をより一層推進するため、以下の

取組を行う。 
・今後の必要性が見込まれる回復期病床の整備と回復期及

び慢性期病床等から在宅への移行を円滑に進めるための在

宅医療を一体的に推進（施設整備・設備整備） 
・必要病床数具体化のため、自主的な病床減を伴う用途変

更を促進（改修整備・設備整備） 
・医療機能の見直し（病床機能の転換、連携等）を進めよ
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うとする医療機関等に対し、専門家による分析等を支援 
・県内の全医療機関が理解を深められるよう、地域医療構

想に関する研修会等を開催する他、医療・介護の連携体制

をより強固にするため、地域の医師会を中心とした医療介

護連携拠点の整備や多職種連携を推進するための人材育成

に取り組む。 
・地域医療構想アドバイザーを活用し、データ分析や地域

医療構想調整会議での助言等による議論の活性化を図る。 
・特定の疾患（糖尿病や循環器病）の対策として、疾患手

帳の作製・配布や連携会議の開催等を行うことで、急性期

から回復期、在宅まで連携した医療を支援する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・回復期病床整備：105 床 
・自主的な病床減を伴う用途変更：90 床 
・分析等支援：２医療機関 
・地域医療構想研修会等の開催：１回（400 名） 

アウトプット指標（達成

値） 

令和５年度… 

・在支診等の設備整備に対する補助：26 件 
 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

令和５年度病床機能報告による回復期機能の病床数

3,589 床（R4 年比＋6 床）、急性期機能（高度急性期を含む）

の病床数 10,515 床（R4 年比▲278 床）、全体病床数 18,064
床（R4 年比▲238 床） 

（１）事業の有効性 
急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスを

確保するために、今後の必要性が見込まれる回復期病床
への転換や必要病床数の具体化に向けた病床の用途変
更等を推進することは有効な手段であるため、今後はよ
り一層周知を図り、地域医療構想達成に向けた取組を強
化する。 

（２）事業の効率性 
回復期病床の増床や病床の用途変更に係る整備費等

に対する補助であり、効率的に病床機能の転換を図るこ

とができる。 
その他 令和３年度：23,624 千円、令和４年度：54,047 千円 令和５年度：18,990

千円 計 96,661 千円 
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事業の区分 Ⅰ-1．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設

備の整備に関する事業 
事業名 【No2（医療分）】 

地域周産期医療確保整備事業 
【総事業費】 

22,176 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県（一部を公立病院及び公的病院へ委託） 

事業の期間 令和３年４月１日～令和６年３月３１日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域医療構想の達成に向けた周産期医療体制整備にあって

は、施設間での病床の機能分化・連携等を進める必要があ

る。 
アウトカム指標： 

 地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構築

する。 

【回復期機能病床数】 

3,240 床（R1 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の

必要病床数） 

※R3 回復期病床目安 +105 床 
事業の内容（当初計画） 周産期母子医療センターの再整備に係る具体的な検討を進

めるととともに、周産期医療機関への救急搬送時間の伸長

への対策として、関係機関の対応力向上や連携強化に取り

組む。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

周産期医療に関する研修会の開催（４回） 

アウトプット指標（達成

値） 

周産期医療に関する研修会の開催（２回） 
 目標値に対して未達成の要因は、新型コロナウイルス感

染症の影響による研修会の中止であり、次年度以降は、感

染状況を踏まえつつ、感染防止対策を徹底することにより、

研修会の開催に向けて検討・調整する。 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 

回復期機能の病床数 3,564 床、急性期機能（高度急性期含

む）の病床数 10,793 床（R4 病床機能報告） 

（１）事業の有効性 
周産期医療独自の医療連携体制が機能しており、地域医

療構想を踏まえた環境整備を行うことは、病床の機能分
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化・連携を進める上で有効である。 
特に研修会の内容は、新生児蘇生と病院前分娩介助であ

るが、いずれも救急隊員や医療従事者のスキル向上により、

新生児の予後が改善することが期待される。それにより急

性期病床の抑制と回復期病床への転換が進むことが期待で

きる。また、周産期医療体制の集約化により、居住地と分

娩取扱医療機関との距離及び当該医療機関まで到着の時間

が延伸する傾向が生じるが、研修会の実施によりそうした

リスクに即応する人材を育成し、周産期医療体制の集約化、

ひいては医療機能分化の促進が期待できる。 
（２）事業の効率性 
特に専門性の高い事業については、周産期母子医療セン

ターを担う医療機関へ委託するなどして、効率的に事業を

実施できる。 
その他 令和３年度：2,836 千円、令和４年度：3,005 千円、令和５

年度：16,335 千円 計：22,176 千円 
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事業の区分 Ⅰ-2．地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数

の変更に関する事業 
事業名 【No.2-1（医療分）】 

単独支援給付金支給事業 
【総事業費】 

83,220 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県内の医療機関 

事業の期間 令和 3 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

中長期的な人口減少・高齢化の進行を見据えつつ、今般

の新型コロナウイルス感染症への対応により顕在化した地

域医療の課題への対応を含め、地域の実情に応じた質の高

い効率的な医療提供体制の構築が必要 
アウトカム指標：  

令和３年度基金を活用して再編を行う医療機関及び病床

機能毎の病床数 
・医療機関数医療機関数 ３医療機関 
・急性期病床 ３８床→４床 
・慢性期病床 ４０床→２０床 

事業の内容（当初計画） 医療機関が、地域の関係者間の合意の上、地域医療構想

に即した病床機能再編の実施に伴い、減少する病床数に応

じた給付金を支給する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

対象となる医療機関数 ３医療機関 

アウトプット指標（達成

値） 

対象となる医療機関数 １医療機関 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 
□観察できなかった 
■観察できた  
令和３年度基金を活用して医療機関が実施する、病床減

を伴う病床機能再編に係る病床機能毎（高度急性期・急性

期・慢性期）の病床数 
・急性期病床 ３床  
（１）事業の有効性 
本事業により急性期病床３床の病床減を伴う病床機能再

編が実施され、地域医療構想を踏まえた医療機関の自主的

な取組が行われたことから、直接的な効果があった。 
（２）事業の効率性 
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事業実施に際し、医療機関ごとに地域医療構想調整会議

等の協議等を踏まえており、真に必要な病床機能再編に限

定して実施している。 
その他 令和３年度：40,812 千円、令和４年度：0 千円 令和５年

度：42,408 千円 計：83,220 千円 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1】 

群馬県介護施設等の整備に関する事業 
【総事業費】 

117,525 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 3 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくり

を推進する。 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画

的に推進する。 

・地域密着型介護老人福祉施設（入所定員） 

1,710 床（R2）→2,020 床（R5） ※R5 までに＋310 床 

・認知症高齢者グループホーム（利用定員） 

3,226 床（R2）→3,479 床（R5） ※R5 までに＋253 床 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

2,991 人（R2）→3,074 人（R5） ※R5 までに＋83 人 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所（利用定員） 

315 人（R2）→ 344 人（R5） ※R5 までに＋29 人 

事業の内容（当初計画） ①介護施設等の開設・設置に必要な準備経費等に対して支援を

行う。 

②介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して

支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期高齢者保健福祉

計画等において予定している地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提

供体制の整備を促進する。 

アウトプット指標（達成

値） 

・介護施設の開設準備経費等支援  

・既存施設等の改修に対する助成（看取り環境整備）７施設 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進している。 

（１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の整備の促進により、高齢者が地
域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 
（２）事業の効率性 
県補助金交付要綱に調達方法や手続について行政の取扱いに準

拠するよう定めることで一定の共通認識のもとで施設整備を行

い、調達の効率化が図っている。 
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その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業 

（外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業） 

事業名 【No.33】外国人留学生への奨学金支給支援事業 
  

【総事業費】 
      2,050 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 介護事業者 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

介護事業者が外国人留学生の学費や居住費を支援する奨学金の支給に要する

経費を支援する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

支援留学生数 12 人 

アウトプット指標（達

成値） 

支援留学生数 12 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
令和５年度から実施した「外国人介護人材マッチング支援事業」と合わせ

て介護事業者への周知を実施することで、目標に到達した。引き続き、介護

事業者への周知を行い、介護福祉士の資格を取得し県内で介護業務に就労す

ることを希望する外国人留学生を支援する。 
（２）事業の効率性 



   

22 
 

「外国人介護人材マッチング支援事業」と合わせて事業を周知するととも

に、県ホームページ等を活用し、全県的に事業の周知を図ることで、実施主

体の便宜を図った。 
その他 令和 3年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円、令和 5 年度 2,050 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス流行下における介護サービス事業所等のサー

ビス提供体制確保事業 

事業名 【No.４０（介護分）】感染症対策を徹底した介護サー

ビス提供支援 
【総事業費】 
      10,182 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 
県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

介護サービス事業所・施設等で新型コロナウイルスの感染者が発生した場合

などに、地域の他の介護サービス事業所・施設等と連携して当該事業所・施

設等に対する支援を実施する 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

・応援可能施設登録数 １５６施設 
・応援可能職員登録数 ２３３人 
・感染症対策スキルアップ研修会の開催 ３回 
・感染症対策スキルアップ研修会の参加職員数 ９０人 

アウトプット指標（達

成値） 

・応援可能施設登録数 １５８施設（応援可能職員登録数 ２３７人） 
・感染症対策スキルアップ研修会の開催 １回（参加職員数 １５８人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4）→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
 介護事業所等で新型コロナが発生した場合の応援体制が構築されたこと

で、介護従事者の負担軽減を図るとともに、定着支援に資することができた。 
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（２）事業の効率性 

 登録施設の介護従事者を対象にスキルアップ研修会を開催し、新型コロナ

が介護事業所等で発生した場合の円滑な対応等を支援できた。 
その他 令和 3年度 7,083 千円、令和 5年度 3,099 千円 計 10,182 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）外国人留学生及び特定技能１号外国人の受入環境整備事業 

（外国人留学生への奨学金の給付等に係る支援事業） 

事業名 【No.43】外国人介護人材マッチング支援事業 
  

【総事業費】 
      5,726 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 3年 4月 1日～令和 6 年 3月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確保していくた

め、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組を実施し、総合的な介護人材

確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75歳以上となる令和７年度に向け、介護人材

の需給ギャップの解消を図る。(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数

40,843 人 

事業の内容（当初計

画） 

技能実習生及び特定技能により就労する外国人に対し、介護技能と日本語能

力の更なる向上を目指すための研修を実施する。 

アウトプット指標（当

初の目標値） 

留学生とのマッチング人数 19 名 

アウトプット指標（達

成値） 

留学生とのマッチング人数 23 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者保健福祉計画に

おいて推計した令和７年度の介護職員の需要見込（40,843 人）に対する充足

率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた（介護職員数の公表は翌々年度） 

介護職員数 37,201 人（R1）→ 38,112 人（R2）→ 37,452 人（R3） 

介護職員の充足率 91.1％（R1）→ 93.3％（R2）→ 91.7%（R3） 

（１）事業の有効性 
ノウハウのある委託事業者と連携して事業を実施し、介護福祉士の資格取

得を目指す外国人材と、県内介護事業者等とのマッチングを支援した。引き

続きマッチングを支援することで、介護分野における質の高い外国人材の受

入につなげる。 
（２）事業の効率性 
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 送り出し国の日本語学校とつながりのある事業者に委託して事業を実施

し、多くの外国人材に対して事業参加を呼びかけることができた。一方で、

外国人材を受け入れることに不安を感じる県内介護事業者は少なくないた

め、説明会等を通して更なる事業参加を呼びかけていきたい。 
その他 令和 3年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円、令和 5 年度 5,726 千円 
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令和２年度群馬県地域医療介護 

総合確保計画に関する事後評価 

 

 

 
令和５年度執行分 

（執行実績のない個票を除く） 

群馬県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

 

☑ 行った 
（実施状況） 
・令和７年３月 
群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 

・令和６年 10 月 
群馬県介護人材確保対策会議において説明 

・令和６年 12 月 
群馬県高齢者介護施策推進協議会において説明 

 
 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特になし 
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２．目標の達成状況 

 
 

■群馬県全体（令和２年度計画に記載のアウトプット指標等及び計画期間を再掲） 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復期

病床への転換等を促進する。 
・ 【回復期機能病床数】3,150 床（H30 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復

期機能の必要病床数） ※R2 回復期病床目安 +118 床 
・ 【県内病床数】19,207 床（H30 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病

床数）※R2 目安 △80 床 
 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第８次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 在宅療養支援診療所数 237 か所(H28) → 250 か所(R2) 
・ 在宅療養支援歯科診療所数 

      87 か所(H29) → 95 か所(R2) 
・ 訪問看護事業所数   177 か所(H28) → 196 か所(R2) 
・ 健康サポート薬局数   28 か所(R2.1) → 141 か所(R7)※R3 65 か所 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

 ・認知症高齢者グループホーム       令和２年度 ３施設 
 ・小規模多機能型居宅介護事業所      令和２年度 １施設 
  

   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設（定員３０人以上）   令和２年度 １５０床 
    ・介護老人保健施設            令和２年度 ８０床 
    ・認知症高齢者グループホーム       令和２年度 ３６床 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所      令和２年度 ９床(宿泊定員数) 
    ・介護療養型医療施設等の転換整備     令和２年度 ８８床 
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（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、看

護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を推

進し、職員数の増加を図る。 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

 228.3 人（H30）→247 人以上（目標年次 R2） 

・初期臨床研修医の採用数 

 97 人（H31）→119 人以上（R2） 

・看護職員離職率の低下(病院看護実態調査) 

 8.1％（H29）→8.0％（R2） 

・訪問看護事業所の訪問看護師数（人口 10 万人あたり）の増加 

 42.5 人（H30） → 47 人（R2） 

・訪問看護事業所届出数の増加： 

 179 か所（H30） → 196 か所（R2） 

・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

 50 人（H28）→55 人以上（R2） 

・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

 24 チーム（H30）→36 チーム（R2） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

中高年齢者、就業していない女性、外国人など新たな人材の介護職への参入促進、

介護ロボットの推進等による介護職に就いた方の職場定着及び資質向上を図り、団

塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に向け、介護人材の需給ギャップを解消す

る。 
 ・H30 介護職員数 36,695 人 →R7 介護職員必要数 41,175 人 

                   ※R７までに＋4,480 人 
 

イ 計画期間 

  令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
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□県全体（達成状況） 

１） 主な目標の達成状況 

（イ） 介護施設等の確保に関する事業 
＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
 ・認知症高齢者グループホーム       ０施設 
 ・小規模多機能型居宅介護事業所      ０施設 
＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 

    ・介護老人福祉施設（定員３０人以上）   110 床（R3：50 床、R4：40 床） 
    ・介護老人保健施設            ０床 
    ・認知症高齢者グループホーム       ０床 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所      ０床(宿泊定員数) 

・介護療養型医療施設等の転換整備     ０床 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する事業 

 H28 H29 H30 R1 R2 

目標値 32,382 34,192 35,552 37,201 37,808 

実績値 33,878 34,719 36,608 37,201 38,112 

 対前年 ＋2,526 ＋841 ＋1,889 ＋593 +911 

 

 R3 R4 R5 R7 

目標値 38,415 39,022 39,629 40,843 

実績値 37,452 38,481 37,664 － 

 対前年 -660 +1,029 -817 － 

※平成30年度までは通所リハビリテーションの介護職員数を含んだ数値 

 令和元年度からは通所リハビリテーションの介護職員数を含まない数値 

 
 ２）見解 

居宅等における医療の提供に関する事業、介護施設等の確保に関する事業及び医

療従事者の確保に関する事業それぞれについて、進捗があった。令和６年度におい

て引き続き同一事業に取り組み、計画の進捗を図る。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 令和６年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和６年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 前橋保健医療圏（目標と計画期間） 
ア 目標 

  前橋医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 

■ 渋川保健医療圏 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 伊勢崎保健医療圏 
ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
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（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 高崎・安中保健医療圏 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 藤岡保健医療圏 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 

■ 富岡保健医療圏 
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（１）目標 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 吾妻保健医療圏 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 

■ 沼田保健医療圏 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
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（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
    
イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 桐生保健医療圏 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 太田・館林保健医療圏 
（１）目標 
 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
   …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 
イ 計画期間 

 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1】 

群馬県介護施設等の整備に関する事業 
【総事業費】 

1,202,191 千円 
事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくり

を推進する。 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的

に推進する。 

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行

う。 

③既存施設等の改修に対する助成を行う。 

④介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止に必要

な経費に対して支援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期高齢者保健福祉

計画等において予定している地域密着型サービス施設等の整備

等を支援することにより、地域の実情に応じた介護サービス提

供体制の整備を促進する。 

アウトプット指標（達成

値） 

・介護施設の開設準備経費等支援 ５施設 

・既存施設等の改修に対する助成（看取り環境整備） ８施設 

・新型コロナウイルス感染拡大防止に必要な簡易陰圧装置の整

備経費の補助 ９３事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進している。 

（１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の整備の促進により、高齢者が地
域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 
（２）事業の効率性 
県補助金交付要綱に調達方法や手続について行政の取扱いに準

拠するよう定めることで一定の共通認識のもとで施設整備を行

い、調達の効率化が図っている。 
その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.１】介護人材確保対策会議 
  

【総事業費】 
66 千円    

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 介護関係団体や関係行政機関等を構成員とする介護人材確保

対策会議を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

会議の開催回数 ２回 

介護人材確保対策の総合的な推進 

アウトプット指標（達成

値） 

会議の開催回数 １回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった（介護職員数の公表は翌々年度） 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
各団体・機関等の介護人材確保に向けた取組について情報共

有を行うとともに、県が実施する事業の検討を行うなど、効果

的な介護人材確保対策の実施に向け各団体・機関等の連携を図



   

13 
 

った。 
（２）事業の効率性 
 介護労働安定センター群馬支部が主催する「介護労働懇談

会」と開催目的及び構成員が類似することから、本会議と合同

で開催した。 
その他 令和 2 年度 0 千円、令和 3 年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円、令和 5 年

度 66千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【No.１】介護人材確保対策会議 
  

【総事業費】 
66 千円    

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 介護関係団体や関係行政機関等を構成員とする介護人材確保

対策会議を開催する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

会議の開催回数 ２回 

介護人材確保対策の総合的な推進 

アウトプット指標（達成

値） 

会議の開催回数 １回 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった（介護職員数の公表は翌々年度） 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
各団体・機関等の介護人材確保に向けた取組について情報共

有を行うとともに、県が実施する事業の検討を行うなど、効果

的な介護人材確保対策の実施に向け各団体・機関等の連携を図
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った。 
（２）事業の効率性 
 介護労働安定センター群馬支部が主催する「介護労働懇談

会」と開催目的及び構成員が類似することから、本会議と合同

で開催した。 
その他 令和 2 年度 0 千円、令和 3 年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円、令和 5 年

度 66千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事

の理解促進事業 

事業名 【No.２】介護の魅力発信事業  【総事業費】 
0 千円    

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に

確保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取

組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） ・介護の魅力を発信するため、介護関係団体等と協働したイ

ベントの開催等を行う。 

・介護の仕事や介護の魅力等を紹介するとともに、介護職員

に対して明るく親しみやすい印象を持ってもらうために児

童・生徒向けパンフレット（副教材）等を作成する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護の魅力の幅広な発信 

介護の仕事ＰＲイベントの開催 １回（来場者１，５００人） 

児童・生徒向けパンフレット配布数 ６０,０００部 

アウトプット指標（達成

値） 

・新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、大規模なイベ

ントは開催せず、写真展の開催に変更 

・パンフレットは配布希望があった事業所等へ配布した（34

部） 

・令和 5 年度は、それぞれの立場で介護を考えていただくこと

を目的に、「介護の日」に合わせて広報動画計 4 編を作成した。 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった（介護職員数の公表は翌々年度） 

☑観察できた 
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介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
介護の仕事を紹介する写真展を開催するほか、希望があっ

た事業所等へパンフレットを配布することで、介護職の魅力

を紹介した。また、「介護の日」に合わせて広報動画を作成

することで、介護の魅力発信につなげた。 
（２）事業の効率性 
 介護の仕事ＰＲイベントについては、写真展や動画作成等

を通じて介護職へのマイナスイメージを払拭することがで

きた。 
また、児童・生徒向けパンフレットについては、学年別の

理解力を考慮し、記載内容を変えて作成した。 
その他 令和２年度 0 千円、令和３年度 0 千円、令和４年度 0 千円、令和５年度

0 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の

理解促進事業 

事業名 【No.３】介護への理解促進事業 
     

【総事業費】 
2,946 千円     

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 介護福祉士養成校、介護福祉士養成校協議会、介護労働安定セ

ンター、老人保健施設協会等 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護

ニーズ 
地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に

確保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取

組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 
アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年度

に向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 
事業の内容（当初計画） ○介護人材参入促進事業 

介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組及び介

護や介護の仕事への理解を促進する取組等を支援する。 

○介護への理解促進事業 

介護関係団体や介護事業者等が行う介護の魅力を発信する

取組及び介護や介護の仕事への理解を促進する取組等を支援

する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護の理解促進事業への幅広な支援 

事業実施件数１１件／年 

アウトプット指標（達成

値） 

Ｒ５年度 

事業実施件数：５３件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

 

□観察できなかった 

☑観察できた  

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 
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      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
現役の介護職員等が中学、高校に訪問し、介護現場での介護

や介護の仕事の魅力を紹介したことで、生徒 3,317 名に対して

介護の理解促進を図ることができた。 
（２）事業の効率性 
 介護福祉士養成施設及び介護サービス事業者団体が実施主

体のため、全県的に実施し、効率的に参入・理解促進を図るこ

とができた。 
その他 令和 2 年度 0 千円、令和３年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円、令和 5 年

度 2,946 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とし

た介護の職場体験事業 

事業名 【No.３３】介護の職場体験事業 
  

【総事業費】 
 357 千円    

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 介護事業者団体等 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に

確保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取

組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年度

に向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 
事業の内容（当初計画） 若者・女性・高年齢者など多様な介護未経験者等に向けて

介護事業者団体等が行う職場体験を含む研修等を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護の職場体験による参入促進（事業実施件数１２件） 

アウトプット指標（達成

値） 

Ｒ５年度 

事業実施件数：１件  

 介護助手養成支援事業 １件 

 （参加施設数 ６施設） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 
□観察できなかった 
☑観察できた  

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 
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（１）事業の有効性 
介護未経験者が職場体験を含む研修等を受講することによ

り、介護業界への就業が期待できる。 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施主体は、介護サービス事業者団体であっため、

全県で実施するなど事業の効率化が図られた。 
その他 令和２年度 0 千円、令和３年度 0 千円、令和４年度 0 千円、令和 5 年

度 357 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護福祉士養成課程に係る介護実習支援事業 

事業名 【No.７】介護実習支援事業  【総事業費】 
25 千円     

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 介護福祉士会 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 介護関係団体や介護事業者等が介護実習受入施設・事業所に対

して介護実習の円滑化のために行う取組等を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・実施件数 １件／年 

・介護実習の円滑化 

アウトプット指標（達成

値） 

２７年度 

 実施件数：１件 

２８年度 

 実施件数：１件 

２９年度 

 実施件数：１件 

３０年度 

 実施件数：１件 

令和元年度 

 実施件数：０件 

令和２年度 

 実施件数：１件 

令和３年度 

実施件数：１件 

令和４年度 

実施件数：１件 
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令和 5 年度 

 実施件数：１件 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

→ 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4）→ 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
介護実習指導者講習修了者に対するフォローアップ研修を

5 名が受講し、介護福祉士の養成を促進することができた。 
（２）事業の効率性 
 本事業の実施主体である職能団体の介護福祉士会のネット

ワークを活用し、広く全県の実習指導者を対象として、事業を

実施することができている。 
その他 令和 2 年度 0 千円、令和 3 年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円、令

和 5 年度 25 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業 

事業名 【No.１１】ぐんま認定介護福祉士養成事業 

  

【総事業費】 
10,660 千円    

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に

確保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取

組を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年度

に向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士の意欲向上と職場定着を図るための研修。180 時

間（17 日間）の研修及び認定試験を実施する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・ぐんま認定介護福祉士 平成 26 年度までに５００人養成 
・平成 27 年度～平成 30 年度までは各年６０人養成 
・令和元年度からは各年５０人養成 

アウトプット指標（達成

値） 

令和５年度末までの認定者 857 名 

令和５年度 認定者数 24 名 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった（介護職員数の公表は翌々年度） 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
各年一定の認定者を養成することができており、介護施設

等におけるリーダーの育成が推進されたが、令和５年度は受

講対象者である介護職員が業務多忙であることなどの理由か

ら、研修受講者数の確保が難しく、目標に到達しなかった。今
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後も引き続き、オンラインの活用による利便性の向上や、介

護施設等への周知等を通して、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 
 研修の実施を専門機関に委託し、県は指導・監督する形で

役割分担することにより、効率化な運用を図ることができた。 
その他 令和２年度 0 千円、令和３年度 0 千円、令和４年度 0 千円、

令和５年度 10,660 千円 

 
  



   

26 
 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研

修支援事業 

事業名 【No.１２】介護知識・技術普及啓発事業 
  

【総事業費】 
3,256 千円    

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 施設職員や県民を対象に、介護技術スキルアップ、介護支援

技術、認知症介護スキルアップ、人材育成の分野に関する講

座を開催し、高齢者ケアに関する専門的な能力・技術の向上

を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・施設職員の介護知識、技術のレベルアップ支援、県民の介護知識や

技術を身につけるための支援として１０講座を開催（受講者数８０５

名） 

アウトプット指標（達成

値） 

令和 5 年度：12 講座を開催（受講者数：594 人） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった（介護職員数の公表は翌々年度） 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
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研修参加者のニーズに応じた講座メニューを設けることに

より、様々な面から高齢者ケアに関する技術を学ぶ機会を設

けることができた。 

また、修了者が増加するに伴い、介護職員等の介護知識及び

技能の底上げを図ることができた。 

ただし、受講対象者である介護職員が業務多忙であること

などを理由に、研修受講者数の確保が厳しくなってきている

ため、オンラインを活用するなどして、利便性の向上を図り

たい。 
（２）事業の効率性 
 研修の実施を専門機関に委託し、県は指導・監督する形で

役割分担することにより、効率化な運用を図ることができた。 
その他 令和 2年度 0 千円、令和 3 年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円,令和 5 年度

3,256 円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【No.１４】代替職員の確保による実務者研

修等支援 

【総事業費】 
1,070 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

(介護職員数及び充足率の増加) 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 介護事業者が介護職員等に実務者研修等を受講させる場合、研

修を受講している期間に関する必要な代替職員の確保を支援

する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・代替職員派遣事業所数 １０事業所／年 

・介護職員のスキルアップの推進 

アウトプット指標（達成

値） 

・２７年度 

事業所数：５事業所 

・２９年度 

 事業所数：５事業所 

・３０年度 

 事業所数：０事業所 

・令和元年度 

 事業所数：４事業所 

・令和２年度 

 事業所数：５事業所 

・令和３年度 

 事業所数：１１事業所 

・令和４年度 

 事業所数：５事業所 

・令和５年度 
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 事業所数：１１事業所 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
本事業は、介護職員による研修等の受講を補助することによ

り、介護職員のスキルアップと定着を図るものである。 
令和５年度は、１１事業所に補助を行い、目標を達成した。 

（２）事業の効率性 
 平成 30 年度には事業所が既存の非常勤職員の勤務時間増に

よる代替分についても補助の対象とするなど、制度を見直した

ところである。 
令和６年度以降も引き続き介護事業所へ事業の周知を図り、

補助事業所の増加を図る。 
その他 令和２年度０千円、令和３年度０千円、令和４年度０千円、令

和５年度 1,070 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

事業名 【No.２６】雇用管理改善方策普及・促進事

業 

【総事業費】 
6,090 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県、介護労働安定センター等 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画）  介護関係団体や介護事業者等が行う雇用管理改善のための

取組の支援を行うほか、介護施設・事業所に専門家派遣等を行

うことにより、課題解決を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・介護事業者における雇用管理改善の推進（アドバイザー１名配置、

コンサル派遣２０回） 

・処遇改善計画書提出事業所 １００事業所 

アウトプット指標（達成

値） 

アドバイザー１名配置、コンサル派遣６７回 

 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１） 事業の有効性 
本事業の実施により、令和５年度は介護施設・事業所に対し、

３０８件の相談援助及び６７件の専門家派遣を実施し、介護事

業者における雇用管理改善が促進された。 
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（２）事業の効率性 
 「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」に基づく厚

生労働大臣の指定を受けた（公財）介護労働安定センターに事

業の一部を委託し、介護施設・事業所における雇用管理改善に

向けた取組の支援等を行うことで、効率的に事業を執行するこ

とができた。 
その他 令和 2年度 54千円、令和 3 年度 0千円、令和 4年度 0千円、令和 5年

度 6,036 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事

業 

事業名 【No.２９】介護事業者認証評価事業  【総事業費】 
5,234 千円    

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 群馬県が、人材育成及び処遇・職場環境の改善に積極的に取り

組む介護事業者を「ぐんま介護人材育成宣言事業者」として認

定し、その取組を広く公表する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・宣言認定 ８０事業者 

 

アウトプット指標（達成

値） 

・宣言認定 １９事業者 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった（介護職員数の公表は翌々年度） 

☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
令和５年度は、新たに 19 事業者が人材育成及び処遇・職場

環境改善に取り組むことを宣言し、令和５年度末時点で 188事
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業者において取組が実施された。また、４事業者を認証事業者

として認証し、一定程度の効果が得られたが、宣言事業者数及

び認証事業者数の目標には到達しなかった。今後、当該事業の

普及を継続するとともに、認証事業者の取組事例を広く公表す

ること等により、目標達成を図る。 
（２）事業の効率性 
 「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」に基づく厚

生労働大臣の指定を受けた（公財）介護労働安定センターに事

業の一部を委託し、人材育成及び処遇・職場環境改善の取組に

対して、アドバイザーの訪問による相談援助や専門家派遣によ

る支援等を行うことで、効率的に事業を執行することができ

た。 
その他 令和 2 年度 0 千円、令和 3 年度 0 千円、令和 4 年度 0 千円、令和 5 年

度 5,234 千円 
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 
（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野の拡大」 

（小項目）将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進 

     事業 

事業名 【No.３０】将来の介護サービスを支える若

年世代の参入促進事業 

【総事業費】 
3,180 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 令和 2 年 4 月 1 日～令和 5 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域包括ケアシステムの構築に必要な介護人材を安定的に確

保していくため、「参入促進」「定着支援」「資質向上」の取組

を実施し、総合的な介護人材確保対策を進める。 

アウトカム指標：団塊の世代が 75 歳以上となる令和７年度に

向け、介護人材の需給ギャップの解消を図る。 

（介護職員数及び充足率の増加） 

第８期群馬県高齢者保健福祉計画における令和７年度の介護

職員需要数 40,843 人 

事業の内容（当初計画） 介護福祉士養成校が行う介護の魅力を発信する取組や介護の

仕事への理解を促進する取組等、及び留学生に対する日本語指

導等の取組を支援する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

・支援する養成校の数 ５校 

アウトプット指標（達成

値） 

平成 30 年度 

・支援した養成校の数 ４校 

令和２年度 

・支援した養成校の数 ４校 

令和３年度 

・支援した養成校の数 ４校 

令和 4 年度 

・支援した養成校の数 ４校 

令和 5 年度 

・支援した養成校の数 ４校 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：第８期群馬県高齢者

保健福祉計画における令和７年度の介護職員需要数（40,843

人）に対する充足率の向上 

□観察できなかった（介護職員数の公表は翌々年度） 
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☑観察できた 

介護職員数 37,452 人（R3）→38,481 人（R4） 

      → 37,664 人（R5） 

介護職員の充足率 91.7%（R3）→94.2％（R4） 

         → 92.2%（R5） 

（１）事業の有効性 
令和５年度には、４校の専門学校等において中高生や地域住

民へ福祉・介護の仕事の魅力を発信して理解を深める取組、ま

た１校の専門学校においてカリキュラム外で留学生に日本語

学習支援の取組が行われたことで、介護人材の新規参入促進を

図ることができた。 
（２）事業の効率性 
専門知識を有する福祉系の専門学校等が、進路選択の一つと

して、中高生や地域住民に福祉・介護の仕事の魅力を直接伝え

たり、留学生の学習支援を行ったりすることで、効率的に事業

を執行することができた。 
その他 令和２年度０千円、令和３年度０千円、令和４年度０千円、令

和５年度 3,180 千円 
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平成３０年度群馬県地域医療介護 

総合確保計画に関する事後評価 

 

 

 
令和５年度執行分 

（執行実績のない個票を除く） 

群馬県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

 

☑ 行った 
（実施状況） 
・令和７年３月 
群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 

・令和６年 10 月 
群馬県介護人材確保対策会議において説明 

・令和６年 12 月 
群馬県高齢介護施策推進協議会において説明 

 
 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特になし。 
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２．目標の達成状況 

 
 

■群馬県全体（平成30年度計画に記載のアウトプット指標等及び計画期間を再掲） 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復期

病床への転換等を促進する。 
・ 回復期病床整備         225 床 

 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第８次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 在宅療養支援診療所数 237 か所(H28) → 250 か所(H32) 
・ 訪問歯科診療（居宅又は施設）を実施している診療所数 
           200 か所(H26) → 234 か所(H32) 

・ 訪問看護事業所数   177 か所(H28) → 196 か所(H32) 
・ 健康サポート薬局数   17 か所(H29) →  64 か所(H32) 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

 ・地域密着型介護老人福祉施設    H30 年度 29 床 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H30 年度 58 床 
    ・地域密着型介護老人福祉施設          29 床 
 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、看

護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を推

進し、職員数の増加を図る。 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 

 225.2 人（Ｈ28）→241 人以上（目標年次Ｈ30） 

・初期臨床研修医の採用数 
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 85 人（Ｈ29）→119 人以上（Ｈ30） 

・看護職員数の増加(保助看業務従事者届) 

 23,133.6 人（Ｈ26）→ 24,542.1 人（Ｈ30） 

・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 

 45 人（Ｈ26）→45 人以上（Ｈ30） 

・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 

 12 チーム（Ｈ29）→24 チーム（Ｈ30） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年度に向け、介護人材の需給ギャップの解

消を図る。 
 

イ 計画期間 

  平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 

□県全体（達成状況） 

１） 主な目標の達成状況 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する事業 

＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
 ・地域密着型介護老人福祉施設 29 床 

   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上) 48 床 

    ・地域密着型介護老人福祉施設 29 床 
 
（エ） 医療従事者の確保に関する事業 

・医療施設従事医師数（人口 10 万人対） 
 228.3 人（H30）→ 240.7 人（R4 県独自調査結果） 
・初期臨床研修医の採用数 
 97 人（R2）→ 113 人（R6 年度採用数） 
・看護職員離職率の低下（病院看護実態調査） 
 8.1％（H29）→ 8.1％（R5） 
・診療科別医療施設従事医師数（救急科） 
 50 人（H28）→ 65 人（R3） 
・亜急性期に派遣できる医療救護チーム数 
 24 チーム（H30）→ 51 チーム（R5） 
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 ２）見解 

介護施設等の確保に関する事業、医療従事者の確保に関する事業及び介護従事者

の確保に関する事業それぞれについて、進捗があった。令和６年度において引き続

き同一事業に取り組み、計画の進捗を図る。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 令和６年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和６年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 前橋保健医療圏（目標と計画期間） 
ア 目標 

 前橋医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 

＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
 ・地域密着型介護老人福祉施設    H30 年度 29 床 

   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H30 年度 50 床 

・地域密着型介護老人福祉施設          29 床 
 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 渋川保健医療圏 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 伊勢崎保健医療圏 
ア 目標 
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 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 

    ・介護老人福祉施設(定員３０人以上)  ８床 
 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 高崎・安中保健医療圏 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 藤岡保健医療圏 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
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（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 

■ 富岡保健医療圏 
（１）目標 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 吾妻保健医療圏 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
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■ 沼田保健医療圏 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 桐生保健医療圏 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 太田・館林保健医療圏 
（１）目標 
 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第８次保健医療計画及び第７期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
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（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 
イ 計画期間 

 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 
事業名 【No30（医療分）】看護師等養成所施設・設

備整備費補助事業 
【総事業費】 

24,682 千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 看護師等養成所 
事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

今後、在宅医療の推進等により看護職員への需要が高まる

ことが予想されることから、看護師等養成所による看護職

員の養成を確保する必要がある。 
アウトカム指標：  
看護職員数（常勤換算）の増加（H28 24,430.6 人→H30 
24,542.1 人） 
養成所卒業生の県内就業率(H27 80％ → H30 80%以

上) 
事業の内容（当初計画） 看護師等養成所による看護職員の養成を支援するため、校

舎の増築・改修やシミュレーター等の教育教材等への補助

を行うことにより、教育環境の改善や学生負担の軽減を図

る。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

看護師等養成所の定員の維持 

アウトプット指標（達成

値） 

看護師等養成所の定員（R5）1,806 人 

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 

□観察できなかった 

■観察できた 
看護職員数（常勤換算）：R4 25,120.0 人（H28 年末より 

689.4 人増） 
養成所卒業生の県内就業率：R5 74.0％ 
H27 年より就業率が低下しているが、H30 年（61％）より

上昇している。 
（１）事業の有効性 
看護師等養成所における施設・設備整備事業への補助に

より、安定的で質の高い看護師の養成が可能となる。 
（２）事業の効率性 
 看護師等養成所における施設・設備整備の補助を実施す

ることにより、効率的に教育の質の向上を図ることができ
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る。 

その他 平成 30 年度：5,233 千円、令和４年度：9,836 千円、令和

５年度：9,613 千円 計：24,682 千円 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1】 

群馬県介護施設等の整備に関する事業 

【総事業費】 
281,426 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 平成 30 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づ

くりを推進する。 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計

画的に推進する。  

事業の内容（当初計画） ① 地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 
整備予定施設等 

 地域密着型介護老人福祉施設           29 床 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援

を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第７期高齢者保健
福祉計画等において予定している地域密着型サービス施設
等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介
護サービス提供体制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設   H30 年度 ２９床 

アウトプット指標（達成

値） 

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進し

た。 

・地域密着型介護老人福祉施設  ２９床 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進して

いる。 

（１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の整備の促進により、高齢者
が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 
（２）事業の効率性 
県補助金交付要綱に調達方法や手続について行政の取扱

いに準拠するよう定めることで一定の共通認識のもとで施
設整備を行い、調達の効率化が図っている。 

その他  
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平成２９年度群馬県地域医療介護 

総合確保計画に関する事後評価 

 

 

 
令和５年度執行分 

（執行実績のない個票を除く） 

群馬県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

 

☑ 行った 
（実施状況） 
・令和７年３月  
群馬県保健医療計画会議において説明（予定）  

・令和６年 10 月  
群馬県介護人材確保対策会議において説明  

・令和６年 1２月  
群馬県高齢者介護施策推進協議会において説明 

 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特になし 
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２．目標の達成状況 

 
 

■群馬県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復

期病床への転換等を促進する。 
・ 回復期病床整備         100 床 

 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第７次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 在宅療養支援診療所数 242 か所(H27) → 250 か所(H29) 
・ 同歯科診療所数     73 か所(H27) →  86 か所(H29) 
・ 訪問看護事業所数   160 か所(H27) → 165 か所(H29) 
・ 在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局で在宅医療への対応を行っている薬

局数           84 か所(H25) → 176 か所(H29) 
 

 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

 ・地域密着型介護老人福祉施設    H29 年度 176 床 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所          27 名（宿泊定員） 
    ・認知症高齢者グループホーム            99 床 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H29 年度  13 床 
    ・地域密着型介護老人福祉施設          156 床 
    ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所     1 か所 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所         27 名 

・認知症高齢者グループホーム          99 名 
 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、
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看護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を

推進し、職員数の増加を図る。 
・ 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）   233.6 人以上（目標年次 H30） 

・    看護職員数の増加          24,542.1 人  （目標年次 H30） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年度に向け、介護人材の需給ギャップの解

消を図る。 
 

イ 計画期間 

  平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 

□県全体（達成状況） 

１） 主な目標の達成状況（令和５年度実績） 

  （ウ） 介護施設等の確保に関する事業 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

 ・地域密着型介護老人福祉施設  176 床 

    ・小規模多機能型居宅介護事業所  3 か所 

    ・認知症高齢者グループホーム   10 か所 

   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 

    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)       0 床 

    ・地域密着型介護老人福祉施設        156 床 

    ・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所   1 か所 

    ・小規模多機能型居宅介護事業所        27 名 

・認知症高齢者グループホーム         99 名 

＜定期借地権設定のための一時金の支援事業＞ 

 ・地域密着型介護老人福祉施設         1 か所 

  

 ２）見解 

介護施設等の確保に関する事業について、進捗があった。令和６年度において引

き続き同一事業に取り組み、計画の進捗を図る。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 令和６年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和６年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 前橋保健医療圏（目標と計画期間） 
ア 目標 

 前橋医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
  …いずれも、県全体の目標に準じる。 

 
イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 

 
■ 渋川保健医療圏 
ア 目標 

 渋川医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 伊勢崎保健医療圏 
ア 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
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（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
   
 

イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 高崎・安中保健医療圏 
ア 目標 

 高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して

生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
    

イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 藤岡保健医療圏 
ア 目標 

 藤岡医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
   

 

イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和年６月３１日 



   

8 
 

 
■ 富岡保健医療圏 
（１）目標 
ア 目標 

 富岡医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
    

イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 

 
■ 吾妻保健医療圏 
ア 目標 

 吾妻医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
  …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 

 

イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 

 
■ 沼田保健医療圏 
ア 目標 

 沼田医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福
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祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
    

 
イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 桐生保健医療圏 
ア 目標 

 桐生医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
 
    
 

イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
 
■ 太田・館林保健医療圏 
（１）目標 太田・館林医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第

６期高齢者保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域におい

て安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 
（ウ）介護施設等の確保に関する目標 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 
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  …いずれも、県全体の目標に準じる。 
 
イ 計画期間 

 平成２９年４月１日～令和６年３月３１日 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業  
事業名 【NO.1】 

群馬県介護施設等の整備に関する事業 

【総事業費】 
1,584,722 千円 

事業の対象となる区域 県全域 

事業の実施主体 群馬県 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

高齢者の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づ

くりを推進する。 

アウトカム指標：多様な福祉・介護サービス基盤の整備を

計画的に推進する。  

事業の内容（当初計画） ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

 地域密着型介護老人福祉施設           176 床 
 小規模多機能型居宅介護事業所    ２７名（宿泊定員） 
 認知症高齢者グループホーム            ９９床 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支 

援を行う。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期高齢者保健
福祉計画等において予定している地域密着型サービス施設
等の整備等を支援することにより、地域の実情に応じた介
護サービス提供体制の整備を促進する。 
・地域密着型介護老人福祉施設   H29 年度 176 床 
・小規模多機能型居宅介護事業所    27 名（宿泊定員） 
・認知症高齢者グループホーム          99 床 

アウトプット指標（達成

値） 

地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進し

た。 

・地域密着型介護老人福祉施設  176 床 
・小規模多機能型居宅介護事業所 27 名（宿泊定員） 

・認知症高齢者グループホーム  99 床 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標：  

多様な福祉・介護サービス基盤の整備を計画的に推進した。 

（１）事業の有効性 
 地域密着型サービス施設等の整備の促進により、高齢者
が地域において、安心して生活できる体制の構築が図られ
た。 
（２）事業の効率性 
県補助金交付要綱に調達方法や手続について行政の取扱

いに準拠するよう定めることで一定の共通認識のもとで施
設整備を行い、調達の効率化が図られた。 

その他  
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平成２８年度群馬県地域医療介護 

総合確保計画に関する事後評価 

 

 

 
令和５年度執行分 

（執行実績のない個票を除く） 

群馬県 

 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 
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１．事後評価のプロセス 

（１）「事後評価の方法」の実行の有無 

  

 

☑ 行った 
（実施状況） 
・令和７年３月 
群馬県保健医療計画会議において説明（予定） 

・令和６年 10 月 
群馬県介護人材確保対策会議において説明 

・令和６年 12 月 
群馬県高齢者介護施策推進協議会において説明 
 

 □ 行わなかった 
 （行わなかった場合、その理由） 
 

 

 

（２）審議会等で指摘された主な内容 

 

審議会等で指摘された主な内容 
・特になし 

 
  



   

4 
 

２．目標の達成状況 

 
 

■ 県全体 

ア 目標 

 群馬県においては、各医療介護総合確保区域における課題を解決し、高齢者等が地域

において安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

病床の機能分化・連携に向け、地域医療構想策定をふまえ、急性期病床から回復

期病床への転換等を促進する。 
・ 回復期病床整備 改修        220 床 

 
（イ） 居宅等における医療の提供に関する目標 

 第７次保健医療計画等において予定している整備を促進する。 
・ 在宅療養支援診療所数 227 か所(H26) → 250 か所(H29) 
・ 同歯科診療所数     66 か所(H26) →  86 か所(H29) 
・ 訪問看護事業所数   146 か所(H26) → 165 か所(H29) 
・ 在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局で在宅医療への対応を行っている薬

局数           84 か所(H25) → 176 か所(H29) 
 
（ウ） 介護施設等の確保に関する目標 

 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第６期高齢者保健福祉計画等において予

定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

 ・地域密着型介護老人福祉施設    H28 年度 116 床 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所         ４か所 
    ・認知症高齢者グループホーム          ４か所 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H28 年度 323 床 
    ・地域密着型介護老人福祉施設          116 床 
    ・介護老人保健施設               172 床 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所         36 名（４か所） 

・認知症高齢者グループホーム          36 名（４か所） 
 
（エ） 医療従事者の確保に関する目標 

 県全体の医師数増及び、地域や診療科による医師の偏在解消に取り組む。また、

看護師等の医療従事者の就労環境を改善し、離職を防止するとともに確保対策を
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推進し、職員数の増加を図る。 
・ 医療施設従事医師数（人口 10 万人対）   233.6 人以上（目標年次 H30） 

・    看護職員数の増加          24,542.1 人  （目標年次 H30） 
 
（オ） 介護従事者の確保に関する目標 

県全体の介護従事者数を確保するとともに、介護従事者の資質向上に取り組む。 
・平成 28 年度における介護職員確保目標 2,001 人 

 

イ 計画期間 

平成２８年度～令和５年度 
 

□県全体（達成状況） 

１） 主な目標の達成状況 

（ア） 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 
・ 【回復期機能病床数】 

3,150 床（H30 病床機能報告）→4,792 床（R5 病床機能報告） 
 
 ２）見解 

介護施設等の確保に関する事業及び介護従事者の確保に関する事業それぞれにつ

いて、進捗があった。令和６年度において引き続き同一事業に取り組み、計画の進

捗を図る。 

 

 ３）目標の継続状況 

  ☑ 令和６年度計画にも当該目標に関連した目標を掲げている。 

  □ 令和６年度計画には当該目標に関連した目標は掲げていない。 
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■ 前橋保健医療圏（目標と計画期間） 
（１） 目標 

 前橋医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健福

祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活で

きるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所   H28 年度  １か所 
    ・認知症高齢者グループホーム          １か所 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H28 年度 140 床 
    ・介護老人保健施設                50 床 
    ・小規模多機能型居宅介護事業所         9 名（１か所） 

・認知症高齢者グループホーム          9 名（１か所） 
（２） 計画期間 

  平成２８年度～令和５年度 
 
■ 渋川保健医療圏 
（１）目標 

渋川医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生

活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ  居宅等における医療の提供に関する目標 
エ  医療従事者の確保に関する目標 
オ  介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人保健施設       H28 年度    20 床 
（２） 計画期間 

  平成２８年度～令和５年度 
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■ 伊勢崎保健医療圏 
（１） 目標 

 伊勢崎医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保健

福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心して生活

できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

 ・小規模多機能型居宅介護事業所   H28 年度 １か所 
・認知症高齢者グループホーム          １か所 

   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H28 年度  70 床 

・小規模多機能型居宅介護事業所       9 名（１か所） 
・認知症高齢者グループホーム        9 名（１か所） 

（２） 計画期間 

  平成２８年度～令和５年度 
 
■ 高崎・安中保健医療圏 
（１）目標 

高崎・安中医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢

者保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心

して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

・地域密着型介護老人福祉施設    H28 年度  87 床 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H28 年度  13 床 

・地域密着型介護老人福祉施設          87 床 
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（２）計画期間 
平成２８年度～令和５年度 

 
■ 藤岡保健医療圏 
（１）目標 

藤岡医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保

健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心し

て生活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
ウ  介護施設等の確保に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 

…いずれも、県全体の目標に準じる。 
（２）計画期間 

平成２８年度～令和５年度 
 
■ 富岡保健医療圏 
（１）目標 

富岡医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保

健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心し

て生活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

・小規模多機能型居宅介護事業所   H28 年度 １か所 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 

・介護老人保健施設         H28 年度  52 床 
・小規模多機能型居宅介護事業所         9 名（１か所） 

（２）計画期間 
平成２８年度～令和５年度 
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■ 吾妻保健医療圏 
（１）目標 

吾妻医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保

健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心し

て生活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

・地域密着型介護老人福祉施設    H28 年度  29 床 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 

・地域密着型介護老人福祉施設    H28 年度  29 床 
（２）計画期間 

平成２８年度～令和４年度 
 
■ 沼田保健医療圏 
  （１）目標 

沼田医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者

保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安

心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

・小規模多機能型居宅介護事業所  H28 年度 １か所 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 

・介護老人保健施設        H28 年度  50 床 
・小規模多機能型居宅介護事業所        9 名（１か所） 

（２）計画期間 
平成２８年度～令和５年度 
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■ 桐生保健医療圏 
（１）目標 

桐生医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高齢者保

健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において安心し

て生活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 
    ・認知症高齢者グループホーム    H28 年度  １か所 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 

・認知症高齢者グループホーム    H28 年度  9 名（１か所） 
（２）計画期間 

平成２８年度～令和５年度 
 
■ 太田・館林保健医療圏 
（１）目標 

太田・館林医療介護総合確保区域においては、第７次保健医療計画及び第６期高

齢者保健福祉計画に基づき、地域における課題を解決し、高齢者等が地域において

安心して生活できるよう、以下の目標を設定する。 
ア 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 
イ 居宅等における医療の提供に関する目標 
エ 医療従事者の確保に関する目標 
オ 介護従事者の確保に関する目標 
…いずれも、県全体の目標に準じる。 

ウ 介護施設等の確保に関する目標 
   ＜地域密着型サービス等整備助成事業＞ 

・認知症高齢者グループホーム    H28 年度   1 か所 
   ＜介護施設等の施設開設準備経費等支援事業＞ 
    ・介護老人福祉施設(定員 30 人以上)  H28 年度 100 床 

・認知症高齢者グループホーム           9 名（1 か所） 
（２）計画期間 

平成２８年度～令和５年度 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 
事業名 【No1（医療分）】 

病床機能分化・連携推進事業 

【総事業費】 

186,385千円 
事業の対象となる医療

介護総合確保区域 

県全域 

事業の実施主体 群馬県、県医師会、病院、有床診療所（一部）等 

事業の期間 平成 27 年 4 月 1 日～令和 6 年 3 月 31 日 
□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年に向けて、将

来の医療需要を見据え、各地域に相応しいバランスのとれ

た病床を確保し、質の高い効率的な医療提供体制を構築す

るために、構想上必要とされる急性期病床等の減床及び回

復期病床の整備等を行うとともに、将来の必要病床数を具

体化するため、より一層病床の機能分化・連携を推進する

必要がある。 

アウトカム指標： 

地域医療構想に定める病床の機能分化・連携の体制を構

築する。 

【回復期機能病床数】 

3,150 床（H30 病床機能報告）→6,067 床（R7 回復期機能の

必要病床数） 

※回復期病床目安 +118 床 

【県内病床数】 

19,207 床（H30 病床機能報告）→17,578 床（R7 の必要病床

数） 

※目安 △80 床 

事業の内容（当初計画） 地域における急性期から回復期、在宅医療に至る一連の

サービスの総合的な確保が課題となっていることから、病

床の機能分化・連携を推進するため、地域における協議を

踏まえ、回復期病床等への転換や地域リハビリテーション

機能・地域連携の強化を図る施設整備及び身体症との合併

を伴う精神疾患に係る病床整備等に対して補助する。 
アウトプット指標（当初

の目標値） 

・回復期病床整備：118 床 
・自主的な病床減を伴う用途変更：80 床 

アウトプット指標（達成

値） 

令和５年度… 
・分析等支援：0 医療機関 
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・地域医療構想研修会等の開催：0 回 
・病床用途変更 3 医療機関（18 床）  

事業の有効性・効率性 （事業終了後１年以内のアウトカム指標） 
□観察できなかった 
■観察できた 
令和５年度病床機能報告による回復期機能の病床数

3,589 床（R4 年比＋6 床）、急性期機能（高度急性期を含む）

の病床数 10,515 床（R4 年比▲278床）、全体病床数 18,064
床（R4 年比▲238床） 
上記のとおり個別医療機関における病床機能の転換や病

床減など将来の医療需要や地域の実情等を踏まえた自主的

な取組は確認できており、引き続き地域における病床の機

能分化・連携の議論を推進したい。 
（１）事業の有効性 

急性期から回復期、在宅医療に至る一連のサービスを
確保するために、今後の必要性が見込まれる回復期病床
への転換や必要病床数の具体化に向けた病床の用途変
更等を推進することは有効な手段であるため、今後はよ
り一層周知を図り、地域医療構想達成に向けた取組を強
化する。 

（２）事業の効率性 
回復期病床の増床や病床の用途変更に係る整備費等

に対する補助であり、効率的に病床機能の転換を図るこ

とができる。 
その他 平成 27 年度：8,788 千円、平成 28 年度：43,320 千円、平成 29 年度：

100,333 千円、令和５年度：33,944 千円   計 186,385 千円 


